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　伊勢志摩サミットでは「世界経済の危機感を共有する
も実効的底上げ策の見えない形で終了し，先行きは・・・」
が正直な思いではないだろうか？ もちろん「企業はい
かなる事態にも独自工夫で生き残りを図る」ということ
は当然で景気任せにはできない。
　当社の「2016～20グループ中期経営計画」でも「世界
経済の先行き不透明感は拭えない中，素材系，機械系，
電力の三本柱による成長戦略の深化・盤石の事業体確立
⇒KOBELCO VISION G＋jが示され，とくに「輸送機
の軽量化・エネルギー・インフラなどの伸長分野への経
営資源集中⇒付加価値向上，競争優位性発揮⇒事業の拡
大発展を目指す。」としている。輸送機では自動車の軽
量化素材の追求はもちろんのこと，拡大が見込まれる航
空機分野素材（チタン，アルミニウム，マグネシウム）
の強化拡大で「アジア圏で存在感あるサプライヤ」を目
指すことを宣言した。また，鉄鋼事業部門の中の素形材
三分野（鋳鍛鋼，チタン，鉄粉）でも，それぞれ「高付
加価値メニュー開発による競争優位性を発揮して事業拡
大と収益基盤の確立」という成長戦略を打ち出した。こ
れら素形材の最近の動きから技術開発に期待するところ
を簡単に述べる。
　鋳鍛鋼の歴史は，鉄器文明に始まり武器・軍需主体に
各国が育成し，産業革命で重厚長大産業の基盤を支える
重要部材を供給する重要産業の位置づけとなった。しか
しながら，1975年頃からは淘汰の歴史で「脱コモディテ
ィ」ができた物／者しか生き残っていない。当社の鋳鍛
鋼は造船分野に軸足を置き，大型船舶用ディーゼルエン
ジンのクランク軸や動力を伝える中間軸，プロペラ軸，
舵回り部品で圧倒的シェアを誇ってきたが，1990年代か
らは韓国，中国といった新興国にシェアを侵食されてき
た。とくに中間軸や舵回り部品はコモディティ化し，「い
ずれは新興国に食われてしまうメニュー」となりかけて
いた。2007～10年の造船ブームに救われたが，その際に
掴んだのは「やはり信頼性の高いコベルコ部材を。」と
いう温かい声援と，「日本造船が勝つために一歩先の競
争力を！」という「ものづくりの根源」へ立ち返らせる
ありがたい教示であった。実際に昨今の世界新造船は船
腹余剰から低調であるが，日本は2018年度まで受注を確
保し，中韓はまだ埋まっていないという状況である。ま
さにエコシップ＝船の品質・性能が評価されての競争優
位性で日本造船から埋まってきたということである。そ
して今日本造船はNOx，SOx環境規制や省エネ／燃費
CO 2 規制に適合した2019年度進水船の設計に注力されて
いる。その新設計には主要部材の性能改善で寄与できる
ことが分かり，当社技術開発の優位クランク軸，中間軸，
舵回り部品のデザイン・インを目指している。高清浄度
鋼による高い疲労強度と材料技術を駆使した合金設計に
よる高強度鋼などの品質・性能優位性をエンジンや船体
に盛り込んで頂こうとしているところである。また，こ
れらの優位性を公的機関にも認証頂き「コベルコ・ブラ
ンド」として売り出そうとしている。
　チタンに関しても，日本におけるパイオニアとして常

に先頭を走っているが，2010～11年度のブーム，その後
の供給過剰によるドン底を経て収益回復が果たせた。そ
ういった中，まずは事業の安定化を目指し，純チタンの
コストダウンに向けた生産技術開発，新規優位メニュー
開発に取り組んだ。まさに「技術による競争優位性獲得」
を目指した。差別化商品としてエンボス高伝熱板や新規
メニューの燃料電池セパレータ用特殊処理板，スクラッ
プ多配合溶解技術などは技術開発成果の代表的なもので
ある。今では純チタンは，数量／操業面だけでなく収益
面でも事業を下支えする柱となっている。一方，航空機
分野では，日本エアロフォージ社に設置の 5 万トンプレ
スや高砂の新大型リングミルなどで製造する航空機用大
型チタン合金部材の拡販に向け，試作→認証→量産とま
さにテイクオフ段階である。新溶解炉による本格拡大の
なる2022年度には，航空機チタン部材による利益積み上
げはもちろん，「アジアにおける航空機用チタン部材の
一貫メーカ／アジアでの供給拠点」として認知され，「当
社を代表する事業の一角」となることを目標にしている。
この長い道のりには技術開発，認証，生産技術定着化等
でまだまだハードルはあるが，多くの経営資源（人・物・
金すべて）を集中投下しており，この成果を着実に実ら
せるべく本部+関係部署一丸となって取り組み中である。
今中長期計画では「航空機分野チタン製品の機械加工や
アルミニウム鍛造材の表面処理などの川下進出の技術開
発」もスタートさせており，まさに「航空機部材の一貫
メーカ／ワンストップ化でサプライ・チェーンに確実に
組み込まれる」ことを目指した活動を展開していく。
　鉄粉はNear -Net焼結部材で成長してきたが，韓国を
始めとする新興国での生産も始まっており，一部コモデ
ィティ化してきた。ここでも技術開発による競争優位性
獲得を基軸に，高性能商品（高強度，高密度，高被削性）
によるシェアの拡大や新規メニューによる需要拡大を進
めている。さらには，新しい機能（磁気特性，重金属吸
着など）による鉄粉需要開拓も進めている。すでに第四
次産業革命の一アイテムとして「金属 3 Dプリンタ」が
脚光を浴びているが現在は装置開発先行であり，これを
利用した金属製品の実用化はこれからという段階である。
これには粉末技術と冶金技術が必須で当社の技術ポテン
シャルが活かせる分野である。また，鉄粉だけでなく素
形材三分野がすべて絡む可能性を秘めており，今のスタ
ディ段階から研究のステージへ高めていく必要性を強く
感じている。
　いずれの分野も共通語は「需要分野のニーズを的確に
捕えて課題化し，技術開発による競争優位性を構築し，
需要分野へ植込でいただく」ということだと考えている。
す な わ ち，「Metallurgyを 筆 頭 にMaterialに 必 要 な
Technologyを客先ニーズにDesign - inしていくSolution

（MATE-LUTIONと名付けた。＝Solution by Material 
Technology）売り」という形が素形材（＝Processed 
Material）の成長戦略だと確信している。
　本特集号はそのスタートである。読者皆様を始め，各
方面からの忌憚なきご意見をいただければ幸いである。

素形材特集号の発刊にあたって
松原弘明
常務執行役員

Recent Trends in Material Processing Technologies
Hiroaki MATSUBARA

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（巻頭言）
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まえがき＝当社は，クランク軸を中心として，中間軸や
プロペラ軸，舵（かじ）部材用鋳鋼品やラダーストック
などの鋳鍛鋼品（図 1 ）を製造している。
　昨今，NOx規制やSOx規制，エネルギー効率設計指標

（EEDI）の導入など，船舶に関する環境規制が段階的に
強化され 1 ），エコシップに代表される船型開発，新型省
エネ機関に代表されるハード面の開発や，低速運行の導
入が進められている 2 ）。
　このような舶用業界の動向に対し，船舶の省エネ化や
信頼性向上に寄与することを目的として，舶用部材の品
質向上に取り組んでいる。本稿では，当社で製造してい
る舶用部材に関する最近の技術開発の取り組みを紹介す
る。

1 . クランク軸における取り組み

　ディーゼル機関用クランク軸は，舶用部品の中でも主
要部品と位置づけられ，2 ストローク機関用の組立型ク
ランク軸（図 2 ）と 4 ストローク機関用の一体型クラン
ク軸（図 3 ）がある。

1. 1　一体型クランク軸
　一体型クランク軸が使用される 4 ストローク機関は船
内発電用補機や陸上発電用として使用され，クランク軸
には高い疲労強度が要求される。舶用ディーゼル機関で
使用されるクランク軸の設計疲労強度は，国際船級連合

（IACS）の統一規則（UR）で式（ 1 ）のように規定さ
れている 3 ）。ここで，kは製造法により決定される係数
で，鍛流線が連続したCGF（Continuous Grain Flow） 
鍛造法に対し，1.05が与えられている。CGF鍛造法には

図 1  鋳鍛鋼品が使用される船舶部材
Fig. 1  Marine parts using casting and forging

舶用鋳鍛鋼品の技術開発
Development of Steel Castings and Forgings for Vessels

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（解説）

KOBE STEEL has been developing crankshafts, as well as other steel castings and forgings for 
ships, to make ships more energy efficient and reliable. This paper introduces technologies relevant 
to crankshafts, namely, super clean steel, technology for improving the fatigue strength of forged 
steel crank-throws and improved techniques of non-destructive inspection. Also introduced is the 
development status of highly strengthened intermediate shafts and high-strength steel for rudders.

＊ 鉄鋼事業部門　鋳鍛鋼事業部　技術開発部

藤綱宣之＊

Nobuyuki FUJITSUNA

図 2  組立型クランク軸
Fig. 2  Built-up type crankshaft

図 3  一体型クランク軸
Fig. 3  Solid type crankshaft
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RR鍛造法やTR鍛造法などあり，当社で採用している
RR鍛造法を図 4 に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（ 1 ）

　　k：製造法による係数，σB：引張強さ
　　D：軸直径，R：フィレット半径
　一方，材料の疲労強度は非金属介在物をはじめとする
内在欠陥の大きさに影響され，欠陥サイズが大きくなる
とともに低下することが知られている 4 ）。そこで，疲労
破壊の起点となる非金属介在物の低減を目的とし，不純
物（S，O）の低減や精錬条件の最適化，造塊条件の改
良を進め，高清浄度化技術を開発した 5 ），6 ）。高清浄度鋼
の疲労強度を，従来鋼（Tap Degassing（TD）法）およ
び現用鋼（清浄度鋼）と比較した結果を図 5 に示す。高
清浄度鋼では，現用清浄度鋼に対して20%以上，従来
TD法に対して40%近く疲労強度が向上している。この
結果を基に，式（ 1 ）におけるk-factorについてk=1.15
を船級協会に申請し，全船級協会から k=1.15の承認取
得を完了している。これにより，高清浄度鋼プロセスで
製造したクランク軸を使用することにより，設計疲労強
度を高くすることができ，エンジンの高出力化，コンパ
クト化が図られることが期待される。また，クランク軸
の長時間信頼性の観点から，超高サイクル疲労特性の評
価も進めており，当社開発鋼の40CrMo8（引張強さ：
1,000MPa級）では超高サイクル疲労破壊が起こらない
という結果が得られつつある 7 ）。
　さらなる高疲労強度化を目指し，引張強さ1,050MPa
超級高強度鋼や冷間ロール加工による圧縮残留応力付与
技術の開発も進めている。
1. 2　組立型クランク軸
　組立型クランク軸はプロペラを回転させる主機となる
2 ストロークディーゼル機関で使用され，図 6 に示すよ
うに，ジャーナルと呼ばれる軸部と，スローと呼ばれる
偏芯部を焼ばめにより組み立てて製造する。スローにつ
いては当社では，生産性の観点から鋳鋼製を主に採用
し，材質，品質の改善を進めてきた 8 ），9 ）。しかしながら，
将来的な品質厳格化や高強度化への対応のため，2009年
に鍛鋼製スローを全面採用することとした。以来，鍛鋼
スローの生産性向上，品質改善に向けた技術開発を進め
ている。
　鍛鋼スロー成形方法を図 7 に示す。一般には板状素材
をプレスで折りたたむ折り曲げ法で製造されるが，対称
性の確保など高い技能が要求される鍛造法である。これ
に対して当社は型入れ法を開発した。型入れ法は，棒状
素材を輪切りにした一片を金型に挿入する。このため，
素材が金型に拘束され，後方押し出しの状態で羽部を成
形することができる。この鍛造法は技能に依存せず，対
象性が高いニアネット形状を安定して得られるととも
に，生産性が格段に改善された。型入れ法で製造したス
ロー（以下，型入れスローという）の断面マクロ組織を
図 8 に示す。対象性が非常に高く，フィレット部では鍛
流線が認められない。鍛流線の黒い部分は合金成分が濃
化したミクロ偏析部に相当し，介在物が形成されやす

い。型入れスローのフィレット部は，鍛造方法により鍛
流線が横切らないため，ミクロ偏析に起因する介在物の
ない高清浄な領域で形成されている。これは，一体型ク
ランク軸におけるCGF鍛造と同様の効果を有している
といえる。清浄度改善を目的とした低S化を採用した型
入れスローの疲労試験結果を図 9 に示す。低S化の効果
も含まれるが，型入れスローでは折り曲げスローと比較
し，約20%向上している。本結果を基に，日本海事協会
より設計疲労強度計算式（式（ 1 ））におけるk-factorに
ついてk=1.05の特別承認を得た。
　組立型クランク軸で使用される鋼種は，シリンダ径約
400mm以下の小型クラスでは引張強さ800MPaの低合
金鋼が使用されており，シリンダ径500mm以上の中型
クランク以上では主に炭素鋼が使用されている。これ
は，焼ばめによって製造される組立型クランク軸におい
ては，スローの大型化に伴って低合金鋼では焼き割れの
危険性が大きいことによる。そのため，製造性の容易な
低合金鋼の開発を進めている。

σDW＝k・（0.42σB＋39.3）・  0.264＋1.073D－0.2＋
785－σB

4900
196
σB

1
R＋

図 4  RR鍛造法
Fig. 4  RR Forging

図 5  一体型クランク軸用高清浄度鋼の疲労強度
Fig. 5  Fatigue strength of super clean steel for solid type crankshaft
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1. 3　クランク軸の非破壊検査技術
　クランク軸の信頼性を確保する上では，特に高い応力
が負荷されるフィレット部の内部品質を厳しく管理する
必要があり，安定した検査技術が求められる。従来は探
触子を手で走査する超音波探傷を行ってきたが，組立型
クランク軸用，および一体型クランク軸用自動超音波探
傷装置を開発し10），11），適用している。
　組立型クランク軸のスロー用自動超音波探傷装置の走
査機構部を図10に示す。本装置では，ピン部探傷ユニ

ット（図10（A））とフィレット部探傷ユニット（図10
の（B））の二台のユニットをローラチェーンで結合す
ることにより，ピンをはさんで180°対向位置に固定でき
る。この状態でピン周りを自走（回転）しながら探傷す
ることができる。ピン部探傷ユニットには，表層近傍を
探傷する斜角探触子と深部を探傷する垂直探触子が組み
込まれており，ピン軸方向を往復走査する。フィレット
探傷ユニットには，フィレットR部の曲面に沿う凸R曲
面を有する斜角探触子，および直線形状の傾斜部を探傷

図 6  組立型クランク軸の製造工程
Fig. 6  Manufacturing sequence of built-up type crankshaft

図 7  鍛鋼スロー成形方法
Fig. 7  Forging method of crank-throw

図 8  型入れスローの断面
Fig. 8  Cross section of throw by die forging

図 9  鍛鋼スローの疲労強度
Fig. 9  Fatigue strength of forged throw

図10  スロー自動超音波探傷の走査装置
Fig.10  Scanning system of throw automatic ultrasonic inspection
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する斜角探触子が組み込まれ，型式ごとにあらかじめ教
示された範囲をプレイバック方式で走査する。ピン部探
傷およびフィレット部探傷の両ユニットで 1 走査終了ご
とに周方向に一定ピッチで移動し， 1 周することにより
ピン部およびフィレット部の全領域を探傷する。欠陥検
出能として平底穴（FBH）φ1.0mmを検出できる。
　一体型クランク軸に対しては，分解能として平底穴
φ0.5mmを検出できる自動超音波探傷装置を開発し
た11）。開発した装置の走査機構部と検査状況を図11に示
す。ピン／ジャーナル平行部，フィレット部およびスロ
ーアーム部を探傷する走査ユニットを組み込んだ走査ヘ
ッドがクランク軸に追従して回転しながら検査する。ま
た，本装置のフィレット走査ユニットでは，複数の超音
波振動子をアレイ状に配置し，様々なUTパルスを発生
させることができるフェイズドアレイ法を適用してい
る。
　これら自動超音波探傷装置はコンピュータシステムに
接続されており，データはデジタルデータとして保管さ
れ，当該クランク軸の内部欠陥の確認等のトレーサビリ
ティが確保されている。

2 . 中間軸における取り組み

　中間軸はエンジンの出力をプロペラに伝達する軸であ
る。エンジンからの振動やプロペラの動きに伴う振動を
受けるため，優れたねじり疲労強度が要求される。中間
軸の直径は，船級規則で規定される式（ 2 ）で計算され，
使用できる最高引張強さは800MPaを超えてはいけない
とされている12）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（ 2 ）

　　F：軸系部材の種類による定数，k：形状因子
　　n0： 1 分間の回転数，p：伝達力
　　d1：軸中心孔の直径，d0：軸部材の直径
　引張強さの上限が800MPaに規定されている理由は明
確ではないが，800MPaを超える領域でのねじり疲労強
度が不明確であることが要因と想定された。そこで，一
体型クランク軸で実績のある当社開発鋼40CrMo8のね
じり疲労特性を評価した結果，図12に示すように，ね
じり疲労強度の低下はなく，引張り強さの増加に従って

ねじり疲労強度が比例的に向上することが確認された。
切欠感受性や船級規則で規定される振動応力に対する安
全率についても従来鋼と同等であることを同時に確認し
ている13）。
　これらの結果から，日本海事協会から40CrMo8につ
いて950MPa級まで強度計算に使用可の承認を取得し
た。また，日本海事協会を通して，中間軸の材料に
800MPaを超え950MPa未満の強度の合金鋼を用いる特
別承認を得るためのIACS UR M68のAPPENDIX Iが
2015年 4 月に追加された。
　中間軸高強度化の効果としては，図13（A）に示すよ
うに，軸径を変えずに材料強度が上がることから，許容
振動応力（τ1，τ2）が向上し，エンジン出力の増大や振
動抑制機器の低減・省略が期待される。また，エンジン
の出力が同一で，高強度化により軸径を細くすると固有
振動数が小さくなることから，バードレンジが低回転数
側にシフトする（図13（B））と考えられる。ここで，

d＝F・k・ P
n0

560
σB＋1601－ di

4

do
4

1・ ・
3

図11	 一体型クランク軸用自動超音波装置走査ユニットおよび検
査状況

Fig.11	 Scanning system of automatic ultrasonic inspection for solid-
type crankshaft

図12  引張強さとねじり疲労強度の関係
Fig.12	 Relationship between tensile strength and torsional fatigue 

strength

図13  高強度中間軸の適用効果
Fig.13  Effect of applying high-strength intermediate shaft
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横軸のSpeed ratio λは定格最大回転数に対する比率（回
転数／定格回転数）である。これにより常用回転数を下
げることができ，低速運航の余裕度が向上できると考え
られる。

3 . 舵部材における取り組み

　舵は船舶の針路を制御する装置であり，旋回性や推進
性の観点から工夫された種々の型式や構造のものがあ
る。代表例としてマリナ型舵を図14に示す。ここで，
旋回軸（舵軸）となるラダーストックとピントルは鍛鋼
品が使用される。また，舵およびラダーホンのベアリン
グ部は鋳鋼品が使用され，ラダーホンについては一体型
鋳鋼品の場合もある。
　舵厚さ（t）を薄くすれば船速抵抗が低減することから，
燃費の向上を図ることができると考えられる。舵厚さ

（t）を薄くするためには，図14下図（横断面図）から，
ピントルやラダーホンの直径を小さくすること，ベアリ
ング（鋳鋼品）の肉厚を薄くすること，すなわち舵用鋳
鍛鋼品の高強度化が有効と考えられた。ここで，ラダー
スットクおよびピントルについては船級規則より溶接性
が要求され，C量は0.23%以下と規定されている14）。本規
則要件を満足し，設計に必要となる降伏点が高い高強度
材として，表 1 に示す低合金鋼（鋼種名KSFA65W-S）
を開発し，主要船級協会から特別承認を取得した。本鋼
種はラダーストックおよびピントルとして既に多数採用
され，実船に搭載されている。
　一方，鋳鋼品については船級規則の成分範囲14）が限
定されているが，JIS溶接構造用鋳鋼品のSCW620をベ
ースとして表 2 に示す 4 グレードの材料承認を取得し

た。鋳鋼品は厚鋼板との溶接構造となるため，製缶作業
および一体型ラダーホンの船尾への取り付け作業性の観
点から，溶接予熱フリー化のための最適化を進めてお
り，ほぼ目途が付きつつある。

むすび＝当社における舶用鋳鍛鋼品の技術開発状況を紹
介した。
　本稿で紹介した材料技術や部材成形技術，検査技術を
主体とした船の価値向上（燃費改善，品質・信頼性向上）
に資する技術シーズを展開し，顧客ニーズに対応してい
くことによって海運・造船業界の発展に貢献していくべ
く，今後も技術開発を継続していく所存である。 　　　
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図14  マリナ型舵の断面模式図

Fig.14  Schematics of cross section of mariner rudder

表 1  ラダーストック，ピントル用低合金鋼KSFA65W-Sの材料特性
Table 1 	Mechanical properties of low alloy steel KSFA65W-S for 

rudder-stock and pintle

表 2  舵用高強度鋳鋼の材料特性
Table 2 	Mechanical properties of low alloy cast steel for rudder 

parts
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まえがき＝低速舶用ディーゼルエンジンに使用される大
型の組立型クランク軸は，クランクスローと呼ばれる偏
心部位とジャーナルと呼ばれる軸部を各々で製造し，こ
れらを組み立てることで最終的に 1 本のクランク軸とな
る。大型のクランクスローは，その大きさから型鍛造で
はなく，一般的に数百mm以上の板厚がある段付板を折
り曲げ加工し，クランクスロー形状に成形する。
　この折り曲げ工程中に曲げ内面に表面疵（きず）が発
生することがある。表面疵が発生すると製品廃却に至る
場合もあるため，必要以上の機械加工代を設けて折り曲
げ加工を行っていた。一方で，曲げ加工に関する研究は
数多くあるが，その多くが10 mm以下の板厚を対象と
したものであり 1 ）～ 3 ），10 mm以上の板厚に対する曲げ
加工中の変形挙動や曲げ内面での表面疵の発生について
調査した事例はほとんどない。
　そこで，折り曲げ加工中の表面疵の抑制を目指して，
折り曲げ工程中の表面疵の発生挙動について調査した。
さらに，歩留り向上を目的にクランクスロー成形工程の
適正化についても検討し，実機にてその効果を検証し
た。

1 . 大型クランクスローの成形工程とその課題

1. 1　大型クランクスローの成形工程
　大型鍛鋼クランクスローの成形工程を図 1 に示す。高
温に加熱した鋼塊を鍛造し，T字型の段付板（以下，荒
地という）を成形する。その後，折り曲げ工程（曲げ工
程－たたみ込み工程）およびウェブ鍛伸工程を経てクラ
ンクスロー形状に成形する。なお，T字の段付板状の荒
地を成形するのは折り曲げ加工のみで，クランクスロー
のウェブ部とピン部を成形するためである。

1. 2　曲げ工程で発生する表面疵
　曲げ工程で発生する実際の表面疵とは，図 2 に示すよ
うに曲げ内面側に発生する筋状の疵のことをいう。この
表面疵はかぶさり疵と呼ばれ，鍛錬終了まで残存する。
疵が深い場合には製品部にまで疵が入り込み，製品廃却
に至る場合もある。そのため，かぶさり疵の発生挙動を
明らかにし，その抑制方法を検討することが必要であ
る。
1. 3　たたみ込み不良に伴う表面疵および非対称曲がり
　たたみ込み不良の事例を図 3 に示す。前工程の曲げ形
状が不適切な場合，板材は中板挿入部から変形せずに，

大型鍛鋼スローの鍛造技術
Forging Process for Large Crank Throws

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

A large build-up-type crankshaft, used in diesel engines for low-speed vessels, consists of eccentric 
parts called "crank throws" and shaft parts called "journals," each part being fabricated separately and 
then assembled into the crankshaft. Large crank throws are generally formed by a method called fold-
forging. Fold-forging has the advantage of being able to press large-sized throws with a relatively 
small forging load; however, it suffers from low material yield due to large, unwanted cutting stock 
required for removing overlapping defects generated during the forging process. This study, based on 
experiments and numerical simulations, aims at developing an improved forging process that can both 
prevent defects and reduce cost.
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図 2  かぶさり疵
Fig. 2  Overlapped defect

図 1  クランクスローの成形工程
Fig. 1  Forming process of crank throw
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曲げ加工時の曲がり点から変形する。このような変形が
生じると，曲げ工程と同様にかぶさり疵が発生する。ま
た，たたみ込み後の上下の長さが非対称になるため，製
品寸法を確保するには必要以上の機械加工代を設けなけ
ればならない。かぶさり疵の発生および非対称曲がりを
防止するためには、曲げ形状の適正化も必要になる。

2 . 曲げ工程でのかぶさり疵の発生挙動

2. 1　小型実験
　曲げ工程での荒地の変形挙動およびかぶさり疵の発生
挙動を確認するため，小型実験を行った。実験材形状お
よび曲げ金型の形状を図 4 に示す。実験材を1,250℃に
加熱し，1 時間保持した後に曲げ加工を行った。実験材
にはS45Cを用いた。曲げ加工後は，実験材を室温まで
冷却した後，幅方向中央で切断した。
　小型実験での変形挙動を図 5（a）に示す。荒地の板
厚変化部が曲がり点となって変形する様子が確認され
た。この変形挙動は実工程の変形挙動と同様であった。
小型実験においても実工程の変形挙動が再現できるとい
える。一方で，図 5（b）に示すように，実工程で発生
するようなかぶさり疵は再現されなかった。変形挙動は
実工程と同様であることから，小型実験と実工程で違い
のある荒地に注目し，実工程で成形された荒地の調査を
行った。
2. 2　実工程で製造した荒地の調査
　小型実験ではかぶさり疵を再現できなかった。その原
因を検討するため，実際の荒地の成形工程および荒地形
状を調査した。荒地の成形方法を図 6 に示す。まず，鋼
塊をブロック状に成形する。その後，両端を平金敷で圧
下し，逐次鍛造することでT字型の荒地を成形する。
　実際の荒地を図 7 に示す。全体的な形状は小型実験と
大きな差異がないが，荒地表面に注目すると板厚変化部
の表面に15 mm程度の段差が形成されていることが分
かる。この表面段差は，逐次鍛造した際に形成されたと
考えられる。表面段差の形成位置は曲げ加工での曲がり
点周辺にあり，かぶさり疵の発生にこの表面段差（以下，
初期欠陥という）が影響を及ぼしたと推察される。
2. 3　かぶさり疵の再現実験
　荒地表面の初期欠陥がかぶさり疵の発生に及ぼす影響
を確認するため，改めて小型実験を行った。実験材形状
を図 8 に示す。初期欠陥位置の影響も確認するため， 2
水準の初期欠陥位置（ 0 mm，10 mm）を有する実験材

（No. 1 ，No. 2 ）を用意した。初期欠陥深さは 1 mmと

した。実験方法は2.1節と同様とした。曲げ加工後は試
験材を幅中央で切断し，切断面を研磨して初期欠陥があ
った部位でのかぶさり疵発生の有無を確認した。
　曲げ加工後の実験材の切断面写真を図 9 に示す。各試
験材において，初期欠陥位置にかぶさり疵が発生してい
ることが確認できる。初期欠陥を起点に疵周辺の肉が盛
り上がり，欠陥部が内部に巻き込まれるような変形が見
られる。曲げ加工前後の疵深さを図10に示す。縦軸は

図 3  たたみ込み工程での非対称曲がり
Fig. 3  Asymmetric deformation in folding process

図 8  実験材形状
Fig. 8  Shapes of test specimens

図 7  実際の荒地
Fig. 7  Photos of actual preform

図 6  荒地の成形方法
Fig. 6  Forming process of preform

図 5  小型実験での変形挙動
Fig. 5  Deformation behavior of bending process in small size test

図 4  実験材形状と曲げ金型の形状
Fig. 4  Shapes of test specimen and bending die
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曲げ加工前の初期欠陥深さ，および加工後のかぶさり疵
深さを示している。初期欠陥位置によってかぶさり疵深
さが異なることが分かる。また，かぶさり疵の深さが初
期欠陥深さよりも伸長していることが分かる。この結果
は，曲げ加工によって初期欠陥がかぶさり疵になるだけ
でなく，かぶさり後に板厚方向に疵が伸長することを示
している。
2. 4　かぶさり疵伸長のメカニズム
　小型実験の結果，荒地表面の初期欠陥部がかぶさり疵
となるだけでなく，疵が板厚方向に伸長することも確認
された。そこで，かぶさり疵が板厚方向へ伸長するメカ
ニズムについて検討するため，数値シミュレーションを
行った。荒地表面の解析モデルは平滑とし，その他の解
析条件は小型実験と同様とした。なお，数値シミュレー
ションソフトには汎用有限要素解析ソフトFORGE

（TRANSVALOR製）を使用した。
　実験材No. 1 およびNo. 2 における初期欠陥部に相当す
る位置での曲げストロークとひずみの関係を図11に示
す。ここで，εc は曲げ方向ひずみを，εt は板厚方向ひず
みを示す。板表面では，曲げ加工に伴って曲げ方向に圧
縮ひずみが発生している。一方で，板厚方向には伸びひ
ずみが発生している。この板厚方向の伸びひずみに伴っ

て，かぶさり疵が伸長したと考えられる。また，初期欠
陥位置 0 mmに対して10 mm位置の伸びひずみ量が大き
く，このひずみ量の違いによって，最終的に10 mm位
置でのかぶさり疵深さが伸長したと考えられる。
　ここで，板厚方向の引張ひずみの発生メカニズムにつ
いては以下のように考えることができる。曲げ方向ひず
みをεc ，板厚方向ひずみをεt ，板幅方向ひずみをεw と
すると，体積一定則により一般的に式（ 1 ）が成り立つ。
　　εc +εt +εw ＝ 0 … …………………………………（ 1 ）
　さらに，幅の広い板の曲げ変形では，板縁に近い部分
を除くとほぼ平面ひずみ状態と考えられる 4 ）ため，曲
がり起点部では式（ 2 ）の関係が成立する。
　　εc +εt＝ 0 … ………………………………………（ 2 ）
曲げ方向ひずみは圧縮ひずみとなるため，板厚方向に伸
びひずみが発生すると考えられる。2.1節で示したように
荒地表面が無欠陥の場合，かぶさり疵の発生は抑制でき
る。そのため，曲げ工程でのかぶさり疵抑制には曲げ加
工前の初期欠陥除去が必須になると考えられる。

3 . 曲げ工程の適正化

3. 1　曲げ形状適正化のコンセプト
　かぶさり疵を防止するためには，荒地表面の初期欠陥
を曲げ加工前に除去することが必須であることが分かっ
た。しかしながら，曲げ形状が不適切な場合には，1.3
節で示したように，たたみ込み工程で変形不良が生じ，
非対称曲がりが発生する。そこで，たたみ込み工程で適
切な変形を実現するため，曲げ工程の適正化を検討し
た。
　たたみ込み工程の形状不良は，曲げ工程終了時の曲が
り起点とたたみ込み工程で曲げたいポイントが乖離（か
いり）していることに起因する。つまり，適正な曲げ形
状とは，2 箇所の曲げ起点が存在するようなＵ字型の形
状ではなく，曲げ起点が 1 箇所であるV字型の形状に変
形させることであると考えた。ここで，曲げ形状適正化
のコンセプトを図12に示す。V曲げを実現するには，曲
げ部をなるべくポンチ片部に近づけた方が良い。そのた
めに，「金型とポンチが形成するクリアランス（Wi－
Wp）」と「板厚（t）」とが同一になることがV字変形を実
現する条件になると考えた。そこで，V曲げ加工条件を
式（ 3 ）のように設定した。
　　α＝ 2 t/（Wi－Wp）≥ 1.0……………………………（ 3 ）

図11  曲げストロークとひずみの関係
Fig.11  Relationship between bending stroke and strains

(εt : thickness direction strain, εc : bending direction strain)

図10  曲げ加工前後のかぶさり疵深さ
Fig.10  Depth of overlapped defects before and after bending

図 9  実験材の切断面
Fig. 9  Cross sectional views of test specimen

図12  V曲げ加工のコンセプト
Fig.12  Concept of V-bending process
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3. 2　V曲げ加工条件の検証
　V曲げ加工条件の妥当性を検証するため，小型実験を
行った。なお，本実験では板厚 tのみを変化させた。ま
た，実操業に近い条件とするため，2.1節で実施した実
験の 4 倍の大きさの実験材および金型を用いて実験を行
った。なお，実験材の表面は平滑なままとした。実験材
を1,250℃に加熱して 1 時間保持した後に曲げ加工を行
った。実験終了後，実験材を室温まで冷却させた後，幅
方向中央で切断し，曲げ起点とポンチ肩部までの距離L
を測定した。
　パラメータαとLとの関係を図13に示す。パラメータ
αが1.00に近づくに伴ってLが 0 に近づくことが分かる。
α＝1.00のときの曲げ変形の様子を図14に示す。曲げ加
工開始と同時にポンチ肩部から離れた位置で曲がり始め
ていることが分かる。ポンチの押し込み量が大きくなる
に伴い，金型とポンチ間のクリアランスが小さくなるた
め，曲がりながら曲げ起点がポンチに接触し，V字形状
を形成している。α＝0.85およびα＝1.00のときの曲げ加
工形状を図15に示す。α＝0.85の場合は曲げ起点が左右

両方に存在している。一方で，α＝1.00ではV字状に変
形している。本結果は，V曲げ加工条件が適正であるこ
とを示唆している。また，V曲げの実現により，たたみ
込み工程での非対称曲がりが防止できると考えられる。

4 . クランクスローの成形形状予測

4. 1　変形形状予測のコンセプト
　 2 章および 3 章において，かぶさり疵の抑制およびた
たみ込み工程での非対称曲がりの抑制について検討し
た。一方で，成形工程での歩留りを向上させるためには，
荒地形状から成形終了時の形状を予測し，適正な荒地寸
法を決定する必要がある。
　そこで，荒地形状から成形終了時のクランクスロー形
状，具体的には成形終了時の長さLfの予測式を構築し
た。クランクスロー長さ予測のコンセプトを図16に示
す。変形形状予測は 2 ステップで行う。まず，荒地から
折り曲げ加工終了時の長さLbを予測する。ここで，曲
げ加工終了時の長さとたたみ込み後の長さは同等である
という仮定をおいた。つぎに，ウェブ鍛伸工程での伸び
量⊿Lを予測し，クランクスローの最終長さLf＝Lb+⊿L
を予測することにした。
4. 2　折り曲げ形状予測およびウェブ伸び量の予測
　折り曲げ加工前後の形状変化を予測するため，数値シ
ミュレーションを行った。解析により曲げ加工前後の形
状変化データを採取し，曲げ工程での形状変化を予測す
る実験式を作成した。図17に示す形状変化に基づいた
折り曲げ形状の予測式を式（ 4 ）に示す。
　　Lb＝H1＋Rcosθ… …………………………………（ 4 ）
ここで，Rは曲げの展開半径を示し，板厚 tと曲げ加工
終了時の長さLbから逆算して決定する。θは曲げ加工後
の開き角度を示している。また，H1 は荒地の段高さを
示し，製品のピン寸法と板厚 tとの兼ね合いから決定す

図15  曲げ加工形状
Fig.15  Bending shape

図14  α=1.00のときの曲げ変形の様子
Fig.14  Condition of bending deformation (α=1.00)

図17  曲げ加工後の形状変化
Fig.17  Deformed shape after bending

図16  クランクスローの長さ予測のコンセプト
Fig.16  Concept of deformation prediction of crank throw length

図13  パラメータαとポンチ肩部から曲げ起点までの距離
Fig.13  Relation between the parameter α and the distance of 

bending point from the tap-die pressing
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る。なお，板厚 tは，あらかじめ決まっている曲げ金型
寸法およびポンチ寸法から3.1節に示したα=1.00の条件
をもとに決定する。
　ウェブ鍛伸の鍛造形態および予測する伸び量を図18
に示す。曲げ形状予測の場合と同様に，数値シミュレー
ションによって予測式を構築した。伸び量⊿Lの予測式
を式（ 5 ）に示す。

　　　　　　　　　　　
… …………………………（ 5 ）

ここで⊿tは圧下量を示している。また，伸び量の予測
精度を向上するため，幅方向のメタルフローを考慮し
て，変形解析結果より求めた補正係数β=0.67を用いた。
4. 3　形状予測式の妥当性の確認
　形状予測式の妥当性を確認するため，実工程で計測し
た成形終了後のクランクスロー長さと予測式より求めた
予測値（Lf＝Lb＋⊿L）の比較を行った。比較結果を図19
に示す。グラフには，成形終了時の長さの異なる 5 型式
のデータを掲載している。どの型式においても予測値と
実績値との差異は 5 ％以内に収まっていることから，今
回定義した形状予測式により成形終了時のクランクスロ
ー長さを適切に予測することが可能になったといえる。

5 . 実工程への適用

　これまでの検討結果を実際の工程設計に適用した。ま
ず，曲げ加工前に荒地表面の初期欠陥をガス溶削などに
より除去した。つぎに，曲げ加工条件はV曲げを実現で
きるα=1.00とした。また，形状予測式を使用して荒地
の形状設計を行った。
　実工程での曲げ成形後の外観および曲げ内面部の拡大
写真を図20に示す。V曲げの実現とともに，曲げ内面の
かぶさり疵が防止できていることが確認できる。また，
たたみ込み工程の様子を図21に示す。V曲げの実現に伴

い，たたみ込み工程での曲げ起点が中板挿入部となり，
非対称曲がりが防止できている。これらの結果，板厚お
よび長さの機械加工代が適正化できるようになり，歩留
りが向上した。

むすび＝大型鍛鋼クランクスローの成形工程における表
面疵の抑制および歩留り向上を目的に，折り曲げ成形時
の表面疵の発生挙動の明確化および成形工程の適正化に
ついて検討した。得られた結果を以下に示す。
・小型実験により，荒地表面の初期欠陥がかぶさり疵と

なることが分かった。また，曲げストロークに伴って，
かぶさり疵が板厚方向に伸長することが分かった。

・数値シミュレーションの結果，曲げ加工中の曲がり点
周辺で板厚方向に伸びひずみが発生することが確認さ
れた。本結果は，曲げ加工中にかぶさり疵が発生した
場合，板厚方向に疵が伸長することを示している。

・小型実験より，板厚とポンチおよび曲げ金型のクリア
ランスを適正に選択することによってV曲げを実現で
きることを確認した。

・歩留り向上のため，荒地寸法から成形終了時のクラン
クスロー長さを予測する形状予測式を構築した。実製
品のクランクスロー長さと予測値を比較した結果，
± 5 %の精度で長さを予測できるようになった。

・実製品の工程設計にV曲げ条件および形状予測式を適
用し，かぶさり疵および非対称曲がりを防止できるこ
とを確認した。また，成形後の機械加工代を適正化で
き歩留りが向上した。　

参　考　文　献
1 ）	 小川秀夫ほか. 塑性と加工. 1999,  Vol.40, No.459, p.48-52.
2 ）	 小川秀夫ほか. 塑性と加工. 2002, Vol.43, No.493,  p.65-69.
3 ）	 小川秀夫ほか. 職業能力開発大学校紀要. 2007, 36-A, p.71-74.
4 ）	 鈴木　弘. 塑性加工. 1980, p.240-241.

⊿L＝ ×β（Lb－Hl）×⊿t
（t－⊿t）

図19  ウェブ長さLf の予測値と実績値の比較
Fig.19  Comparison between predicted and measured web length Lf

図18  伸び量の定義
Fig.18  Definition of amount of elongation in web cogging process

図21  実機でのたたみ込み工程
Fig.21  Folding process

図20  実機での曲げ成形の外観
Fig.20  Appearance of actual bending
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まえがき＝船舶用ディーゼルエンジン向けのクランク軸
に要求される疲労強度は年々高くなる傾向にある。これ
に対し，高強度材料の開発という材料面からのアプロー
チや冷間ロール加工法 1 ）， 2 ）の適用が，さらなる高疲労
強度化の有力な手段となる。冷間ロール加工法は，実働
時に最大応力が発生するフィレット部に圧縮残留応力を
付与する表面硬化技術である。高周波焼入れや浸炭，窒
化など他の表面硬化技術に比べ，硬化深さを深くできる
ことが特徴であり，クランク軸のフィレット部の硬化処
理として適した方法である。
　一方，冷間ロール加工を実機適用する際には，適切な
加工深さまで圧縮残留応力が付与されていることを確認
することが要求されることから，フィレット内部の残留
応力の分布状態を把握する必要がある。これまでは，穿
孔した穴底にひずみゲージを貼り，切断法によって深さ
方向の測定を行ってきた。しかし，この方法による内部
残留応力測定では，測定位置やその点数，方向が限定さ
れるため，要求部位の包括的な内部残留応力の分布状態
を把握することは難しい。
　そこで，広い範囲における任意点の内部残留応力を把
握する方法として，溶接継手部の内部残留応力測定に多
数の適用事例がある固有ひずみ法 3 ～ 7 ）に着目し，クラ
ンク軸に適用するための技術開発を行っている。クラン
ク軸は 3 次元的な複雑形状のため，最終的には固有ひず
み法による推定計算も 3 次元形状を想定した検討が必要
となる。そこで，冷間ロール加工によるフィレット内部
に生じる残留応力分布の推定手法としての固有ひずみ法
の有効性を確認するために，まずはシンプルな軸対称形
状を対象とした検討を行った。
　本稿では，クランク軸において特徴的な形状であるフ

ィレット部への固有ひずみ法の適用方法について説明す
るとともに，実機と同寸法のフィレット部を持つ軸対称
サンプルを対象に，ここで開発した手法を用いて推定し
た残留応力分布，およびその妥当性評価について紹介する。

1 . 固有ひずみ法による残留応力の推定原理

1. 1　固有ひずみの定義
　固有ひずみとは，構造物あるいは部材内の残留応力の
発生源となるひずみであり，熱的または機械的な外力に
よって，材料の内部に生じた永久ひずみ（非弾性ひずみ）
に起因して生じる。ここで対象とするクランク軸に限れ
ば，固有ひずみは冷間ロール加工によって生じた材料内
部の塑性ひずみによって生じることになる。固有ひずみ
と残留応力は一意的に対応しているため，固有ひずみが
求まれば，弾性計算で残留応力を求めることができる。
固有ひずみの主成分は塑性ひずみなどの永久ひずみであ
るため，評価対象の物体を切断しても，切断加工により
新たな塑性ひずみが導入されない限り，固有ひずみの分
布や大きさは保たれる。固有ひずみ法は，この特性を利
用した残留応力の推定方法であり，適切に切断した物体
の弾性ひずみ，あるいは残留応力の測定値から逆解析し
て固有ひずみを求め，元形状における物体内に発生して
いる残留応力を推定する方法である。
　固有ひずみをε0とすると，固有ひずみによって発生す
る残留応力σは，次式で表される。
　　σ＝D（ε－ε0）………………………………………（ 1 ）
ここで，Dは弾性係数マトリックス，εは全ひずみマト
リックスである。上式により，残留応力が求められるの
で，固有ひずみを精度よく推定することが製品の設計や
強度評価おいて極めて重要となる。

固有ひずみ法を用いたクランク軸の残留応力推定技術
Prediction of Residual Stress in Crankshafts Using Inherent Strain Method

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（論文）

Introducing compressive residual stress into crankshafts by cold rolling enables them to achieve high 
fatigue strength. When designing the fatigue strength of a crankshaft, it is important to grasp the 
residual stress distribution, not only on the surface, but also inside of the crankshaft. Thus, an inherent 
strain method has been developed to estimate the residual stress distribution of overall shaft systems, 
including inside the shafts, from limited amounts of actual data concerning stresses and strains. An 
estimate calculation using the developed method yielded values that match well with the actually 
measured values, verifying its usefulness.
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1. 2　固有ひずみの推定方法
　固有ひずみ法による残留応力推定方法は先行文献 3 ）～ 7 ）

と基本的には同じであるため，詳細についてはここでは
割愛し，大まかな手順について図 1 のフローチャートを
用いて説明する。
　Step1：	塑性加工や溶接施工などにより残留応力が導

入された構造物を切断し，各切断片に対して
複数点の残留応力を測定する。ここでは，切
断片の残留応力測定にはX線法を用いた。ま
た，切断片は構造物の形状に合わせて適切な
形状で採取する必要があり，対象とするクラ
ンク軸のフィレット部に対する切断片の採取
方法や従来法との違いについては，2.2節で述
べる。 

　Step2：	固有ひずみの分布形状を仮定する。例えば，
固有ひずみをε0＝ax2＋bx＋cというx座標の
2 次関数と仮定すると，3 個の係数a，b，cが
決まれば全領域の固有ひずみが求まる。a，b，
cを分布関数パラメータと呼ぶ。

　Step3：	Step2で仮定した固有ひずみから式（ 1 ）によ
って求めた残留応力（計算残留応力σc）と，
Step1で求めた測定残留応力σmの差が最小に
なるように分布関数パラメータを決定する。
これにより，測定残留応力に最も合う固有ひ
ずみ分布が決まる。

　Step4：	分布関数パラメータを用いて，任意点の残留
応力を計算（推定）できる。式（ 1 ）のε0を
材料に内在する初期ひずみと考えれば，通常
の線形弾性体に対する有限要素法を用いて，
構造物全体の釣り合い式を解くことで，残留
応力σcを求めることができる。

1. 3　測定ひずみから固有ひずみを求める方法
　N個の測定残留応力をσmと表す。これに対応して，
固有ひずみから求めたN個の計算残留応力をσcとし，
測定ひずみとの残差Rを次式で定義する。
　　R＝（σm－σc）T（σm－σc）……………………………（ 2 ）
また，任意点の固有ひずみをM個の分布関数パラメータ  
aによって，つぎの線形関係で表す。

　　ε0＝Ma………………………………………………（ 3 ）
ここに，Mは座標の関数で，座標に関して非線形であっ
ても構わない。式（ 3 ）によって固有ひずみが決まれば，
計測残留応力は式（ 1 ）で求められるため，つぎのよう
な線形の関係式が成り立つ。
　　σc＝Ha………………………………………………（ 4 ）
ここに，Hは係数マトリックスで，その成分はaの各成
分に単位値を与えて残留応力を求めることにより得られ
る。
　式（ 2 ）に式（ 4 ）を代入し，Rが最小になるように
aを決定することにより，測定残留応力，および測定点
における計算残留応力の誤差が最小になるような固有ひ
ずみ分布が決定できる。

2 . フィレット形状を対象とした推定方法

2. 1　試験体および座標系
　最終的な解析対象のクランク軸の寸法形状を元に，図
2 に示すフィレット付きの丸棒形状を製作し，クランク
軸と同一条件の冷間ロール加工をフィレット部の全周に
実施した。座標系としては，図 3 に示すようなフィレッ
ト半径中心（r0, z0）を基準とする局所円筒座標系を定義
した。例えば，図 3 におけるフィレット角βの場合に対
しては，r’をフィレット半径方向，z’をフィレットに沿

図 1  固有ひずみ法における残留応力の計算フロー
Fig. 1  Calculation flow of residual stress in inherent strain method

図 3  フィレットにおける局所座標系の定義
Fig. 3  Definition of a local coordinate system for filet

図 2  フィレット付き丸棒試験体の形状
Fig. 2  Shape of round bar sample with filets
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う周（接線）方向，紙面垂直方向θを軸周方向と定義す
る。
2. 2 サンプル切断および測定手順
　固有ひずみ法におけるサンプル切断は，一般的には，
平板形状を対象として直交座標系の各軸方向成分に沿っ
て切断するT－L法 8 ）が使われている。しかし，冷間ロ
ール加工によりフィレット部に生じる残留応力はフィレ
ット表面に沿った方向に分布するため，従来のT－L法
におけるL片では急峻な応力分布を捉えきれない。そこ
で，L片に代えて，フィレット半径中心を基準にフラン
ジ部を円錐形状に切断し，この切断片から図 3 に示す円
筒座標系の半径方向と周方向の測定値を計測する方法を
考案した（図 4 ）。円錐（Conical）にちなんで，T－C
法 9 ）と呼ぶ。T片からはフィレット半径方向と軸周方向
の残留応力を計測する。軸対称体のためT片は 1 体あれ
ばよいが，C片はフィレット角に応じて各々採取する必
要がある。具体的には，塑性ひずみが導入されている領
域よりも広いと考えられるフィレット角20°から110°，
かつフィレット深さ40mmの範囲を10°ピッチで測定し
た。実際の工程では，フランジ部を切断し，まずフィレ
ット角110°のC片から測定する。つぎに，フィレット角
10°分を切断し，フィレット角100°のC片で測定する，
という要領によって切断と測定の繰り返しをフィレット
角20°まで行った。総数で264箇所を計測し，今回の計算
には対応する全てのデータを使用した。
2. 3　固有ひずみ分布関数
　固有ひずみは冷間ロール加工により発生する塑性ひず
みに起因しているため，ロールと接触する周囲の領域に
のみ発生し，その領域外では固有ひずみは存在しない。
したがって，この領域の境界では 0 になる固有ひずみの
分布関数を定義する必要がある。ここでは，その条件を
満たす式（ 5 ）の三角級数を用いて，各ひずみ成分につ
いて独立に定義した。

　　　　　　　　　　　　　　　　………………………（ 5 ）

ここで，m， nはξ，ωのそれぞれの方向成分に対応する

関数の次数である。また，ξ，ωはそれぞれフィレット
半径方向とフィレット周方向の固有ひずみ領域を表して
おり，図 5 に示す領域パラメータを用いて，次式で定義
される無次元化座標である。

　　　　　　　　　　　　　………………………………（ 6 ）

2. 4　クランク軸での推定方法
　ここで，クランク軸に対する残留応力あるいは変形の
予測方法の考え方について触れておく。クランク軸に対
する冷間ロール加工において，ピンフィレットとジャー
ナルフィレットの加工領域は，図 6 に示すようにそれぞ
れの軸周りに180°，360°である。導入される塑性ひずみ
は，ロールとワークとの局所的な接触・荷重条件によっ
て決定されるため，フィレット形状やロール加工条件が
同じであれば，加工領域内において同等と考えられる。
したがって， 2 次元軸対称を対象とした計算プログラム
および試験体を用いて固有ひずみを同定し，その固有ひ
ずみを 3 次元形状であるクランク軸の各加工領域に割り
当てるという手順により，加工後の残留応力および変形
を予測することが可能となる。つまり，図 1 のフローチ
ャートのStep1～ 3 までは 2 次元軸対称問題として固有
ひずみを同定しておいて，Step4でその固有ひずみをク
ランク軸形状に割り当てて弾性計算を行うという手順と
なる。
　本手法の最終目的は， 3 次元形状であるクランク軸へ
の拡張であり，その場合の予測方法の精度や妥当性の検
証が今後の課題の一つである。

ε＝ Aij（1－ξ）i sin（jπω）Σ
m

i＝1
Σ
n

j＝1

ξ＝ ，ω＝R－R1
ΔR

α－α0
Δα

図 4  各サンプルの切断および測定の手順
Fig. 4  Procedure of cutting and measuring for each sample

図 6  各フィレットの冷間ロール加工範囲
Fig. 6  Cold rolled regions of each filet

図 5  固有ひずみの領域パラメータ
Fig. 5  Region parameters of inherent strain
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3 . 軸対称試験体に対する測定結果および考察

　 2 章で述べた推定手法を用いて，軸対称体に対して得
られた残留応力分布を図 7 に示す。固有ひずみ法による
残留応力の推定精度において，図 5 で示した領域パラメ
ータの設定が非常に重要となる。本手法では，複数の領
域パラメータの組合せを最初に定義し，その中で推定誤
差を表す式 （ 2 ）が最小となる組合せを自動抽出する機
能を追加している。ここでは，一例として，分布関数の
次数m， nをそれぞれ 4 とし，表 1 に示す領域パラメー
タを設定した場合の結果を示す。あわせて，図 8 にフィ

レット角度40°ラインにおける内部残留応力の推定値と
実測値との比較を示す。なお，検証用の実測は，所定の
深さまで穿孔した穴底にひずみゲージを貼り，切断法に
よって行った。
　図 7 より，フィレット周方向応力，軸周方向応力とも
に表面に圧縮の残留応力となり，少し内部にバランスす
るように引張の残留応力が発生していることが分かる。
フィレット周方向応力の方が，軸周方向応力に比べてフ
ィレット周方向に沿ってより広い領域に残留応力が分布
しており，内部の引張残留応力の値もより大きくなって
いる。この深さ方向の残留応力分布の傾向は図 8 の実測
値ともよく一致しており，内部残留応力を精度よく推定
できていることが分かる。

むすび＝表面硬化処理である冷間ロール加工後の内部残
留応力分布の推定を目的に，クランク軸に特有なフィレ
ット部に適した固有ひずみ法を開発した。実機サイズの
軸対称サンプルの切断片データを用いた推定計算を行
い，切断法により実測した内部残留応力分布（フィレッ
ト角40°ライン）と比較した結果，フィレット周方向と
軸周方向ともによく一致していることを確認した。今回
の検討により，冷間ロール加工によるフィレット内部の
残留応力分布の推定手法としての固有ひずみ法の有効性
を示すことができたと考えている。
　今後は，本文中にも記した 3 次元形状であるクランク
軸への適用を検討する。さらに，本手法では切断片への
加工および測定が不可欠のため，多くの時間や労力を費
やすことも課題であり，推定手法（とくに切断片データ
の取り扱い）の簡略化，および測定点の位置や点数の適
正化（最小化）にも取り組む予定である。
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Fig. 8 	Comparison of residual stress between calculated and 

measured on the filet angle of 40 degree

図 7  固有ひずみ法により推定したフィレット内部の残留応力分布
Fig. 7 	Residual stress distribution in the filet calculated by inherent 

strain method

表 1  固有ひずみの領域パラメータ
Table 1  Values of region parameters of inherent strain
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まえがき＝当社は，図 1 に示すような船舶や陸用発電機
に使用するエンジンの一体型クランク軸を製造してい
る。近年，これらのエンジンは高出力化，コンパクト化
の傾向にあり，クランク軸のピンおよびジャーナルとウ
ェブの接合部であるフィレット部にとりわけ大きな繰り
返し応力が集中する。そのため，クランク軸における介
在物などの内部欠陥品質に対しては，従来船級ルールで
規定された品質よりもさらに厳しい品質が要求されてい
る。
　従来行われてきた超音波垂直探傷 1 ）（以下，UTとい
う）では，小曲率半径を持つフィレット部の表面から検
査した場合，欠陥からの超音波エコーは超音波ビームの
中央部のごく狭い範囲でしか検出できない。
　したがって，有効な超音波をフィレット部全体に漏れ
なく入射し，欠陥からのエコーを検出するためには，走
査ピッチを非常に細かくして，高感度かつ入念な探傷を
実施する必要がある。このため，手動での探傷では長時
間を要するとともに非常に高度なスキルを要する。ま

た，手動で走査ピッチを維持する困難性から，検査品質
面での信頼性に多少なりとも不安があることは否定でき
ない。
　これらの問題を解決し，生産工程のリードタイムを増
加させることなく，信頼性の高い検査を実施することを
目的にして，独自のフェイズドアレイ法と走査機構を備
えた自動UT装置を開発した。

1 . 自動超音波探傷（UT）装置の概要

　一体型クランク軸の超音波探傷は，最終熱処理が行わ
れた後，その全域が探傷できるように，探傷面を全て機
械加工し，かつ完成形状から少なくとも 3 mm以上の余
剰肉厚を持った形状（以下，UT形状という）で実施さ
れる。これは，UTが表面近傍で不感帯を持つ特性に起
因する非検査領域を作らないための対策である。なかで
も，応力集中箇所であるフィレット部の完成形状は製品
型式により様々であるが，UT形状のフィレット部は一
律にR12mmの90°範囲に統一し，様々な型式のクランク
軸へのUT装置の適用を容易にしている。その結果，重
要探傷箇所であるフィレット部では表面から余肉 5 mm
以上を確保している。最終形状ではないUT形状といえ
ども機械加工の表面粗度は十分に滑らかに仕上げられて
おり，超音波入射効率の向上と表面不感帯低減に寄与し
ている。
　本装置では，ピン，ジャーナルおよびウェブの各表面
から垂直UT法および斜角UT法で検査を実施し，さらに
フィレット部からフェイズドアレイ法で検査を実施する
ことによって，ほぼ全域の探傷を実現している。表 1 は
本装置の主要仕様を示し，図 2 は被検査材であるクラン
ク軸の部位ごとに適用される探触子位置と方向を示す。
　本装置の検出能は，探傷面から深さ50mmまでが平底

一体型クランク軸用自動超音波探傷装置
Ultrasonic Test Apparatus for Integral-type Crankshafts

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（論文）

An automatic ultrasonic-testing apparatus has been developed for integral-type crankshafts used in 
four-stroke engines for marine and power-plant industries. The apparatus adopts a unique phased-array 
technique applicable to fillets and comprises a scanning mechanism that enables its probe to rotatably 
follow the surfaces of eccentric shafts, while maintaining stable scanning pitch and coupling. The defect 
detectability has turned out to be φ0.5mm flat-bottom hole (FBH) at depths down to 50mm.
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図 1  一体型クランク軸（ 9 気筒の例）
Fig. 1  Integral type crankshaft (example of 9 cylinders)
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穴（flat bottom hole，以下FBHという）φ0.5mm，そ
の他はFBHφ1mm以上であり，深さにより異なる。原
子力用鍛鋼品の検査基準がFBHφ6mm 2 ），一般鍛鋼品
がFBHφ4mm 3 ）であることを考えると，常に疲労破壊
の危険にさらされているクランク軸の品質要求の厳しさ
が理解できる。
　本装置を用いて一体型クランク軸を検査している状況
を図 3 に示す。
　ローラ付きの受台は，クランク軸長手方向に移動で
き，かつローラ部の高さが変更できる。したがって，ジ
ャーナルの数および寸法が異なるクランク軸に対して
も，ジャーナル部を受けて一体型クランク軸芯を回転装
置軸芯に一致させることができる。
　回転装置は，クランク軸端をチャッキングし，ジャー
ナル軸芯を中心として回転させる。回転角や回転速度は
制御ユニットで制御される。
　走査ヘッドは複数の探触子を搭載し，探触子を移動さ
せる機構，検査対象面に倣いながら探触子を適正な圧力
で押し付ける機構，および接触媒質を自動供給する機構
を有する。これらの探触子群は，ピン，ジャーナル，フ
ィレット部およびウェブ内外の全表面を走査する。検査
中は，接触媒質は常に自動で探触子表面に供給され，使
用した接触媒質はプールに回収され循環・再利用される。
探触子は，接触媒質を介して検査対象に超音波パルスを
送信し，欠陥からのエコーを受信する。欠陥からのエコ
ーは，時間波形として探触子の位置情報とともに制御ユ
ニットに送信される。

　制御ユニットに送信された欠陥エコーはエコー高さで
分類され，検査対象の表面展開マップ上の該当する探触
子位置に色分け表示される。

2 . 独自のフェイズドアレイ法

　検査品質上重要な応力集中箇所であるフィレット部
（R12mm）の探傷においては従来，当該フィレット部に
対応する凸型R12mmウェッジを装着した探触子を機械
的に走査していた。しかしながらこの方法では，小ピッ
チでの走査，深さ別の複数回の探傷が必要で非常に長時
間を要する。
　本装置では，フィレット部にフェイズドアレイ法を適
用した。フェイズドアレイ法では，複数の超音波振動子
をアレイ状に配置し，各素子のパルス送信時間を制御す
ることで様々なUTパルスを発生させることが可能とな
る。たとえば，超音波ビームに角度を持たせることや，
超音波ビームの集束深さを変化させることができる。
　フェイズドアレイ法を適用することにより，機械的に
探触子を細かいピッチで走査すること，あるいは複数の
探触子を用いる必要がない。すなわち，図 4 に示すよう
に 1 プローブでの電子的な走査により複数のフォーカス
ポイント（ZoneⅠ～Ⅲ）で，かつ扇型で示した幅広い
角度範囲の超音波ビームでの検査が可能となった。プロ
ーブの設計にあたっては，一般的なフェイズドアレイの
周波数上限である10MHzを選択し，R12フィレットに適
合すべく0.5mmピッチで128個の振動子を配置している。

図 2  クランク軸の検査対象部位と検査する探触子群
Fig. 2  Target parts of crankshaft for detection and UT probes

表 1  一体型クランク軸自動UT装置の概略仕様
Table 1  Specifications of UT equipment for integral type crankshaft

図 3  一体型クランク軸自動UT装置外観
Fig. 3  Appearance of UT instruments for integral type crankshaft

図 4  R12フィレットに適用するPAプローブのフォーカス模式図
Fig. 4  Focus pattern diagram of PA probe for R12 fillet
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　フェイズドアレイプローブをフィレット部に適用する
にあたっては，深さゾーンごとの励起素子数，ディレイ
設定，感度設定，接触媒質の供給方法などの条件を最適
化し，R12の探傷面から90°の角度範囲で深さ50mmまで
のFBHφ0.5mmを確実に検出できる探傷法を独自開発
した。図 5 に示すのは，FBHφ0.5mmの人工欠陥を設
けたテストピースを探傷した結果である。矢印で示した
ように，表層下 5 ～50mmのゲート範囲内で十分なS/N
でFBHφ0.5mmを検出できている。

3 . 独自の走査機構

　偏心部を持ったクランク軸特有の複雑形状に対して安
定した探傷を実現できる独自の走査機構を開発した。
　図 6 に示すように本装置の走査機構は，フリーに動く
走査ヘッドをピンまたはジャーナルに設置し，回転装置
でクランク軸を回転させると，走査ヘッドがクランク軸
に追従して回転しながら検査する。走査ヘッドは，偏芯
したピンにも追従して検査できるように設計されている。
　走査ヘッドは，ウェブ用，ピンおよびジャーナル用，

およびフィレット用の 3 つのスキャナで構成されている
（図 7 ）。各スキャナは，クランク軸が回転して偏心した
ピンがどの角度に位置しても，クランク軸の半径方向ま
たは軸方向に探触子を走査できる機構を有している。ピ
ン／ジャーナル部の探触子走査機構には抑え圧自動制御
を付加した首振り走査方式 4 ）, 5 ）を採用し，幅広い機種
への対応を可能にした。
　本装置では複数の探触子による同時探傷を実現してお
り，ウェブとピンまたはジャーナルを同時に走査でき
る。 
　各探触子ごとにビームの半値幅を測定し，走査ピッチ
を，その半値幅未満に設定する。これにより評価レベル
を基準エコーレベルの半分とすることで，欠陥エコーの
見逃しがなくなる。

4 . 探傷結果例

　本装置を用い，介在物を内在させた試験体を対象に探
傷を行った結果の一例を図 8 に示す。探傷結果は，クラ
ンク軸表面を展開したマップ上に，探触子ごとにエコー
高さで色分類されプロットされている。
　中央部②にはウェブ表面マップがあり，画面左側の長

図 7  走査ヘッド外観
Fig. 7  Appearance of scanning head

図 5  PAプローブによるフィレット部0.5mm平底穴検出結果
Fig. 5  Detection results of φ0.5mm flat bottom holes using PA probe

図 6  ピン追従型走査機構の模式図
Fig. 6  Mechanism of pin-following type scanning

図 8  検査結果の例
Fig. 8  Example of detection results
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方形①は，ピンの表面を展開したマップである。ピンま
たはジャーナルを示す円形（③，④）のマップ上にはフ
ィレット部の探傷結果がプロットされる。
　それぞれのマップ上にプロットされた点にはそれぞれ
の点で観測されたエコー波形も記録されており，プロッ
ト部をクリックすることで画面中央部にUTエコーの時
間波形が表示され（⑤），検査員による分析が可能であ
る。
　検出されたインディケーション注）は一覧表としてリ
スト表示される。近接したインディケーションをまとめ
てグループ化し，欠陥サイズを評価項目として表示する
ことも可能である。信号処理部においては，外来電気ノ
イズによる誤検出を低減すべく，送信超音波パルスに同
期したエコー信号かどうかを判定するアルゴリズム 4 ）

を搭載し，信頼性の高い検査としている。

5 . 従来法との比較 6 ）, 7 ）

　当社検査員が従来の手動探傷法で本装置と同レベルの
検査を実施する場合，常に 2 mm以下の細かなピッチで
走査しなければならなかった。とくに，探傷が難しいフ
ィレット部からの垂直探傷では，完全に検査するために
は，深さごとに超音波の焦点を変えたミニチュア探触子
を複数使用して， 1 mm以下の走査ピッチで検査してい
た。たとえば，図 1 に示した一般的な 9 気筒の一体型ク
ランク軸を上記条件で検査すると，走査速度や探傷ピッ
チ，探傷面積から概算される検査時間は約10労働日を必
要とする。さらに，このような検査は非常に訓練された

検査員でしか実施できない。
　一方，本装置で検査する場合には 2 労働日で実施でき
る。さらに，手探傷と比較しても検査員に対してそれほ
ど高いスキルや訓練を必要としない特長を持つ。

むすび＝一体型クランク軸用自動超音波探傷装置を開発
して，以下のことを実現した。
　・独自のフェイズドアレイ法により，探傷面がR12の

フィレット表面から深さ50mmまでの平底穴φ
0.5mmの欠陥を電子走査によって角度90°の範囲で
検出可能にした。

　・独自の走査機構により，偏心回転するクランク軸に
対しても安定した自動走査を可能にした。

　・垂直法，斜角法およびフェイズドアレイ法を採用
し，一体型クランク軸のほぼ全体積の自動検査を可
能にした。

　これらの実現により，従来法では10労働日が必要な検
査を 2 労働日に短縮するとともに，検査員に要求するス
キルを低減させることができた。
　
参　考　文　献
1 ）	 日本非破壊検査協会. 超音波探傷試験Ⅰ～Ⅲ. 1989.
2 ）	 ASME SA508 Class2 S2. 2007.
3 ）	 JIS G 0587. 2007.
4 ）	 岡本　陽ほか. R&D神戸製鋼技報. 2005, Vol.55, No.3, p.16.
5 ）	 和佐泰宏ほか. R&D神戸製鋼技報. 2007, Vol.57, No.3, p.35.
6 ）	 H. Hamano. IFM2014. 2014, p.520
7 ）	 濱野博文ほか. 鋳鋼と鍛鋼. 2014, No.541, p.68.

脚注） 非破壊試験で検出した不連続部または不規則部から得られ
た信号などの情報。
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まえがき＝近年，船舶および陸上発電用の 4 サイクルデ
ィーゼルエンジンの高出力化，コンパクト化が望まれて
いる1 ）～ 4 ）。これに伴い，4 サイクルディーゼルエンジン
に搭載される一体型クランク軸の高強度化が求められて
おり，現在では，引張強さ900～1,100MPaの低合金鋼が
主流の材料となっている。
　また当社では，材料の高強度化に加えて高疲労強度化
技術の開発にも注力している。一体型クランク軸を含む
大型鍛鋼品中には，不可避的に介在物が含まれる。こう
した介在物は疲労き裂の起点となり，その大きさに応じ
て疲労強度を低下させることが知られている5 ）。そこ
で，鍛鋼品中の介在物の量と大きさを減少させることに
よって疲労強度を改善した高清浄度鋼を開発し6 ）～ 8 ），
一体型クランク軸への適用を開始している。
　一方，4 サイクルディーゼルエンジンの機器寿命を全
うするまでの間，一体型クランク軸には10 9 回にも達す
る繰り返し応力が負荷される。応力負荷繰り返し数が
10 9 回までの疲労は超高サイクル疲労と呼ばれ，現在も
多数の研究が行われている9 ）。一体型クランク軸用材料
についても，超高サイクル域まで含めた疲労特性の把握
が必要と考えられるが，そういった研究事例は少な
い10），11）。そこで，超高サイクル域における疲労破壊の
有無，および疲労限度に及ぼす介在物サイズの影響の把
握を目的に，一体型クランク軸用低合金鋼を対象とする
疲労試験を行ない，疲労寿命および疲労限度と介在物サ
イズの関係について検討を行った。

1 . 超高サイクル域での疲労破壊の特徴

　従来，鉄鋼材料の疲労破壊は，応力負荷繰り返し数
10 7 回までに現れる疲労限度（以下，疲労限度という）
以下の応力では生じないと考えられてきた。しかし，と
くに高強度の鉄鋼材料において10 7 ～10 9 回の繰り返し
数で疲労限度よりも低い応力で疲労破壊が生じる現象，
すなわち超高サイクル疲労の存在が近年の研究によって
明らかにされている。
　通常の疲労破壊は，金属表面もしくは表面に存在する
介在物を起点に生じるが，超高サイクル疲労破壊におけ
るき裂の起点は，一般的に内部に存在する介在物とされ
ている9 ）。こういった内部介在物を起点とした超高サイ
クル疲労破壊は，軸受鋼12）やばね鋼13），工具鋼14）など
の引張強さ1,200MPa以上の高強度鋼で起こりやすいと
されているが15），引張強さ900～1,100MPa程度の一体型
クランク軸用低合金鋼では超高サイクル疲労破壊が起こ
るかどうか明らかにされていない。

2 . 調査・試験方法

2. 1　供試材
　供試材は，重量12～65トンの鋼塊から作製した。鋼種は
当社開発鋼40CrMo8に加えて34CrNiMo6，36CrNiMo4，
および42CrMo4（DIN規格鋼）を用いた。これらの鋼の
成分の狙い値とS，O量の範囲を表 1 に記す。40CrMo8
については，S，O量やスラグ組成などを調整すること
で 介 在 物 を 種 々 の 大 き さ に 制 御 し， 高 清 浄 度 鋼

一体型クランク軸用低合金鋼の超高サイクル疲労域まで
含めた疲労特性に及ぼす介在物サイズの影響
Effect of Inclusion Size on Fatigue Properties in Very High Cycle Region 
of Low Alloy Steel Used for Solid-type Crankshaft

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（論文）

A study was conducted to grasp the fatigue properties, including the properties in a very high-
cycle fatigue region, of a low-alloy steel used for the solid-type crankshaft of a 4-cycle diesel engine. 
Fatigue tests were conducted on specimens, some of which were taken from a solid-type crankshaft 
and others taken from a round forged bar. The relation between the inclusion size at crack initiation 
sites and the fatigue property was studied on the basis of fracture mechanics. The study developed a 
relation equation between the fatigue life and inclusion size, as well as a relation equation between the 
threshold stress intensity range and inclusion size, for fracture initiated from the surface and internal 
inclusions. These equations show that decreasing inclusion size improves not only the fatigue strength 
working against surface fracture but also that attributable to internal fracture.
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（S<20ppm，O<15ppm）および従来鋼を作製した。
　これらの鋼塊を用い，鍛錬比 3 S以上の熱間鍛造により
φ450～620mmの丸棒形状に成形した。また，40CrMo8
製の重量約65トンの高清浄度鋼および従来鋼の鋼塊を，
熱間鍛造により主軸径480mmの一体型クランク軸に成
形した。
　成形した素材に焼入れ・焼戻しを施し，丸棒材を引張
強さ800～1,100MPaの範囲，クランク軸材を引張強さ
1,000MPa級（950～1,050MPaの範囲）に調質した。
　試験片は図 1 に示すとおり，クランク軸の場合は実働
中に最も負荷がかかるピンフィレット部から採取し，丸
棒の場合は，表面からの深さと試験片長手方向に対する
鍛流線の方向が，クランク軸ピンフィレット部から採取
した試験片と同等になるように採取した。
2. 2　疲労試験
2. 2. 1　高サイクル疲労試験
　高清浄度鋼と従来鋼の10 7 回までの疲労限度の比較を
目的に，小野式回転曲げ疲労試験を実施した。また，ク
ランク軸から採取した試験片については，軸力疲労試験
を行った。
　小野式回転曲げ疲労試験は，丸棒材から採取した平行
部φ10×30mmの平滑試験片を用いて，試験周波数
60Hzで行った。試験方法は階差法とし，試験片ごとの
疲労限度σwを求めた。具体的には，ある応力振幅σaで
疲 労 試 験 を 実 施 し，3 ×10 6 回 未 破 断 の 場 合，σaを
20MPaずつ増加させて破断するまで試験を繰り返し，
破断した応力から20MPaを引いたσaをσwとした。この
方法を用いることで，σwと介在物寸法の関係を直接検
討することができる。
　軸力疲労試験は，平行部φ10×30mmの平滑試験片を
用いて，応力比－ 1 で行った。試験周波数は30～45Hz
とし，試験打ち切り繰り返し数は10 7 回とした。

2. 2. 2　超高サイクル疲労試験
　高清浄度鋼と従来鋼の超高サイクル域までの疲労特性
の比較を目的に，片持ち式回転曲げ疲労試験16）を行っ
た。試験片は，軸力疲労試験片と同様にクランク軸材か
ら採取し，最小断面部φ4mm砂時計型形状とした。試
験周波数は52.5Hzとし，試験打ち切り繰り返し数は10 9

回とした。なお，上述の疲労試験は，すべて常温大気中
で行った。
2. 3　破面観察および介在物サイズの測定
　破断した疲労試験片の破面をSEMによって観察した。
疲労き裂の起点が介在物の場合は，その形状を外接する
楕円で近似し，楕円の面積の平方根を介在物サイズの代
表値 とした。 は，疲労強度に対する介在物
サイズの影響を評価するパラメータとして有効であるこ
とが知られている 5 ）。

3 . 試験結果

3. 1　高サイクル疲労試験の結果
　小野式回転曲げ疲労試験によって得られた40CrMo8
高清浄度鋼と，40CrMo8および他の 3 鋼種を含む従来
鋼の疲労限度σwを，800～1,100MPaの強度範囲で比較
した結果を図 2 に示す。高清浄度鋼および従来鋼ともに
ばらつきはあるものの，引張強さが増加すると疲労限度
も増加する傾向が認められた。また，ばらつきの上限は
高清浄度鋼と従来鋼で同程度であるが，ばらつきの下限
は高清浄度鋼の方が高かった。すなわち，高清浄度鋼の
σwは従来鋼に比べて安定して高いといえる。
　つぎに，40CrMo8の高清浄度鋼および従来鋼の軸力
疲労試験結果を図 3 に示す。なお，軸力疲労試験では，

表 1  供試材の化学成分
Table 1  Target of chemical compositions of test steels

図 1  試験片の採取方法
Fig. 1  Preparation of specimens

図 3  40CrMo8の軸力疲労試験の結果
Fig. 3  Results of axial load fatigue tests of 40CrMo8

図 2  小野式回転曲げ疲労試験の結果
Fig. 2  Results of rotating bending fatigue tests
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小野式回転曲げ疲労試験の結果から疲労限度付近と思わ
れる応力振幅を重点的に実施した。軸力疲労試験では，
疲労き裂の起点が表面介在物と内部介在物の 2 種類の破
壊形態が確認された。表面介在物を起点とした疲労破壊
は，主に10 6 回未満で発生した。一方，内部介在物を起
点とした疲労破壊は，すべて10 6 回以上で生じた。破断
した応力振幅の最小値は，表面介在物起点型破壊におい
て高清浄度鋼および従来鋼でそれぞれ545MPaおよび
380MPa，内部介在物起点型破壊においてはそれぞれ
470MPaおよび410MPaで，いずれの破壊形態において
も従来鋼よりも高清浄度鋼の方が高かった。
3. 2　超高サイクル疲労試験の結果
　40CrMo8の高清浄度鋼および従来鋼の片持ち式回転
曲げ疲労試験結果を図 4 に示す。σwは，高清浄度鋼お
よび従来鋼でそれぞれ582.5MPa，525MPaであり，高
清浄度鋼の方が約11％高かった。疲労き裂の起点は，高
清浄度鋼で全て金属表面，従来鋼で全て表面介在物であ
った。軸力疲労試験に見られたような内部介在物起点型
破壊は生じず，10 6 ～ 9 回の繰り返し数域での疲労破壊も
生じなかった。
3. 3　破面観察の結果
　破面観察結果の一例として，SEMにより撮影した反
射電子像を図 5 に示す。前述のとおり，金属表面（図 5

（a）），表面介在物（図 5（b）），および内部介在物（図
5（c）および（c）中の介在物を拡大した（d））の 3 種
類の疲労き裂の起点が確認された。介在物の大きさ

は，高清浄度鋼および従来鋼でそれぞれ20～60μ
m，20～150μm程度であった。

4 . 考察

4. 1　破壊形態に応じたS-N関係
　図 6 に，片持ち式回転曲げ疲労試験と軸力疲労試験の
結果を合わせて示す。図 6 では，高清浄度鋼と従来鋼を
識別せず，試験方法と破壊形態に応じてデータ点の表示
方法を変えた。図 6 から，金属表面（Surface），表面介
在物（Surface inclusion）および内部介在物（Internal 
inclusion）の疲労き裂起点位置に応じたS-N関係が成り
立っているように見受けられた。疲労寿命は，疲労き裂
の起点が表面介在物の場合が最も短く，次に金属表面の
場合が短く，内部介在物の場合が最も長かった。最小破
断応力は，内部介在物起点型破壊よりも表面介在物起点
型破壊の方が低かった。しかし，軸力疲労試験では10 7

回を打ち切り回数としたため，10 7 回以上の繰り返し数
域で表面介在物起点型破壊の最小破断応力よりも低い応
力振幅下で内部介在物起点型破壊が生じる可能性を否定
できない。また，片持ち式回転曲げ疲労試験では，内部
介在物を起点とした長寿命域（10 6 ～ 9 回）の疲労破壊は
生じていないが，軸力疲労試験に比べて試験片サイズが
小さいため，内部に介在物が含まれにくく，その結果内
部介在物起点型破壊が現れなかった可能性もある。すな
わち，10 7 回以降の繰り返し数域における内部介在物起
点型破壊の発生有無，およびそのS-N関係は依然不明の
ままである。そこで，10 7 回以降の繰り返し数域におけ
る内部介在物起点型破壊の挙動を予測するため，以下の
検討を行った。
4. 2　疲労寿命と介在物サイズの関係
　介在物をき裂とみなしたときの初期応力拡大係数範囲
⊿Kは， と応力振幅σaを用いて式（ 1 ）で表され
る 5 ）。
　　⊿K＝Mσa（π ）1 / 2 ……………………………（ 1 ）
ここで，Mは応力拡大係数の補正係数で，疲労き裂の起
点が表面介在物の場合0.65，内部介在物の場合0.50であ
ることが知られている 5 ）。また，式（ 1 ）によって求め

図 5  疲労き裂起点の観察例
Fig. 5  Examples of fatigue crack initiation sites

図 4  40CrMo8の片持ち式回転曲げ疲労試験結果
Fig. 4  Results of cantilever rotating bending fatigue test of 40CrMo8

図 6  40CrMo8の軸力及び片持ち式回転曲げ疲労試験結果
Fig. 6 	Results of axial load and cantilever rotating bending fatigue 

tests of 40CrMo8
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られる⊿Kは，疲労寿命Nfを で除したパラメータ
（Nf/ ）との間に式（ 2 ）の両対数直線関係が成り
立つとされている10）。
　　⊿K＝α（Nf/ ）β… ……………………………（ 2 ）
　1,000MPa級40CrMo8の軸力および片持ち式回転曲げ
疲労試験結果とSEM破面観察結果に基づき，⊿Kと

（Nf/ ）の関係について実験点をプロットした結果
を図 7 に示す。図 7 から，式（ 2 ）のαは表面介在物起
点型破壊で25，内部介在物起点型破壊で44，βは表面介
在物起点型破壊で－0.21，内部介在物起点型破壊で
－0.23と推定された。式（ 2 ）と図 7 から求めたαおよ
びβを用いて，任意のσaと を与えることで，表面
および内部起点型破壊におけるNfを予測することがで
きる。
4. 3　疲労限度と介在物サイズの関係
　一般的に，鋼の疲労限度はき裂の発生限界ではなく，
発生したき裂の伝播停止限界と考えられている 5 ）。した
がって，き裂が進展を開始する閾値（いきち）である下
限界応力拡大係数範囲⊿Kthと の関係を明らかに
することにより，介在物サイズが疲労限度に及ぼす影響
も明らかになる。
　図 8 に，1,000MPa級40CrMo8の小野式回転曲げ疲労
試験および軸力疲労試験の結果と，SEM破面観察結果
から式（ 1 ）を用いて算出した⊿Kと の実験値を
プロットした結果を示す。

　階差法で行った小野式回転曲げ疲労試験からは，試験
片ごとのσwと が得られる。これらを式（ 1 ）の
σaと に代入して求めた⊿Kは，疲労き裂が進展を
開始する閾値である⊿Kthとみなすことができる。
　一方，軸力疲労試験で得た破断応力σf と を式

（ 1 ）のσaと に代入して求めた⊿Kは，本来⊿Kth

とみなすことはできない。しかしながら，軸力疲労試験
が疲労限度付近と思われる応力振幅下で行われたこと
と，表面介在物起点型破壊において階差法と軸力疲労試
験のデータ点が良く一致したことから，ここでは上記
⊿Kを⊿Kthとして扱い，内部介在物起点破壊の⊿Kthと

の関係の定式化に用いた。
　図 8 において，表面および内部介在物起点型破壊の双
方で式（ 3 ）に示した村上の式 5 ）に類似した傾向が見
られたため，⊿Kthは（ ）1 / 3 に比例すると仮定して
式（ 4 ）を得た。
　　⊿Kth＝3.3×10－2（HV+120）（ ）1 / 3 … ………（ 3 ） 
　　⊿Kth＝γ（ ）1 / 3 … ……………………………（ 4 ）
　図 8 から，1,000MPa級40CrMo8では，係数γは表面
介在物起点型破壊で1.05，内部介在物起点型破壊で0.84
と推定された。また，式（ 4 ）から，任意の を与
えることで表面および内部介在物起点型破壊における
⊿Kthを予測することができ，ひいては，次節で述べる
とおりσwを推定することも可能である。
4. 4　S-N曲線の予測と介在物サイズの影響の推定
　以上に述べたNfおよび⊿Kと の関係を表す式

（ 1 ），（ 2 ）および，⊿Kthと の関係を表す式（ 4 ）
から，1,000MPa級40CrMo8について，任意の大きさの
介在物を起点とした表面および内部介在物起点型破壊の
S-N曲線を予測する。
　まず，想定される介在物サイズを として，式

（ 1 ）に任意の応力振幅σa, i を与えると，σa, i に応じた
応力拡大係数範囲⊿Kiが算出される。算出された⊿Kiと

を式（ 2 ）に与えると， およびσa, i に応じ
た破断繰り返し数Nf , i が求まる。同様の方法で，ほかの
σa, i についてもNf , i を求めることで，図 9 中の①の曲線
で示した有限寿命域のS-N曲線を予測できる。つぎに，
式（ 4 ）に を与えて求まる下限界応力拡大係数範
囲⊿Kthに相当する応力振幅を式（ 1 ）から求めるとσw

および直線②が得られる。図 9 中の曲線①と直線②の交

図 8  40CrMo8における⊿Kthと の関係
Fig. 8  Relationship between ⊿Kth and  for 40CrMo8

図 7  40CrMo8における⊿Kと（Nf/ ）の関係
Fig. 7  Relationship between ⊿K and (Nf/ ) for 40CrMo8

図 9  S-N曲線の予測方法
Fig. 9  Prediction method of S-N curves
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点よりも下側部分を曲線①から，左側部分を直線②から
除去することで，S-N曲線を予測できる。
　実際にS-N曲線を予測した結果を図10に示す。疲労試
験片の破面上に観察された介在物の大きさが ＝20
～150μm程度であったため，その下限値の20μmおよ
び上限値の150μmの 2 条件で表面および内部介在物起
点型破壊のS-N曲線の予測を行った。
　予測の結果，表面および内部介在物起点型破壊のほぼ
全てのデータ点が，それぞれの破壊形態における
＝20μmと ＝150μmの予測S-N曲線の間に収まっ
た。また，片持ち式回転曲げ疲労試験で10 9 回未破断と
なったσaの最大値（＝575MPa）と， ＝20μmで
予測した内部介在物起点破壊のS-N曲線のσw（水平部）
がおおむね一致した。以上の結果から，本手法により予
測したS-N曲線は妥当なものと考えられる。
　図10の予測S-N曲線から，1,000MPa級40CrMo8の超
高サイクル域まで含めた疲労特性について，以下のこと
が言える。まず，予測した ＝20μmと150μmの
S-N曲線を比較すると，表面および内部介在物起点型破
壊ともに ＝20μmのS-N曲線のほうが ＝150
μmのものよりも長寿命側に位置し，σwも高い。この結
果から，高清浄度化，すなわち介在物サイズの低減によ
り，表面介在物起点型破壊だけでなく，内部介在物起点
型破壊における疲労限度も同様に改善が可能と思われ
る。また，同じ で予測した内部介在物起点型破壊
と表面介在物起点型破壊のS-N曲線を比較すると，表面
介在物起点型破壊のσwよりも内部介在物起点型破壊の
σwのほうが高い。すなわち，表面と内部に同じ大きさ
の介在物が存在する場合，表面介在物起点型破壊のσw

以下の応力では，内部介在物を起点とした疲労破壊は生
じないことが示唆された。さらに，いずれのS-N曲線も，
傾斜部と水平部の交点が10 7 回よりも低サイクル側に位
置していることから，10 7 回以降の繰り返し数域では表
面介在物起点型だけでなく，内部介在物起点型破壊も生
じないことが示唆された。

むすび＝一体型クランク軸に用いられる高清浄度鋼およ
び従来鋼について，超高サイクル域まで含めた疲労特性
を調査した。また，疲労寿命および疲労限度に及ぼす介
在物サイズの影響について検討を行った。得られた結果
を以下に記す。
1 ）最大繰り返し数10 9 回までの片持ち式回転曲げ疲労

試験を実施した結果，高清浄度鋼・従来鋼ともに
10 7 回以上の繰り返し数で疲労破壊は生じなかっ
た。

2 ）当社製一体型クランク軸用低合金鋼の表面および内
部介在物起点型破壊における疲労寿命Nfと介在物
サイズ の関係式，および下限界応力拡大係数
範囲⊿Kthと介在物サイズ の関係式を得た。

3 ） 2 ）の関係式を用いて，介在物サイズ ＝20～
150μmの範囲で表面および内部介在物起点型破壊
それぞれのS-N曲線の予測が可能である。

4 ）介在物サイズの低減によって，表面介在物起点型破
壊だけでなく内部介在物起点型破壊における疲労限
度も同様に改善が可能と思われる。
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図10  40CrMo8のS-N曲線の予測結果
Fig.10  Predicted S-N curves for 40CrMo8
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まえがき＝船舶用エンジンは，近年のCO2排出規制およ
び省エネの観点から，高出力・高効率化が求められるた
め，低回転数，高トルク回転での設計となる傾向があ
る。そのため，エンジンの動力をプロペラ軸に伝える部
材である中間軸には，これまでよりも高いねじり振動応
力が生じることが予想される。高いねじり振動応力に対
応するには中間軸材料の高強度化が必要であるが，国際
船級協会連合（International Association of Classification 
Societies: IACS）より公示された技術決議である統一規
則IACS UR M68 1 ）には，中間軸に適用される低合金鋼
の規格最低引張強度は800MPaを超えてはいけないと定
められている。これは，従来の材料においては，ある一
定以上の高強度になった場合に，引張強度増加分の疲労
強度の増加が一般的には期待できなくなる 2 ）こと，ま
た，引張強度の増加に伴って疲労強度の切欠に対する感
受性が高くなる 3 ）ことなどの理由から，安全性を考慮
して高強度での設計を制限するためと考えられる。これ
らの高引張強度域での疲労強度特性が低下する原因とし
て，鋼中に非金属介在物が存在することであると考えら
れている 4 ）。
　そこで当社は，800MPaを超える引張強度を有する低
合金鋼を用いた中間軸の設計というニーズに応え，引張
強度1,000MPaを有する清浄度の高い低合金鋼用材料を
開発し，そのねじり疲労強度および切欠感受性を調査し
た。本稿では，開発鋼と従来鋼との疲労特性を比較して
報告する。

1 . 高強度中間軸の製造

　図 1 に船舶における中間軸の搭載位置を，図 2 に機

械加工後の中間軸を示す。中間軸はエンジンの動力をプ
ロペラ軸に伝える役割を有する重要な部材である。図
3 ，4 に中間軸の製造工程の概略を示す。製鋼，造塊を

高強度低合金鋼の中間軸への適用
Application of Low Alloy Steel with High Tensile Strength to Intermediate 
Shaft Designs

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

It is stipulated in Requirements Concerning Machinery Installations, Unified Requirement M68 of 
International Association of Classification Society (IACS UR M68) that the minimum specified tensile 
strength of alloy steel for a propulsion shaft shall not exceed 800MPa. This is due to the fact that 
torsional fatigue properties and fatigue notch sensitivity are not known in the high-strength region. 
Meanwhile, demand is increasing for intermediate shafts having a minimum specified tensile strength 
greater than 800MPa to reduce the weight by decreasing the diameter, to prevent damage to shaft 
bearings and to broaden the permissible scope of torsional vibration stresses. Thus we have developed 
a steel having a tensile strength of 1,000MPa, evaluated its torsional fatigue property and verified that 
the torsional fatigue strength has been increased in proportion with the tensile strength, while the 
fatigue notch sensitivity remains the same as that of conventional steel.
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図 3  中間軸製造工程
Fig. 3  Manufacturing process of intermediate shafts

図 2  中間軸の外観（機械加工後）
Fig. 2  Appearance of intermediate shaft after machining

図 1  中間軸搭載位置
Fig. 1  Location of intermediate shaft
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経て鋼塊を製造し，加熱，鍛造を行ってフランジ付き丸
棒形状に成形を行う。続いて熱処理を施し，最後に機械
加工にて所定の寸法に仕上げる。
　今回開発した高強度中間軸用鋼は，表 1 に示すように
合金成分を加えて焼入れ性を向上させて高強度化を図っ
た。一方で，硫化物系および粒状酸化物系介在物の両者
を低減すべく製鋼プロセスの改善を図り，溶鋼中のS量，
O量の低減，溶存酸素により生成した介在物の浮上分離
の促進を行うことで清浄度の高い材料を作製した。
　こうして開発した鋼が，高強度かつ疲労特性にばらつ
きが少なく，高強度中間軸用鋼として適用可能かどうか
の検討を行った。表 2 に高強度中間軸の清浄度測定結果
の一例を示す。開発鋼の清浄度観察視野中に存在する介
在物は硫化物系介在物で長さ127μm以下，粒状酸化物
系介在物で直径φ27μm以下であることがわかる。ま

た，欠陥寸法の （μm）が100μm以下の欠陥は，
引張強度980MPaの低合金鋼のねじり疲労強度に影響を
与えないことが調査されている 5 ）。硫化物系介在物は一
般的に細長い形状に伸展されており，開発鋼の清浄度観
察視野中に存在する介在物は で100μm以下だと考
えられ，ねじり疲労強度を評価するにあたり介在物寸法
が十分に小さいことがわかる。

2 . 中間軸の設計

　IACS UR M68によると中間軸の直径は式（ 1 ），ねじ
り振動許容応力は式（ 2 － 1 ），（ 2 － 2 ），（ 3 ）にて計
算される。ここで，σBは材料の引張強度，Fは軸系部材
の種類による定数，kは形状因子，n0は 1 分間の回転数，
pは伝達力，d1は軸ボアの直径，d0は軸部材の直径，Ck

は式（ 4 ）によって計算される形状に関する係数，CD

は軸の直径によって決まる寸法に関する係数，λは使用
回転数と連続最大回転数との比，scf は応力集中係数で
ある。τcは引張強度，切欠係数，応力に対する安全率を
2 として計算された許容応力であり，設定された連続使
用禁止範囲においてτcを超えるような条件での運転は
速やかに通過することが望まれる。また，τT は機関の始
動，停止に伴う危険回転数通過の際に受ける荷重の生涯
繰り返し数を104.5回とした時間強度を考慮して計算され
た許容応力であり，いかなる場合もτT を超えない条件
で運転しなければならない。高強度化するにあたって
は，耐久限度，有限寿命，切欠感受性の観点において従
来鋼と同等以上の疲労強度が求められるため疲労試験に
より確認を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（ 1 ）
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　…………（ 2 － 1 ）

d＝F・k・ ・ ・
p
n0

1
di
4

do
4

560
σB＋1601－3

σB＋160
18±τc＝ ・CK・CD・（3－2・λ2）

図 4  中間軸製造工程
Fig. 4  Manufacturing process of intermediate shafts

表 2  清浄度測定結果（ISO 4976 method A）
Table 2  Cleanness by ISO 4976 method A

表 1  試験材の化学成分
Table 1  Chemical compositions of test pieces
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　　　　　　　　　　　　　　　………………（ 2 － 2 ）
  
　　　　　for 0.9 ≤λ< 1.05

　　　　　　　　　……………………………………（ 3 ）
　　　　　　　	

　　　　　　　…………………………………………（ 4 ）
　　　　　	

3 . ねじり疲労試験

3. 1　試験材料
　800MPa以上の引張強度を有する材料での疲労特性を
評価するため，800MPa程度の引張強度を有する従来
鋼，および1,000MPa程度の引張強度を有する開発鋼に
ついて疲労試験を実施した。表 3 に開発鋼と従来鋼の機
械的特性を示す。また，表 4 に示すように焼戻し条件を
調整することにより，800MPa以上の異なる引張強度を
有する材料を作製した。本稿では，強度クラスが最も高
い開発鋼KSFA95を用いて疲労試験を実施し，従来鋼の
疲労特性との比較を行った。
3. 2　疲労試験方法
　上記二つの材料を用いてねじり疲労試験を実施した。
測定環境は室温大気中，応力比はR＝－ 1 ，最大繰り返
し数は10 7 回，評価方法はS-N法とした。図 5 に平滑試
験片および切欠試験片形状（scf＝1.58）を示す。
3. 3　試験結果
　図 6（a），（b）にそれぞれ，従来鋼および開発鋼を用
いたねじり疲労試験結果を示す。図中には後述するクラ
イテリアも併せて示した。図 7 に引張強度と10 7 回で定
義した平滑試験片のねじり疲労強度との関係を示
す 5 ）, 6 ）。図 7 を見ると，1,000MPaの引張強度を有する
開発鋼のねじり疲労強度は，800MPa以下の引張強度を
有する材料の疲労強度との回帰線より上にあり，引張強
度増加分の疲労強度の増加は従来どおり見込まれること
がわかる。また，図 8 に応力集中係数と切欠係数との関
係を示す 5 ）, 6 ）。図 8 から1,000MPaの引張強度を有する
開発鋼の切欠係数と応力集中係数の関係は，800MPa以

σB＋160
18±τc＝ ・CK・CD・1.38

τc

　CK
±τT＝1.7・

1.45
scfCK＝

図 6  疲労試験結果
Fig. 6  Results of torsional fatigue tests

図 5  ねじり疲労試験片
Fig. 5  Specimens for torsional fatigue tests

表 4  引張強度と焼戻し条件
Table 4  Tensile strength and tempering conditions

表 3  試験材の機械的性質
Table 3  Mechanical property of test piece



28 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 66 No. 1（Sep. 2016）

下の引張強度を有する従来鋼の切欠係数と応力集中係数
との回帰線上にあり，引張強度増加に伴う疲労強度の切
欠に対する感受性が高くなる傾向は確認されなかった。

4 . 考察

　IACS UR M68の考えに基づくと，τcは10 7 回の繰り返
し数に対する許容応力であると考えられる。また，τT は
危険回転数を通過する際のねじり振動の繰り返し数を
104.5回（3.16×10 4 回）として計算された許容応力と考
えられる 1 ）。本稿では，τcは式 2 － 1 のλ＝ 0 で計算し

た。これは，τcの最大値を算出するためである。また，
切欠試験片の場合は，Ckは当社で製造した中間軸の最大
値であるscf＝1.58として式（ 4 ）にて計算するものとし
た。このように計算されたτcとτT とをS-N線図上にて直
線で結んだ線をクライテリアとして与え，試験結果と比
較することとした。図 6 から平滑試験片および切欠試験
片での試験結果は，いずれもクライテリアより高い応力
振幅側に位置しており，安全側であることがわかる。こ
れらの結果から，1,000MPaの引張強度を有する開発鋼
を用いることで，規格最低引張強度950MPa未満の規格
材に適用可能であることが示唆される。

むすび＝800MPa以上の引張強度を有する低合金鋼での
中間軸の設計可否を検討するため，引張強度1,000MPa
を有する清浄度の高い低合金鋼にてねじり疲労試験を実
施した。以下にそれらの結果を示す。
・開発鋼では引張強度増加分の疲労強度の増加は従来ど

おり見込まれることがわかった。
・開発鋼の切欠係数と応力集中係数との関係は800MPa

以下の引張強度を有する材料と傾向はほぼ一致してお
り，高強度化により切欠感受性が高くなる傾向は確認
されなかった。

・τcとτT を用いて設定したクライテリアに対し，試験
結果が高応力振幅側に位置することから，開発鋼が規
格最低引張強度950MPa未満の規格材に適用可能であ
ると示唆される。

　なお，中間軸の材料に800MPaを超え950MPa未満
の 強 度 の 合 金 鋼 を 用 い る 特 別 承 認 を 得 る た め の
APPENDIX I が2015年 4 月にIACS UR M68に追加され
た。本結果を生かして高強度材の適用を推進していく。
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図 8  応力集中係数と切欠き係数の関係 5 ）, 6 ）

Fig. 8  Relationship between fatigue notch sensitivity and stress 
concentration factor 5 ）, 6 ）

図 7  引張強度と平滑試験片でのねじり疲労強度の関係 5 ）, 6 ）

Fig. 7 	 Relationship between tensile strength and torsional fatigue 
strength of smooth specimen 5 ）, 6 ）
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まえがき＝近年の冷間圧延ミルにおいては，鋼板の高強
度化や生産性向上の要求を背景に，高荷重・高速度での
操業が行われるようになってきている。このような厳し
い条件での圧延はロールへの負荷が大きく，偏摩耗，表
面粗度低下，および焼付きといった問題が発生しやすく
なる。このような問題が発生すると圧延製品の品質が保
持できなくなるだけでなく，ロールの交換を余儀なくさ
れ場合もあるため，ロール原単位や生産性が悪化する。
そのため，耐摩耗性，粗度維持性，および耐焼付き性に
優れたロールが求められている。
　一般的に，これらの特性を向上させるためには，ロー
ル硬さを高くすることや，炭化物量を増やすことが効果
的である 1 ）～ 3 ）。主要な炭化物生成元素としてCr，Mo，
V，Ti，Wなどが挙げられ，これらの元素は図 1 に示す
ように，M7C3，M23C6，M6C，M2C，MCといった高硬
度の炭化物を形成する 4 ）。ここでMは炭化物構成元素を
示す。その中でもVは高硬度のMC炭化物を形成し，か
つ炭化物の固溶温度が比較的低く，熱処理によって炭化

物形態を制御できる可能性がある。さらに，製造コスト
の上昇も小さく済み，原単位が向上することによりラン
ニングコスト改善につながると考えられる。
　本稿では，冷間圧延ワークロールおよび中間ロール向
けに広く適用されている 5 %Cr鋼にVを添加し，耐摩耗
性をはじめとする諸特性の向上を検討した結果について
報告する。

1 . 試験方法

　ラボで作製した材料（小型材）を試験材とし、耐摩耗
性、粗度維持性および耐焼付き性を評価した。本章では，
それらの評価方法を概説する。
1. 1　試験材の作製
　試験材（ロール材）は，当社で製造しており，幅広い
ユーザに使用されている 5 %Cr鋼，およびこれをベース
に適正量のVを添加した 5 %Cr＋V鋼である（以下，そ
れぞれベース鋼，およびV添加鋼という）。V添加鋼で
は，炭化物形成によって基地中のC量が減少しないよう，
V増量に応じたCを添加することで，炭化物量の増加に
よるロール特性の改善を狙っている。試験材は真空誘導
溶解炉で溶製（150 kg鋼塊）し，鍛錬比が実製品ロール
と同様になるように鍛錬を施した。つづいて，実製品ロ
ールの胴部表面を模擬した熱処理を行い，硬さ，組織を
調査した後に各種評価試験に供した。
1. 2　耐摩耗性試験
　耐摩耗性は，大越式摩耗試験により評価した。図 2 に
試験の模式図を示す。本試験では，リング状の相手材を
回転させながら平板状の試験材に押し付け，試験材の摩
耗量を評価した。表 1 に試験条件を示す。試験材の硬さ

バナジウム添加高耐摩耗ロール材の特性
Properties of Vanadium-added High Wear Resistance Steel for Cold-
rolling Mill Rolls

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

Recent cold-rolling mills are increasingly being operated under high load and high speed, increasing the 
load imposed on the work rolls. Therefore, there is an increasing need for rolls that exhibit excellent 
resistance against wear, seizure and decreased roughness. This paper reports the results of a study 
conducted to improve these properties of rolls by adding vanadium to 5% chromium steel, which is 
widely used for cold-milling work rolls and intermediate rolls, to increase the amount of carbide. A 
laboratory test confirmed that adding a proper amount of V improves the properties of rolls, while 
maintaining the same level of hardness as that of the conventional 5% Cr steel. It has also been verified 
that the selected alloy composition allows the actual rolls to be made without any problems, and the 
rolls are compatible with broad hardness specifications.
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図 1  鉄鋼材料中の炭化物の硬さ 4 ）

Fig. 1  Hardness of carbides in steel 4)
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は，ロール廃却径での硬さを想定してHS88とした。
1. 3　粗度維持性試験
　粗度維持性の評価方法を以下に示す。まず，図 3 に示
すように，試験材から作製したチップを小型圧延用ロー
ルにセットし，小型圧延機で圧延を行う。ついで，図 4
に示すように，一定の圧延距離ごとに試験材チップの表
面粗さRyを測定し，式（ 1 ）で近似してaを粗度維持性
パラメータとした。
　　Ry＝－a・ln（L）＋b… ………………………………（ 1 ）
ここで，L：圧延距離（m）
　　a，b ：式（ 1 ）から求まる定数
　Ryは圧延距離の増加に伴って低下するため，aは正の
値となる。本稿では，aの値が小さいほど圧延距離増加
に伴うRyの低下が小さく，粗度維持性が優れていると
して評価した。試験条件を表 2 に示す。
1. 4　耐焼付き性試験
　耐焼付き性は，ピンオンディスク試験により評価し
た。図 5 に試験の模式図を示す。本試験では，試験荷重
を段階的に上げていき，焼付きが発生して停止したとき

の試験荷重を焼付き限界荷重として耐焼付き性を評価し
た。表 3 に試験条件を示す。

2 . 試験結果

2. 1　胴部表面模擬熱処理材の硬さ
　ベース鋼およびV添加鋼に対して実製品ロールの胴部

図 2  大越式摩耗試験の模式図
Fig. 2  Schematic diagram of Ohgoshi-type abrasion test

表 1  大越式摩耗試験の試験条件
Table 1  Condition of Ohgoshi-type abrasion test

図 3  試験材チップと小型圧延用ロールの外観
Fig. 3  Appearance of test piece and test roll

図 4  粗度維持性の評価方法
Fig. 4 	Evaluation method of resistance of surface roughness 

decrease

表 2  粗度維持性試験の試験条件
Table 2 	Test conditions of resistance of surface roughness 

decrease test

図 5  ピンオンディスク試験の模式図
Fig. 5  Schematic diagram of pin-on-disk test

表 3  ピンオンディスク試験の試験条件
Table 3  Test conditions of pin-on-disk test
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表面を模擬した熱処理を行った後に，ビッカース硬さを
測定した結果を図 6 に示す。圧延ロールに対しては，耐
摩耗性や耐事故性に加え，廃却径に至るまで十分な硬さ
を保つことが求められるが，V添加鋼でベース鋼と同等
の硬さが得られることが確認された。
2. 2　炭化物組織観察
　図 7 に，ベース鋼とV添加鋼の炭化物組織を光学顕微
鏡で観察した結果を示す。両鋼種とも，微細炭化物が均
一に分散した組織となっている。著しく粗大な一次炭化
物が存在すると，ロール製造時やユーザでの圧延使用時
に破壊起点となる可能性があるが，そのような炭化物は
見られなかった。
2. 3　耐摩耗試験結果
　図 8 に大越式摩耗試験の結果を示す。縦軸は，ベース
鋼の摩耗減量を 1 としたときのV添加鋼の摩耗減量を示
している。V添加によって摩耗減量が少なくなってお
り，V添加鋼の方が耐摩耗性に優れている。
2. 4　粗度維持性試験結果
　図 9 に粗度維持性試験の結果を示す。縦軸には，ベー
ス鋼の粗度維持性パラメータaを 1 としたときのV添加
鋼のaの値を示している。V添加により，粗度維持性パ
ラメータが小さく，すなわち初期からの粗さ低下が小さ
くなっており，粗度維持性が向上している。

2. 5　ピンオンディスク試験結果 （耐焼付き性評価）
　図10にピンオンディスク試験の結果を示す。縦軸は，
ベース鋼の焼付き限界荷重を 1 としたときのV添加鋼の
焼付き限界荷重を示している。V添加により，焼付き限
界荷重が向上している。

3 . 考察

　 2 章で述べた試験結果から，V添加によって耐摩耗性
や粗度維持性，耐焼付き性が向上することがわかった。
この理由を明確にするため，詳細な組織観察を実施した。
　ベース鋼とV添加鋼の炭化物組織を走査型電子顕微鏡

（SEM）で観察した結果を図11に示す。高倍率での観察
においても，両者には著しい炭化物の凝集粗大化や分布
の偏りは見られないが，V添加鋼では炭化物数が増加し
ている。画像解析を用いて炭化物の分散距離を定量化し
た結果を図12に示す。炭化物数の増加から予想される
ように，V添加鋼の方が炭化物分散距離が短くなっている。
　つぎに，X線回折法（XRD）により炭化物量を測定し

図 8  大越式摩耗試験の結果
Fig. 8  Results of Ohgoshi-type abrasion test

図 9  粗度維持性試験の結果
Fig. 9  Results of resistance of surface roughness decrease test

図10  ピンオンディスク試験の結果
Fig.10  Results of pin-on-disk test図 6  ベース鋼とV添加鋼の硬さ

Fig. 6  Hardness of base steel and V added steel

図 7  ベース鋼とV添加鋼の炭化物組織（光学顕微鏡）
Fig. 7 	Microstructure of base steel and V added steel observed by 

optical microscope
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た結果を図13に示す。V添加により炭化物量が増加して
いることが確認された。また，存在する炭化物は，V添
加の有無によらずM7C3炭化物のみであり，V添加によっ
て析出すると予想されるMC炭化物は確認されなかっ
た。そこで，エネルギー分散型X線分光法（EDX）によ
り炭化物組成を半定量した結果，添加したVはM7C3炭化
物へ固溶し，複合炭化物を形成していることがわかった

（表 4 ）。
　添加したVがM7C3炭化物に固溶して複合炭化物となっ
ていたことから，炭化物の特性が変化している可能性が
ある。そこで，ナノインデンタ（超微小硬度計）により
炭化物硬さを測定した。その結果を図14に示す。炭化
物硬さはV添加鋼の方がHV40程度高い。本試験材と材
質は異なるが，M7C3炭化物へのV固溶が炭化物を強化す
る可能性があるとの報告 5 ）が過去にあることから，本
鋼種でも同様の効果があったことが推察される。
　以上の結果から，V添加鋼はベース鋼より硬い炭化物
が多量かつ緻密に分散した組織を有しているといえる。
このような組織を有している場合，図15に示すように，
圧延される鋼板やバックアップロールなどと接触する際
に硬い炭化物がより多く接触することになるため，炭化
物と比べて軟らかい基地の摩耗が抑制され，耐摩耗性，

粗度維持性が向上したと推定される。また，焼付きは接
触する材料の基地同士の凝着によって進行し，炭化物は
焼付きを停止させるとの報告 6 ）がある。炭化物量の増
加により，分散距離が短くなったことが焼付き防止に有
効に作用したものと推定される。

4 . V添加ロールの実機製造

　上述した小型材による試験結果に基づき，V添加鋼に

図12  ベース鋼とV添加鋼の炭化物分散距離
Fig.12  Carbide dispersion distance of base steel and V added steel

図11  ベース鋼とV添加鋼の炭化物組織（SEM）
Fig.11	Microstructure of base steel and V added steel observed by 

SEM

図13  M7C3炭化物の定量結果
Fig.13  Amount of M7C3 carbides in test steels

表 4  M7C3炭化物の組成
Table 4  Chemical composition of M7C3 carbides

図14  M7C3炭化物の硬さ
Fig.14  Hardness of M7C3 carbides in test steels

図15  炭化物による摩耗抑制の模式図（推定）
Fig.15  Schematic diagram of reduction of abrasion by carbides
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て実機ロールの試作を行った。製造条件は従来の 5 %Cr
鋼ロールと同等としたが，焼割れなどの問題が生じるこ
となく製造することができた。製造した実機ロールの硬
さ測定結果を図16に示す。ロール表面から廃却径まで
従来鋼と同等の硬さが得られている。製造したロールは
実機ミルに投入され，現在耐摩耗性の評価試験を行って
いる。

むすび＝現行の 5 %Cr鋼をベースとし，V添加による耐

摩耗性，粗度維持性および耐焼付き性の向上を検討した
結果，以下のことが明らかとなった。
　・V添加鋼は，ベース鋼と比較して耐摩耗性，粗度維

持性および耐焼付き性が向上した。V添加鋼は，よ
り硬い複合炭化物が多量かつ緻密に分散した組織を
有しており，これが特性向上に寄与したと推定され
る。

　・鍛錬や熱処理といった各工程で問題が生じることな
く，V添加鋼で実機ロールを製造することができ
た。製造したロールの硬さはベース鋼で製造したも
のと同等であり，幅広い硬度仕様に対応できること
を確認した。

　今後は，実機ミルでの評価結果を基に，顧客の皆様の
ご要望を満足できるように改善に取り組んでゆく。
　
参　考　文　献
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図16  実機ロールの硬さ
Fig.16  Hardness of actual work roll
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まえがき＝チタンは「軽くて強く錆（さ）びない」金属
として広く知られるようになったが，過酷な腐食環境で
は錆びる（隙間腐食）場合がある。さらに，もともと酸
化チタンを還元して金属チタンを得ているため，大気中
で高温に曝（さら）されると容易に酸化して脆化するな
ど，単純な工業用純チタンでは耐えられない使用環境が
ある。また，チタン合金の代表は航空機部品で多用され
るTi -6Al -4V合金であるが，熱間加工性と冷間加工性に
劣り，生産性が良いとはいえない。
　これらの問題をできるだけコストアップを避けて克服
し，より広い環境でチタン材料を利用していただきたい
との思いから，当社はこの20年間に様々なチタン材料を
独自に開発してきている。本稿では，これらのチタン材
料を概説する。

1 . 耐隙間腐食性合金：AKOT

　高温高濃度塩化物環境のような過酷な環境では隙間腐
食を起こしやすい。この隙間腐食に対してはTi -0.15Pd 1 ）

などが開発されたが白金族元素は極めて高価であるた
め，多くの研究者が白金族元素をできるだけ減らす開発
を行った 2 ）～ 4 ）。その中で当社は，Ti -0.4Ni -0.015Pd -
0.025Ru-0.14Cr 5 ）（AKOT）を開発した。図 1 および図 2
に，Ti -0.41Ni -0.01Pd -0.02Ru合金およびTi -0.41Ni -0.01Pd -
0.02Ru -0.14Cr合金を沸騰10mass％濃度塩酸水溶液中に
0 s（as polished），300s，および2,400s浸漬した時の二
次 イ オ ン 質 量 分 析（Secondary Ion-microprobe Mass 
Spectrometer：SIMS）による深さ方向の添加元素濃度
プロファイルを示した。いずれの合金も白金族元素であ
るPdとRuの表面濃化が起こるが，Cr添加により表面濃
化が加速される傾向がある。これらの知見を踏まえ，
Ni，Pd，Ru添加量の最適化を図り，AKOTに到達した。

AKOTは，ソーダー電解での過酷な雰囲気などで用い
られている。

当社がこの20年間に開発した独自のチタン合金
Kobe Steel's Original Titanium Alloys Developed in the Past 20 Years

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（解説）

In the past 20 years, Kobe Steel has developed and commercialized various titanium alloys. AKOT is 
a corrosion-resistant alloy, in which Cr has the important role of enriching Pd and Ru on the corroded 
surface. Ti-1.2ASN is a heat-resistant alloy that can be used at temperatures up to 800 °C, in which 
oxidation resistance has been improved by the addition of Al and Si, and grain growth is inhibited by 
silicide. Ti-9 is a quasi Ti-6Al-4V alloy that is as coilable as CP-Ti. its Al content has been suppressed 
to 4.5% to enhance cold rollability, and Si has been added to ensure the ductility of welds. KS EL-F is 
a quasi Ti-6Al-4V and is as hot-forgeable as CP-Ti, in which C is exploited to achieve high strength at 
temperatures up to approximately 500°C and to reduce flow stress during hot-forging.

大山英人＊1（博士（工学））

Dr. Hideto OYAMA

＊ 1  鉄鋼事業部門　チタン本部

図 2 	 Ti-0.41Ni-0.01Pd-0.02Ru-0.14Cr合金を沸騰10mass％濃度塩
酸水溶液中に浸漬した後のSIMS深さ方向の添加元素濃度プ
ロファイル

Fig. 2 	SIMS depth profiles of additive elements in Ti-0.41Ni-0.01Pd-
0.02Ru-0.14Cr alloy, immersed in boiling 10mass% hydrochloric 
acid solution

図 1 	 Ti-0.41Ni-0.01Pd-0.02Ru合金を沸騰10mass％濃度塩酸水溶
液中に浸漬した後のSIMS深さ方向の添加元素濃度プロファ
イル

Fig. 1 	SIMS depth profiles of Ti-0.41Ni-0.01Pd-0.02Ru alloy, immersed 
in boiling 10mass% hydrochloric acid solution
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2 . マフラ用チタン合金：Ti-1.5Al，Ti-1.2ASN，	
Ti-0.9SA

　90年代の初めから 2 輪車用マフラに純チタンが使われ
始めた。その中で当社は，使用領域を広めるべく，より
高温に耐えられるマフラ用合金の開発に世界に先駆けて
着手し，2000年にTi-1.5Al 6 ）を上市した。また， 2 輪車
用マフラは外気によって冷まされやすいのに対して 4 輪
車用は冷まされにくいことから，さらに高温に耐えられ
るマフラ用合金の開発を行った。高温に耐えるマフラ材
の最大の課題は，高温での酸化と結晶粒の粗大化による
脆化をいかに抑制するかである。また，他元素を多量に
添加すると適用に不可欠な成形性を損なうことになるた
め，いかに少ない他元素の添加にて前記の課題を解決す
るかにあった。
　ここで当社は，後述するようにTi -1.5Alの酸化が純チ
タンより抑制されること，また，Siはシリサイドを形成
して粒成長を抑制することから，微量のAlとSiの添加を
ベースに検討を進め，マフラ材として800℃までの使用
に耐えるTi -1.2ASN 7 ）を開発し，2010年にトヨタ自動車
のスーパーカーLEXUS LFAに採用された。さらに，ス
ーパーカーのみならず，より幅広い車種での採用を目指
し，Ti -1.2ASN で用いた高価なNbを用いず，かつ，成
形性をより高めるために，シリサイドの消失温度を下げ
て連続焼鈍・酸洗ラインでの焼鈍中にコントロールが可
能となるように添加元素量を調整してTi -0.9SA 8 ）を開
発した。
　図 3 は，純チタン，Ti -1.5Al，およびTi -1.2ASNを
800℃で200時間大気暴露した際のそれぞれの板厚減少お
よび結晶粒径の変化を比較している。純チタンは酸化ス
ケールの脱落による減肉が激しく，結晶粒の粗大化も顕
著である。これに対してTi -1.5Alでは，酸化スケール形
成および結晶粒成長ともに抑制されている。さらに，
Ti -1.2ASNではほとんど減肉は起こらず，また，結晶粒
の粗大化もシリサイドの存在により抑えられている。
図 4 に上記の高温大気暴露後の酸化スケールの状態を
純チタンとTi -1.2ASNで比較した。純チタンはボイドを

多く含んだ酸化スケールが厚く形成されているのに対
し，Ti -1.2ASNに形成される酸化スケールは緻密で薄
い。この理由は，図 5 に示した高温大気暴露後の酸化ス
ケールの下部（金属部）の電子線マイクロアナライザ

（Electron Probe Micro Analyzer：EPMA）による濃度
分布から分るように，微量添加であるにもかかわらず
AlとSiが表面に濃化することでTiの表面への拡散が阻止
されることに起因していると考えている。

3 . Ti-6Al-4V合金の弱点を補う合金：Ti-9，KS 
EL-F，Ti-531C

　まえがきで述べたとおり，チタン合金の代表格はTi -
6Al -4V合金であるが，熱間加工性や冷間加工性は良く
ない。このため例えば，薄板を製造する際にはパック圧
延とよばれる，ある程度の板厚の素材を鋼板で完全に囲
んで保温しながら圧延する方法が採られる。この圧延手
法は工程も煩雑で，最大のコストアップ要因の一つであ
る。この問題を克服するべく当社は，純チタンのようにコ
イル圧延が可能なTi -6Al -4V相当の合金としてTi -9 9 ），10）

を開発した。また，熱間加工性が悪いと熱間鍛造で割れ
やすいため加熱回数を増やさなければならなくなること
から当社は，純チタンのように熱間鍛造が可能なTi -
6Al -4V相当の合金としてKS EL-F 11） を，さらにKS 
EL-Fの切削性を改善するべく成分を調整した Ti -531C 12）

を開発している。
　図 6 にTi -9によって製造したコイルの引張特性を示
した。一方向圧延のため強度の異方性はあるが，高強度
なT方向（圧延方向に対して垂直な方向）でも伸びは 7
～ 8 ％以上が得られる。Ti -9の組成はTi -4.5Al -2Mo-

図 3 	 純チタン，Ti-1.5Al， Ti-1.2ASNを800℃で200時間の大気暴
露をした後の板厚変化と粒成長の挙動比較

Fig. 3 	Comparisons of wall thinning and grain growth behavior 
between JIS class 2, Ti-1.5Al and Ti-1.2ASN materials after 
exposure at 800℃ for 200 hours in air

図 5 	 Ti-1.2ASNを800℃で200時間の大気暴露後の酸化スケール下
部（金属部）におけるEPMAによる添加元素の濃度分布状況

Fig. 5 	EPMA mappings of Ti-1.2ASN after exposure at 800℃ for 
200 hours in air

図 4 	 純チタンとTi-1.2ASN酸化スケールの形態比較（大気暴露
800℃×200h）

Fig. 4 	Comparison of oxidation scale between JIS class 2  CP-Ti and 
Ti-1.2ASN after exposure at 800℃ for 200 hours in air
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1.6V-0.5Fe -0.3Si - 0.03Cであり，冷延性を確保するべく
Al量を4.5％まで抑えている。また，強度と溶接後の特
性を考慮して他の元素量を最適化している。
　図 7 にKS EL-F（Ti -4.5Al -4Cr -0.5Fe -0.2C）の常温か
ら高温までの引張強度をTi -6Al -4V合金と比較した結果
を示す。KS EL-Fは，高温強度を高めるAlを減らす一
方で，強度低下分をCで補っている。Cは格子間元素で
あるため，比較的低温域では固溶強化に寄与する一方，
熱間鍛造の高温域では固溶強化能が大幅に低下すること
に着目した。Cをβ相への固溶限近傍まで多量に添加す
るとともに，残りの添加元素はできるだけ安価なものを
選択している。図 7 に見られるように，500℃くらいま
ではTi -6Al -4V合金と同等の強度であるが，700℃以上
では強度低下が大きく，優れた熱間加工性が得られる。
KS EL-Fを用いると，図 8 に示すような形状の部品で
も一度の加熱で熱間鍛造が可能となる。
　KS EL-Fは，製造履歴によるがTiCが存在する場合が
ある。このTiCは，疲労強度も含めて機械的特性を阻害
しないことは確認しているが，図 9 に示すように，TiC
が増加すると切削性が低下することが明らかとなった。
そこで，表 1 に示すようにβ相中へのCの固溶限に及ぼ
すCrとFeの量の影響を試算し，Crの一部をFeで置換し
た 2 組成（F-1，F-2）を選び，KS EL-FおよびTi -6Al -
4V合金との比較で切削性を比較した。その結果，図10
に示すようにF-1，F-2はKS EL-Fより切削性に優れる

ことが明らかとなった。これらの結果に基づき，最終的
にTi -4.5Al -2.5Cr -1.25Fe -0.1C （Ti -531C）に成分を決定
した。

むすび＝チタン材料の利用分野が広がり，顧客にも喜ん
でいただけることを目指して，この20年間に当社が独自

図 9  切削チップの逃げ面摩耗量に及ぼすTiC量の影響
Fig. 9 	Influence of TiC volume fraction on flank wear width of 

cutting tool tip

表 1  検討した組成でのβ相へのCの固溶限計算結果比較
Table 1 	Alloy compositions and their calculated solubility limits 

of C into β phase

図 8  φ45×66mmのKS EL-F円筒ビレットを鋼（SCM415）用の量
産設備を用いて １ 度の加熱で鍛造したギア部品の例

Fig. 8  Gear part forged from 45mm diam. and 66mm length billet 
of KS EL-F in mass production line for steel (SCM415) in 
single heat process

図 7  KS EL-Fの引張強度の温度依存性
Fig. 7  Temperature dependence of tensile strength of KS EL-F

図 6  Ti-9コイルの引張特性例
Fig. 6  Tensile properties of first strip of Ti-9

図10  F-1，F-2，KS EL-F，および Ti-6Al-4Vでの逃げ面磨耗量の比較
Fig.10	Comparison of flank wear width of cutting tool tip among F-1, 

F-2, KS EL-F and Ti-6Al-4V



神戸製鋼技報/Vol. 66 No. 1（Sep. 2016） 37

に開発してきたチタン材料のいくつかを，合金開発のコ
ンセプトにも触れながら技術的なポイントを概説させて
いただいた。これまで培ってきたチタンの材料技術ポテ
ンシャルをさらに高め，また，マルチマテリアル利用技
術などへの視野も広げることによって，今後も顧客のニ
ーズに的確に応えられるチタン材料の開発を進めてい
く。
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まえがき＝チタンは海水に対して極めて優れた耐食性を
示す。このため，化学プラントや発電設備，大型輸送船
舶などにおいて，海水を用いて冷却や加熱を行うプレー
ト式熱交換器（Plate type Heat Exchanger，以下PHE
という）の熱交換プレートや配管などの主要部材に数多
く使用されている 1 ） 。図 1 にPHEの構造と原理を示す。
PHEは，プレートを挟んで逆方向に流れる海水と，海
水によって冷却あるいは加熱される媒体との間で熱交換
を行う装置である。熱交換は図 2 に示す 3 タイプがあ
り，工場などで排出される温水を冷たい海水にて冷却す
る液単相強制対流伝熱，海洋温度差発電などにおける作
動流体を温かい海水で気体に変える蒸発伝熱，および作
動気体を液体に変える凝縮伝熱がある。それらの伝熱性
能を向上させることができれば高効率化が可能となる。
また，PHEに使用するプレート枚数やサイズを減少さ
せることにより，設備全体の小型化が可能となる。
　これまでに，熱交換器の効率化のため種々の研究開発
が行われてきた。とくに，蒸発伝熱において，プレート
の素材からの熱伝達を向上させる方法として，プレート
表面にステンレス粒を溶射することでポーラス加工を施
すこと 2 ）や，表面に銅の電着を利用した塗膜形成する
ことで微細な凹凸を付与すること 3 ）が報告されている。
これらの方法では，表面の微細な凹凸が沸騰核となり，
核沸騰を促進させることによって蒸発伝熱の向上が確認
されている。しかし，これらいずれの方法も，表面凹凸
が剥離（はくり）するなど長時間使用での安定性，およ
び加工のコストや生産性などの問題がある。
　そこで当社は，これらの問題を解決する方法として，
転写圧延技術によってチタン板の表面に微細凹凸を付与
する方法を提案した 4 ）。図 3 に転写圧延技術の概略図を

示す。転写圧延技術とは，表面に微細凹凸加工を施した
ロールを用いて圧延することにより，ロールの凹凸をチ
タン板表面に転写する技術である。この技術を用いて

熱交換器用高伝熱チタン板HEETⓇ

High Heat-transfer Titanium Sheet-HEET®- for Heat Exchanger

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

A plate-type heat exchanger (PHE) that use seawater as a cooling/heating medium is widely 
employed by chemical plants, power-generating facilities and large transport ships. Titanium is a 
common material for these heat exchangers, particularly for their primary members, including a 
heat exchanging plate and piping, thanks to its excellent corrosion resistance to seawater. Improving 
the heat-transfer performance of PHE enables the reduction in number and size of the plate used in 
PHE and thus enables the entire facility to be downsized. We have developed a high-heat-transfer 
titanium plate-HEET®-which has a heat-transfer performance that is significantly improved by fine 
irregularities imparted on its surface. The surface area increased by the fine irregularities, along 
with the promoted nucleate boiling, has improved the heat-transfer and particularly increased the 
evaporation heat transfer by approximately 20% or more. 

田村圭太郎＊1

Keitaro TAMURA
逸見義男＊1

Yoshio ITSUMI
岡本明夫＊1（博士（工学））

Dr. Akio OKAMOTO
大山英人＊2（博士（工学））

Dr. Hideto OYAMA
有馬博史＊3（博士（工学））

Dr. Hirofumi ARIMA
池上康之＊3（博士（工学））

Dr. Yasuyuki IKEGAMI

＊ 1  鉄鋼事業部門　チタン本部　チタン工場　＊ 2  鉄鋼事業部門　チタン本部　＊ 3  佐賀大学　海洋エネルギー研究センター

図 2  伝熱タイプ概略
Fig. 2  Outline of heat transfer type

図 1  プレート式熱交換器の構造と原理
Fig. 1  Structure and principles of plate type heat exchanger
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図 4 に示すような微細凹凸溝（凹部幅200μm，凸部幅
100μm，深さ30μm）を付与したチタン板は，微細凹凸
溝が流れに対して垂直になるように配置した場合，通常
の平滑板と比較して蒸発伝熱性能が約10～40％向上する
ことが確認されている 4 ）。
　実際のPHEのプレートは，熱交換効率や機械的耐久
性の向上のため，図 5 に示すような複雑な波形形状，例
えばヘリンボーン（にしんの骨の意）にプレス成形され
る。PHE内部の流れはそのプレートの形状の起伏によ
って，方向を変えるため，どの方向に対しても高い熱交
換効果が得られる形状（模様）とするのが望ましい。そ
こで，微細円柱状凹凸を千鳥状に配置した水玉模様と
し，これを量産工程に適用することによって高伝熱チタ
ン 板HEET Ⓡ 注 ）（ 以 下，HEETと い う ） を 開 発 し た。
図 6 に，HEETの転写圧延後のコイル，表面形態および

断面組織を示す。凹凸は板全面に配置され，均一で安定
した形状を示し，その高さは約25μmである。
　HEETは再生可能エネルギー源として注目されてい
る，海洋温度差発電の実証プラント（沖縄県久米島）の
PHEに採用され，2013年度より連続運転されている。本
稿では，HEETの伝熱性能向上効果，また，実際の海洋
温度差発電実証プラントのPHEを対象とする伝熱性能
評価結果も合わせて紹介する。

1 . 伝熱性能評価試験

1. 1　試料作製
　試料に供したHEETの製造方法を説明する。まず，純
チタン（ASTM G1）素材を熱間圧延および冷間圧延に
よって所定の板厚まで圧延した後，転写圧延により板片
面に図 6 に示す千鳥状に配置した微細円柱状凹凸を転写
した。板厚は0.6mmとし，熱処理および平坦度矯正後，
幅80mm， 長 さ200mmに 切 断 し て 伝 熱 性 評 価 用 の
HEETを作製した。比較材として同サイズの従来の平滑
チタンプレートも用意した。
　また，外周側が微細凹凸面となるようにHEETをロー
ル成形および溶接することにより，外径19mm，肉厚
0.6mm，長さ550mmの溶接管も作製した。
1. 2　伝熱性能評価方法
　作製したHEETと平滑チタンプレートを用いて蒸発伝
熱試験を行った。図 7 に伝熱試験概略図を示す。熱交換
器No. 1 を蒸発器とし，そこに平滑チタンプレートまた
はHEETを固定し，HEETは凹凸を付与した面に作動流
体フロンR134a，反対側の面に温水を流して熱交換を行
い，R134aを気化させた。気体となったR134aは凝縮器
で冷却して液化させ，装置内で循環させた。伝熱面積は
50×150mmとし，それぞれの蒸発器の入・出側温度を
測定した。得られた温度から熱量Qおよび対数平均温度
差⊿Tmを式（ 1 ）および式（ 2 ）より求めた。
　　Q＝lhρh c（Th1－Th2）… ……………………………（ 1 ）

　　　　　　　　　　…………………………………（ 2 ）

ここで，Th1，Th2はそれぞれ温水の入側温度，出側温度，

⊿Tm＝
ln

（Th1－Th2）
（Th1－T2）
（Th2－T1）

図 5  代表的な熱交換プレートの模式図
Fig. 5  Pattern diagram of typical heat exchanger plate

図 4  微細凹凸溝の略図
Fig. 4  Schematic of unevenness of line pattern on surface

図 6  高伝熱チタン板HEETのコイル，表面形態および断面組織
Fig. 6 	Coil, surface condition and cross-sectional structure of high 

heat transfer titanium HEET

図 3  転写圧延技術の概略
Fig. 3  Outline of transfer-printing technology in rolling process

脚注） HEETは当社の登録商標である。
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T1，T2はそれぞれR134aの入側温度，出側温度，lh は温水
流量，ρhは温水密度，cは温水の比熱，Aは熱伝達面積を
示す。求めたQおよび⊿Tmから蒸発熱通過係数Uを式

（ 3 ）より求めた。

　　　　　　　…………………………………………（ 1 ）

　また，凝縮伝熱および液単相強制対流伝熱における
HEETの効果も併せて調査した。凝縮伝熱試験では，図
7 の熱交換器No. 2 を凝縮器とし，そこに平滑チタンプ
レートまたはHEETを固定し，HEETは凹凸を付与した
面に作動流体R134a，反対側の面に冷水を流して熱交換
を行った。一方，液単相強制対流伝熱試験では，図 7 の
熱交換器No. 1 に平滑チタンプレートまたはHEETを固
定し，HEETは凹凸を付与した面に冷水を流し，反対側
の面に温水を流して熱交換を行った。それぞれの試験に
おいて，蒸発伝熱試験と同様に，熱交換器の入・出側温
度を測定し，上記式（ 1 ）～（ 3 ）より熱通過係数Uを求
めた。表 1 に各試験での条件を示す。
　蒸発伝熱においては，外表面に微細凹凸を付与した
HEETの溶接管を用いて，熱交換での気泡発生状況の可
視化を試みた。図 8 に試験概略図および表 2 に試験条
件を示す。溶接管外面の一部を研磨し，微細凹凸を除去
することによって通常の平滑面と同等の粗さに調整した
ものを使用した。R134aに溶接管を浸漬させて溶接管内
に温水を流し、溶接管外面でR134aを沸騰させた。試験
装置にはのぞき窓を設けており，そこから微細凹凸面と

平滑面の気泡の発生状況を高速度カメラで撮影した。

2 . 伝熱性能評価結果

2. 1　蒸発伝熱
　図 9 にHEETおよび平滑プレートの蒸発伝熱試験結果
を示す。HEETは平滑プレートに対して約24％の伝熱性
能向上が確認された。HEETは微細凹凸により平滑板に
比べて表面積が約 6 ％大きいが，その拡大率よりも伝熱
性能向上効果が大きい結果となっている。図10は溶接
管の沸騰の様子を高速度カメラで撮影した例である。写
真中央の破線から左側は，表面の研磨によって微細凹凸
を除去し，通常の平滑面と同等の粗さに調整したもので

U＝ Q
AΔTm

表 2  可視化試験条件
Table 2  Conditions of visualization experiment

表 1  伝熱試験条件
Table 1  Test conditions of heat transfer performance

図 8  可視化試験概略図
Fig. 8  Schematic diagram of visualization experimental apparatus

図 7  伝熱試験装置概略図
Fig. 7  Schematic diagram of experimental apparatus

図 9  HEETと平滑プレートの蒸発伝熱性能
Fig. 9  Evaporation heat transfer performances of HEET and normal 

plate
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ある。HEETの微細凹凸面では,平滑面に比べて細かい
気泡が多く発生していることが確認できた。一般に沸騰
は，板表面の微細なキズやキャビティが沸騰核となり，
そこから気泡が発生して起こるが，HEETでは，微細凹
凸がキズやキャビティの役割を果たし，核沸騰の促進が
主要因となり，伝熱性能向上したと考えられる。
2. 2　凝縮および液単相強制対流伝熱
　凝縮伝熱試験では，平滑チタンプレートおよびHEETの
U 値はそれぞれ，910W/m2K，943W/m2Kであり，HEET
は平滑プレートに対して約 6 ％の性能向上を示した。ま
た，液単相強制対流伝熱では，平滑チタンプレートおよ
びHEETのU 値はそれぞれ，2,050W/m2K，2,283W/m2K
であり，HEETは平滑プレートに対して約11％の性能向
上を示した。
　この伝熱試験においては，性能向上メカニズムについ
ては推定ではあるが，表面積拡大や乱流発生により熱交
換器内での液が攪拌（かくはん）されたことが寄与した
と考えられる。

3 . 熱交換器での検証

　実際のPHEでは，プレートは図 5 に示すような複雑
な波形形状にプレス成形された状態で熱交換器に組み込

まれる。このため，効果の確認にあたっては，海洋温度
差発電の実証プラントに用いられる約700×2,400mmサ
イズのPHEを対象に評価を行った。所定の形状にプレ
ス成形した後，熱交換器に組み込んで蒸発伝熱性能を確
認した。図11に結果を示す。HEETは実際のPHEにお
いて性能が約20％向上することを確認した。図12は2013
年に沖縄県に建設された100kW級海洋温度差発電実証
プラントである。HEETは本プラントにおいても，蒸発
伝熱性能が約20％向上したことが確認され，有効性が証
明されている。

むすび＝高伝熱チタン板HEETは，圧延転写技術を活用
して表面に微細凹凸を持たせている。この微細凹凸によ
る表面積拡大や核沸騰の促進などによって伝熱性能が向
上すると考えられ，とくに蒸発伝熱においては約20％以
上の性能向上を確認した。　
　また，凝縮伝熱においては，生成する液膜がプレート
表面を覆うことによって伝熱性能の低下につながるのが
一般的であるが，微細凹凸を有するHEETは液膜の排出
を促進させる効果が期待される。今後，微細凹凸形状の
最適化を検討することで，様々なタイプの熱交換器への
展開を推し進める。
　なお，本開発における成果の一部は，平成23～26年度
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構「風
力等自然エネルギー技術研究開発／海洋エネルギー技術
研究開発／次世代海洋エネルギー発電技術研究開発（海
洋温度差発電）」への取り組みにおいて得られたもので
あり，ここに記して感謝する。
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図10  溶接管での微細凹凸面と平滑面での沸騰状況
Fig.10	Boiling situation in uneven surface and normal surface in 

titanium pipe

図12  OTEC実証プラント
Fig.12  OTEC demonstration plant

図11  OTECと同タイプの熱交換器での蒸発伝熱試験結果
Fig.11	Relationship between overall heat transfer coefficient U of 

evaporation and heat flux q on PHE of OTEC
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まえがき＝航空機の機体材料に汎用されているα＋β型
合金のTi -6Al -4V薄板は，1,000MPaクラスの高強度と
10％強の延性を併せ持つ合金であるが，冷間圧延性に乏
しく，鋼板の量産ラインでの圧延が困難である。このた
め，薄板製造においては，スラブを鋼板でパックし保温
しながら熱間圧延を行うバッチ方式を採用している。ま
たこの合金は，900℃付近の高温で優れた超塑性を示す
が，表面酸化に起因する不具合や高価な耐熱金型の使用
が必要なことから，より低温で超塑性成形ができる薄板
材料が望まれている 1 ）。 
　Ti -6Al -4Vと同等の機械的特性を有しながら，熱間圧
延あるいは冷間圧延にて薄板コイル製品を製造できるα

＋β型チタン合金は，当社のKS Ti -9をはじめ，これま
でにもいくつかの合金が開発されてきた 2 ）～ 4 ）。ところ
がこれらの合金は，熱間加工が容易な変態点近傍，とく
に変態点直下のα＋β相域において熱間圧延を行うと，
機械的特性において強い面内異方性が現れる。これは，
熱間圧延温度域別に形成される集合組織（図 1 1 ））に示
すように，結晶構造が六方晶であるα相の底面（0001）α
が圧延方向と板面法線方向に垂直な板幅方向（T方向）
に強く集積したT textureと呼ばれる集合組織の形成に
起因する。より低温側で圧延すると，（0001）αが板面法
線方向に集積するB textureも混在する集合組織を形成
する。しかしながら，変形抵抗が高くなり熱間加工が困

異方性が小さく低温超塑性を示す高強度ニアα型チタン
合金Ti-2111S
High-strength Near αType Titanium Alloy, Ti-2111S, with Less Anisotropy 
and Low-Temperature Super-Plasticity 

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

Once hot rolled unidirectionally at around β-transus temperature, α+β type titanium alloys exhibit 
strong planar anisotropy in tensile properties; the anisotropy is caused by a texture in which （0001）α 
is strongly oriented transverse to the rolling direction. On the other hand, α -type titanium alloys and 
CP titanium, which are based primarily on αphase, have a texture in which （0001）α is oriented in 
directions ranging from the normal direction of the sheet surface to a direction transverse to the 
rolling direction, resulting in planar anisotropy smaller than that ofα+βtype titanium alloys. Taking 
these facts into consideration, this study aimed at developing an alloy that is rollable, as strong as Ti -
6Al -4V alloy, has less anisotropy and is capable of being super-plastically formed at a low temperature. 
As a result, a near αtype titanium alloy, Ti - 2Al -1Sn -1Fe -1Cu-0.5Cr -0.3Si, was obtained. This alloy has 
an anisotropy smaller than that of α+βtype titanium alloys and exhibits excellent super-plasticity at 
relatively low temperatures not exceeding 850℃.
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図 1  α＋β型チタン合金の（0001）α極点図および熱間圧延温度と集合組織の関係 1 ）

Fig. 1  Schematics of （0001）α pole figures and relationship between hot rolling temperature and texture of α+β type titanium alloy 1 ）
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難な温度域となるため，熱間圧延そのものが困難にな
る。一方，純チタンやα型チタン合金のようにα相が変
形を担う場合は，（0001）αが板面法線方向に集積する上
記のB texture，あるいは板面法線方向から圧延方向と
垂直な方向に傾いた方向に集積するTD-splitと呼ばれる
集合組織が形成され，面内異方性は，上述のT texture
が支配的な集合組織を持つα＋β型チタン合金に比べ小
さい。
　そこで当社では，室温での強度はTi-6Al-4V並みの強
度を有しつつ，α相が変形の主たる担い手になるように
室温から中高温域におけるα相の塑性変形能を高め，か
つβ変態点を下げることにより比較的低温でも超塑性が
発現できる成分設計を行った。具体的には，Ti-6Al-4V
よりも室温での強度は低いが，高温での熱間加工性が良
く安価な元素で構成されるTi-3Al-1Feをベース合金とし
た。Alは，α相を効果的に固溶強化するが熱間加工性を
損ねる元素である。このため，α相，β相の双方に固溶・
強化し，熱間加工性を比較的損ねない元素で，かつβ相
量を増やさないSn,Cu,Siを選定した。一方，β相強化に
は，Feに加えてCrを加えた元素構成とした。Ti-6Al-4V
と同等の機械的特性が得られるよう，適正な配合量を検
討した結果，表 1 に示す組成で代表されるニアα型チタ
ン合金Ti -2Al -1Sn -1Fe -1Cu -0.5Cr -0.3Si（Ti-2111S）を
見出した。本稿では，その引張特性および超塑性特性に
ついて調査した結果を報告する。

1 . 試験方法

　表 1 に示す組成の合金を真空アーク溶解（VAR炉）
にて溶製し，300kgの鋳塊を用意した。図 2 に示す工程
で分塊鍛造，熱間圧延を行い，板幅250mm，板厚4.5mm
の熱延板を作製した。つづいて800℃で 5 分間の焼鈍・
酸洗を施して熱延焼鈍板を作製し，特性評価試験に供し
た。さらに，熱間圧延と同じ方向に冷間圧延を施し，同

様の焼鈍・酸洗を 3 回繰り返して板厚を1.0mmに仕上
げ，最後に，800℃で 5 分間の焼鈍を施した。これを冷
延焼鈍材として特性評価試験に供した。
　作製した板材から圧延方向（L方向），および，それ
に垂直な板幅方向（T方向）に試験片を切り出し，引張
試験を実施した。また，強度の面内異方性は，T方向の
値をL方向の値で除した数値によって定義した。また，
超塑性特性は，JIS H 7501に準拠したひずみ速度急変法
にて評価した。
　試験片の形状は板厚1.0mm，ゲージ部の幅6.0mm，
標点間距離18.0mmとし，800，825，850，および900℃
の大気雰囲気で試験を行った。真ひずみ0.05を加えるご
とにクロスヘッド速度を 2 倍に上げて引っ張る操作を 6
回繰り返した後，破断するまで試験を継続した。
　 9 ×10－ 5 ～ 4 ×10－ 3  s－ 1 の各ひずみ速度で測定した
流動応力値から超塑性特性の代表的指標となるひずみ速
度感受性指数（m値）を求めた。また，Schulzの反射法
による正極点図，SEM-EBSDによるIPF（Inverse Pole 
Figure）マップ，および結晶粒内のひずみ分布を示す
KAM（Kernel Average Misorientation）マップを用い
て組織を評価した。

2 . 組織と引張特性

　4.5mm厚の熱延焼鈍板，および1.0mm厚の冷延焼鈍
板の圧延方向に平行な断面のミクロ組織と（0001）αの
正極点図を図 3 に示す。熱延焼鈍板では回復組織が，冷
延焼鈍板では再結晶が一部進んだ組織となっている。ま
た，熱延焼鈍板の集合組織は，（0001）α法線のピークが
板面法線方向からT方向に約65°傾いたTD-splitである

（図 3 左）。これをさらに冷間圧延すると約50°まで板面
法線方向に近づいた集合組織を示し，純チタンの冷延集
合組織に近い様相を示している（図 3 右）。
　図 4 に引張特性とその強度の面内異方性を示す。いず

図 2  Ti-2111S 熱延焼鈍材および冷延焼鈍材の製造工程
Fig. 2  Manufacturing process of hot/cold rolled Ti-2111S sheet

表 1  Ti-2111Sの合金組成
Table 1  Chemical compositions of Ti-2111S
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れの供試材もTi -6Al -4V焼鈍板の航空宇宙材料規格
AMS4911を満足しており，ほぼ同等の引張特性を有し
ている。また，面内異方性の値は，熱延焼鈍板の0.2%耐
力が1.16，引張強度が1.06であった一方で，冷延焼鈍板
ではさらに改善されて0.2%耐力が約1.12，引張強度が
1.04となっている。Ti -6Al -4V合金は一方向圧延で薄板
を製造できないため比較できないが，Ti -6Al -4V合金並
みの強度で一方向圧延が可能な，最近開発されたα＋β
型チタン合金板の引張強度の面内異方性は，β域からの
熱延や 2 段熱処理などで改善されたものでも1.10以
上 4 ）～ 6 ）ある。本合金はこれらよりもさらに小さいこと
が分かった。
　面内異方性は集合組織に起因しており，α＋β型チタ
ン合金において 1 方向圧延した場合に見られるT方向に
強い集積を示すT textureとは異なり，図 3 に示すとお
りの純チタンに比較的近いTD-splitにすることで小さい
面内異方性が得られたと考えられる。

3 . 超塑性特性

　800～900℃の温度域で実施したひずみ速度急変試験に

より冷延焼鈍材の超塑性特性を調べた。図 5 に引張試験
後の試験片概観を示す。800～850℃の試験温度では300
％を超える大きな伸びを示すが，900℃では150％程度の
伸びで破断した。また，破断形態に着目すると，825℃
以上では均一に伸びた後，くびれずに破断したのに対し
て，800℃ではほぼ100％くびれが生じた。
　各試験温度でのひずみ速度と流動応力，およびm値の
関係を図 6 に示す。ひずみ速度が速くなるに従って流動
応力は高くなるが，m値は小さくなる。超塑性発現の目
安は一般に，m値0.3以上，伸び200%以上とされている。
本合金は800℃から850℃までの 4 ×10－ 3  s－ 1 の比較的速
いひずみ速度条件までm値0.3以上を確保できている。
　超塑性の要件を満たす試験材の変形機構を調べるた
め，組織観察を行った。図 7 に，試験前および試験後の
つかみ部と破断部近傍における断面SEM組成像を示す。
試験前の冷延焼鈍板の組織は，圧延によって延ばされた
扁平な初析α相（暗灰色，以下α相という），その周り
に分散するβ相（明灰色），および微細な微粒子（点状
の暗黒色）から成っている。800℃，5 分の熱処理はライ
ン焼鈍を想定した短時間の焼鈍のため，再結晶までには
至っていないものと考えられる。試験後は，全ての試験
条件においてα相，β相はともに等軸化し，かつ，高温
の条件ほど組織は粗大化していることが分かる。数百%

図 3  Ti-2111S 熱延焼鈍材および冷延焼鈍材のミクロ組織と（0001）α部分極点図
Fig. 3  Microstructures and （0001）α partial pole figures of hot/cold rolled Ti-2111S sheet

図 4 	 Ti-2111S熱延焼鈍材および冷延焼鈍材の引張特性とその強
度異方性

Fig. 4 	 Tensile Properties and their planar anisotropies in hot and 
cold rolled sheet Ti-2111S

図 5 	 ひずみ速度急変法にて高温引張試験した後の試験片外観と
破断伸び

Fig. 5 	 Sheet test pieces after superplastic deformation test at 
various temperatures
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以上の変形を受け続けてきたにもかかわらずα相は等軸
粒を維持しており，超塑性特有の界面すべりによる変形
が支配的であると考えられる。
　また，825℃以上の破断部近傍のα相のサイズは，変
形を受けていないつかみ部のそれと比べてほぼ同じであ
る。超塑性変形中のα相はひずみに誘起されて粗大化し
やすく，引張試験片の変形部のα相は，つかみ部に比べ
て大きくなることが知られている7 ）, 8 ）が，本試験材で
は両者の違いはほとんど認められない。これは，図 7 の
矢印で観察されるように，α/β相界面やα/α相界面に
微細な点状の微粒子が界面の移動を抑えるため，目視上
に認められるほどの違いにならなかったものと考えられ
る。図 8 に示すSEM-EDXによる定性分析では，Siのピ
ークは，α相（図中αと表示）やβ相（図中βと表示）
に比べて微粒子（図中Sと表示）の方が高くなっている
ことから，微粒子はSiが濃化した化合物と考えられる。
この微粒子の同定には至っていないが，2 輪，4 輪のマ
フラ材に適用されているSiを添加した耐熱α型チタン合
金では，微細なTi5Si3化合物が析出し，結晶粒の成長を
抑制していることが報告 9 ）, 10）されており，この微粒子
も同様の効果を持つと考えられる。
　一方，800℃の試験片では逆に，破断近傍における粒
径がつかみ部よりも小さくなっている。これは，変形中
に動的再結晶が起こっているものと推察される。粒界す
べりが支配的な超塑性を示す温度域においては，結晶粒
が小さくなるほど流動応力は低くなることが報告 6 ）さ
れていることから，再結晶粒が生成した領域では流動応
力がより小さくなることで変形が加速し，さらに動的再
結晶が誘発されたと考えられる。図 5 の800℃における
試験片が100％近くまでくびれて破断したのはこのため
と考えられる。
　最後に，超塑性の変形機構を調べるために，本試験の
中で最も大きく伸びた825℃における試験片断面の
SEM-EBSDによる観察を行った。図 9 にα相のIPFマ
ップを示す。SEM観察でも述べたとおり，破断部近傍
のα相は数百％の変形を受けているにもかかわらず等軸
形状で，ほとんど変形していないつかみ部と比べほぼ同

図 7 	 超塑性引張試験後の試験片の掴み部と破断部近傍の断面ミ
クロ組織

Fig. 7 	 Cross sectional microstructures of test specimens at grip 
area and vicinity area of fracture after superpasticity testing 
at various temperatures

図 6 	 各引張温度における流動応力とひずみ速度感受性指数（m
値）に及ぼすひずみ速度の影響

Fig. 6 	 Influence of strain rate on flow stress and m value at various 
temperatures

図 8  825℃引張試験片のSEM像と各相のポイント分析
Fig. 8  SEM and EDX spot analysis in 825℃ test specimen
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じサイズを維持している。また，結晶方位は比較的ラン
ダムである。一方，β相（黒色）は，つかみ部ではほと
んどがα相の 3 重点に存在するが，破断部近傍では変形
中に変化してα相を取り囲むように凝集しているものが
多数存在する。
　さらに，破断部近傍において，白色の点線で挟んだ部
分において，引張方向に対して45°に近い傾き，すなわ
ちせん断方向にα/β相界面およびα/α相粒界面がほぼ
直線上に並んでいる組織帯が，いくつも見つけることが
できる。これらは，α/β相界面やα/α相粒界面が同時
に集団的にすべった痕跡と推測できる。
　つぎに，隣接する測定点間の局所方位差であり，微小
領域の塑性ひずみ勾配の分布を表すKAMマップを図10
に示す。本図には，どの場所にひずみが集積しているか
も分かるようにα/β相の相マップを重ね合わせた。
　図中の矢印A，B，Cが並んだところに着目すると，左

下のα/α相粒界面（矢印A）と，その延長線上の 3 重
点から粒内をまたいだ形でひずみが直線状に分布（矢印
B）し，さらにその右上のα/β相界面（矢印C）が直線
上に並んでいる。これは，α/α相粒界面と，隣接する
α相内で転位の集積を引き起こし，その先のα/β相界
面が連動してすべることを示唆しており，界面が連動・
協調してすべる超塑性の変形機構のBall & Hutchinson
モデル11）, 12）にあたるものと考えられる。
　また，破断部近傍におけるβ相には相対的に塑性ひず
みが集中しており，α相よりも大きな変形を受けている
ことが示唆され，α/β相界面のすべりに引きずられる
形で変形を受けたものと考えられる。 
　なお，いずれの条件においても破断部近傍を含む試験
片全長において目立った空洞の形成は観察されなかっ
た。

図10  825℃引張試験片の（a）つかみ部および（b）破断部近傍におけるフェーズマップを重ね合せたKAMマップ
Fig.10  KAM map superimposed on phase map at (a) grip area and (b) fracture tip area in 825℃ test specimen

図 9  825℃引張試験片の（a）つかみ部および（b）破断部近傍における逆極点図マップ
Fig. 9  Inverse pole figure maps of alpha phase at (a) grip area and (b) fracture tip area in 825℃ test specimen
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むすび＝汎用のTi -6Al -4Vとほぼ同等の強度を有する
ニアα型チタン合金Ti -2Al -1Sn -1Fe -1Cu -0.5Cr -0.3Si

（Ti -2111S）の特性試験を行った結果，以下のことが分
かった。
　 1 ）チタン合金を熱間と冷間で一方向に圧延する場

合，α＋β型チタン合金では，T texture成分が
残るのに対して，ニアα型合金は，純チタンに近
い（0001）αがほとんどTD-splitに集積する傾向
を示し，比較的面内異方性の少ない薄板の製造が
可能である。

　 2 ）Ti -6Al -4V合金板よりも比較的低い850℃以下の
温度で良好な超塑性変形を示す。

　今後，実機規模でコイルを製造してその性能を検証
し，航空機部材をはじめとする様々な用途への適用を試
みる考えである。
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まえがき＝チタンおよびチタン合金は比強度に優れるこ
とから航空機用部材に広く用いられている。なかでも，
β域で鍛造されたTi -6Al -2Sn -4Zr -6Mo （Ti -6246）合
金は強度靭性（じんせい）バランスに優れ，航空機エン
ジンのディスク部材などの重要回転体に用いられてい
る。重要回転体は高い機械的特性が要求されることに加
え，その損傷が重大事故を引き起こすことから，とくに
高い信頼性が要求される。例えば，窒素などの侵入型元
素が濃化したハードαなどの欠陥がチタン合金鍛造材内
部に存在すれば早期の疲労損傷を引き起こすことか
ら 1 ），欠陥形成を防ぐために製造管理を徹底すると同時
に，超音波探傷による内部欠陥検査を実施する。
　超音波探傷検査は，欠陥から反射する超音波信号を元
に内部欠陥のサイズなどを判断するが，チタン合金鍛造
材は材料組織に起因して発生する後方散乱信号（以下，
材料ノイズという）が大きく，微小欠陥から生じる信号
が材料ノイズに埋もれてしまうことによって微小欠陥信
号の検出が妨げられ，超音波探傷検査が難しいことが知
られている 2 ）。
　そのため，超音波探傷性に優れたチタン合金鍛造材を
提供するためには，チタン合金鍛造材から発生する材料
ノイズを予測し，それを抑制するために材料組織を制御
することが必要である。これまでに，チタン合金におけ
る材料ノイズの発生挙動に及ぼす組織の影響について，
様々な基礎検討がなされている 3 ）～ 8 ）。チタン合金をβ
域から比較的遅い速度で冷却した場合，板状の一次αが

形成される。その厚さはミクロンオーダであるが，隣接
して配列する板状一次αは同一の結晶方位を有し，数百
ミクロン以上の粗大なコロニー組織を形成し得る。
　超音波は弾性定数（伝播する音速）の異なる境界面で
反射するが，α相チタンの結晶構造は六方晶で弾性異方
性が強いため，コロニー組織など，異なる結晶方位を有
する領域（“マクロゾーン”などとも称されるが，これ
らの領域も含めて本稿では“コロニー組織”という）の
境界面が超音波の反射源となり得る。これまでに，
Gintyらが平坦（へいたん）なコロニー組織の境界面が
強い反射源になること 3 ），また，Panettaらが伸長した
コロニー組織が材料ノイズの異方性の原因になること 7 ）

を報告している。さらに，音響の後方散乱理論を基に，
組織から発生する材料ノイズ強度を予測する試みがなさ
れている 9 ），10）。
　このように，チタン合金の材料ノイズ発生にかかわる
基礎的な挙動が明らかになっているが，実鍛造材は複雑
形状をなし，その内部に形成される組織は均質ではな
い。また，超音波探傷検査の際，入射信号のフォーカス
条件や角度条件などに様々な条件を用いて探傷すること
を鑑みると，実鍛造部材の材料ノイズ予測は困難であっ
た。そこで，工業的に適用可能な材料ノイズの予測技術
構築を目的に，種々の鍛造圧下率により組織形態を変化
させたTi -6246合金のβ鍛造材を用いて材料ノイズ発生
に及ぼす組織の影響を検討し，FEM解析による検証を
試みた。本稿においてその概要を報告する。

チタン合金の鍛造プロセス設計のための超音波探傷性の
予測技術
Technique for Predicting Ultrasonic Detectability in Process Designing of 
Titanium Alloy Forgings

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（論文）

Critical rotating parts such as aircraft engine disks require high reliability and therefore are subjected 
to ultrasonic testing. Titanium alloy forgings, however, are known to generate backscattering signals 
that are attributable to their microstructure, which hinders the detection of the signals from defects. 
In order to provide titanium alloy forgings with excellent ultrasonic flaw detectability, Kobe Steel is 
developing a technique for predicting the backscattering signals attributable to the microstructure of the 
forgings deformed in β region. A study was conducted to correlate the ultrasonic signals generated from 
microstructures of β-forged titanium alloys, and a verification was made by FEM analysis. The results 
indicate that the colony-microstructure, aggregates of primary α-platelets, provokes the backscattering 
of ultrasonic waves. It has been revealed that the prediction using a microstructural model based on 
the shape and thickness of β-grains tends to agree well with the experimental results. The findings are 
applicable to the process design of titanium alloy forgings with excellent flaw detectability.
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1 . 実験方法

　実験では，βトランザスが約965℃のTi -6246合金ビレ
ットを用い，β単相域に加熱後，一軸のアップセット鍛造
を行い，パンケーキ状鍛造材を得た。圧下率は 0 ％，
33%，50%，67%，および83%の 5 条件とし，圧下率が
67%までの条件は，鍛造材の形状がおよそ直径200mm，
厚さ60mmとなるように圧下率条件に応じて形状の異な
る初期素材を準備した。圧下率83%の条件のみは，アッ
プセット鍛造時の素材の座屈を防ぐ目的で圧下率67%と
同じ形状の初期素材を用いたため，鍛造材形状はおよそ
直径280mm，厚さ30mmである。鍛造は恒温鍛造で行
い，所定圧下率のアップセット鍛造の後，室温までファ
ンによる強制空冷を行った。その後，溶体化処理と，時
効処理を施し，組織観察と超音波探傷試験を行った。
　組織観察は光学顕微鏡を用い，鍛造材の中心と外周を
直線で結んだ中間位置で，厚さ中央部を観察し，観察面
は鍛造方向と半径方向に平行な断面とした。鍛造と同じ
熱履歴のみを加えた場合（圧下率 0 %），等軸のβ粒が
認められる（図 1 ）。その粒界には連続で直線的な粒界
αが形成され，β粒の内部には板状一次αが形成されて
いる。鍛造を施すことでβ粒の形状は等軸から扁平（へ
んぺい）に変化し，圧下率の増加に伴って扁平なβ粒の
厚さが薄くなる（図 2 ）。また，連続した直線的な粒界 αは分断されて不連続な形態に変化し，また，いずれの

鍛造材にも10～100μm程度の長さの板状一次αがβ粒
内に形成されている（図 3 ）。
　このような組織を有するそれぞれの鍛造材から直方体
形状の試験片を切り出し，超音波探傷試験に供した。圧
下率が67%までの鍛造材からは53mm（半径方向）×
56mm（半径方向）×53mm（鍛造方向）の，圧下率
83%の鍛造材からは53mm（半径方向）×56mm（半径
方向）×26mm（鍛造方向）の試験片を図 4 に示す位置
から切り出した。
　超音波探傷試験には，平均周波数が 5 ，10，15MHz
の フ ラ ッ ト 探 触 子 を 用 い， そ れ ぞ れ20dB，30dB，
40dBの条件で，水浸法にて試験面に対して垂直方向に
パルス波を送受信し，表面エコーと第 1 底面エコー間の
信号を評価した。送受信方向は鍛造方向に平行方向と垂
直方向の 2 条件とし，今回の探傷では減衰補正を行わな
かった。さらに，FEMベースの弾性波解析によって実
験結果の検証を行った。

2 . 実験結果と考察

2. 1　鍛造材から発生する材料ノイズ
　周波数 5 MHzの探触子で鍛造方向に平行方向の探傷
により受信した超音波信号のプロファイルを図 5 に示
す。本実験では，欠陥を含まない鍛造材を評価している
ため，図中に明示する表面エコー（Surface echo）と第
1 底面エコー（Bottom echo）との間が材料組織から生
じた信号，つまり材料ノイズである。本図では複数回の
測定で得たデータから算出した二乗平均平方根値（RMS
値）を図示している。材料ノイズは圧下率 0 %の場合に
は厚さ方向全域で小さい（図 5（a））が，圧下率が高く

図 1  加熱履歴のみ加えた圧下率 0 %のTi-6246合金の光学顕微鏡組織
Fig. 1  Optical microstructure of Ti-6246 specimen without deformation

図 2 	 β鍛造を施したTi-6246合金の光学顕微鏡組織（圧下率（a）
33%，（b）50%，（c）67%，（d）83%）

Fig. 2 	 Optical microstructures of Ti-6246 specimens deformed 
above β transus (reduction in height of (a) 33%, (b) 50%, (c) 
67% and (d) 83%)

図 3 	 β鍛造を施したTi-6246合金の光学顕微鏡組織（高倍率）（圧
下率：（a）33%，（b）67%）

Fig. 3 	 Higher magnified optical microstructures of Ti-6246 
specimens deformed above β transus (reduction in height of 
(a) 33% and (b) 67%) 

図 4  超音波探傷用試験片の採取位置
Fig. 4 	 Location of specimens excised from forgings for ultrasonic 

inspection
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なるに従って急激に大きくなる傾向が認められる。ま
た，試験片の厚さ方向に一定ではなく中央付近で最大値
を示し，あたかも欠陥があるかのようなピークを示す

（図 5 （d）, （e））。
　つぎに，図 5 に示すプロファイルを基に，表面エコー
と第 1 底面エコーの中間位置で全体の25%の区間の信号
強度を平均化し，各鍛造材の平均材料ノイズとした。周
波数10MHzと15MHzでの測定プロファイルからも同様
に求め，鍛造圧下率による変化を図 6 に整理した。材料
ノイズの強度は鍛造時の圧下率と，探傷時の周波数に強
く依存することが明らかである。つまり，周波数が
10MHzと15MHzで探傷した場合，材料ノイズは圧下率
の増加に伴って圧下率が83%まで単調に増加するが，こ
れに対して，周波数が 5 MHzの場合には，圧下率67%
までは単調に増加してピークを示し，さらなる圧下率の
増加に伴って材料ノイズの減少が認められる。
　つぎに，材料ノイズの異方性を検討するため，周波数
5 MHzで鍛造方向に垂直の方向に探傷を行った。その
結果を図 7 に示す。鍛造方向と平行な方向の探傷とは異
なり，圧下率条件にかかわらず発生する材料ノイズが非
常に小さいことが分かる。つまり，材料ノイズの強度は
探傷方向に強く依存し，とくに圧下率67%近傍の条件に
おいて，その異方性が顕著となることが明らかとなっ
た。
2. 2　材料ノイズの支配組織因子
　等軸の結晶粒組織から発生する材料ノイズは等方的で
ある一方で，細長く伸びた結晶粒組織から発生する材料
ノイズには異方性が認められることが報告されてい
る 6 ）， 7 ）。さらに，伝播する超音波を横切る広い界面が
存在する場合に大きな材料ノイズが発生することが報告
されている 7 ）。図 1 および図 2 に示したとおり，圧下率
0 %と33%の鍛造材には等軸もしくはだ円形状のβ粒が
形成しているのに対して，圧下率67%と83％の鍛造材に
は扁平なβ粒が形成されている。図 6 に示したように，
圧下率の増加に伴って急激な材料ノイズの増加が認めら
れたが，これはβ粒の形状変化とおおむね一致する。こ
のことから，等軸なβ粒が鍛造により扁平に変化するこ
とで，超音波の伝播方向に垂直で広く平坦な粒界面を持
つβ粒が多く形成され，大きな材料ノイズが発生すると
考えられる。鍛造方向に垂直な方向には，圧下率条件に
かかわらず，伝播する超音波を横切る方向にβ粒の広く
平坦な粒界面はほとんど形成されない。このため，鍛造
方向に垂直な方向から探傷した場合には，圧下率に依存
せず材料ノイズが小さかった図 7 の実験結果とも傾向が
一致する。このように，材料ノイズの強度変化はβ粒の
形状変化と良く対応している。ただし，今回用いたTi -
6246合金は室温でα相が約75%を占めるα＋β二相合金
である11）。β鍛造によりβ粒が変形した後の冷却過程で
板状一次αが形成され，その面積率は，その後の溶体化
処理温度に依存するが，約50%を占める11）。そのため，
板状一次αの同一結晶方位の集合体であるコロニー組織
が超音波の後方散乱を引き起こす主な組織因子と考えら
れる。コロニー組織の形状とサイズは，β鍛造とその後

の冷却過程で決まる。本稿では詳細を示していないが，
冷却条件をほぼ一定とした場合，コロニー組織の形状と
サイズは板状一次α形成前のβ粒の形状と強い相関を有
すると考えられ，材料ノイズの強度変化がβ粒の形状変
化と良く対応したと考えられる。
　以上の結果から，Ti -6246合金のβ鍛造材において，

図 6 	 鍛造方向に平行方向の探傷により発生する超音波ノイズに
及ぼす圧下率の影響（周波数： 5 MHz，10MHz，15MHz）

Fig. 6 	 Influence of reduction in height on average RMS noise levels 
at frequencies of 5 MHz, 10MHz and 15MHz

図 7  超音波ノイズに及ぼす圧下率と探傷方向の影響（周波数：5 MHz）
Fig. 7  Influence of reduction in height and direction of ultrasonic 

inspections on average noise levels

図 5 	 超音波探傷試験（周波数： 5 MHz）による受信信号プロファ
イル（圧下率（a）0 %，（b）33%，（c）50%，（d）67%，（e）83%）

Fig. 5 	 RMS signal profiles of ultrasonic inspections at frequency of 
5 MHz (reduction in height of (a) 0 %, (b) 33%, (c) 50%, (d) 
67%, (e) 83%)
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広く平坦な粒界面を有する扁平なβ粒が形成されること
で，同様に鍛造方向に垂直方向に広がった境界面を有す
るコロニー組織が形成され，大きな材料ノイズが発生す
ると考えられる。この考えを基にすると，平坦なβ粒の
粒界面形成に必要な圧下率以上に鍛造を施した場合に
は，圧下率条件にかかわらず大きな材料ノイズが発生す
ると考えるべきであるが，周波数 5 MHzの探傷にて生
じた材料ノイズは圧下率67％でピークを示し，それ以上
の圧下にて減少が認められることから，材料ノイズの発
生はβ粒の粒界面形状のみでは単純に説明できず，他の
因子を考慮しなければならないことを示している。
　材料ノイズのピークは周波数 5 MHzの探傷でのみ観
察され，周波数10MHzと15MHzの探傷では認められな
かった実験結果に着目すると，この現象は探傷に用いる
超音波の波長に依存していると考えられる。Gigliottiら
は 8 ），α＋β域で鍛造したTi -6242合金に対して超音波
探傷性を評価し，超音波の後方散乱の原因となるコロニ
ー組織のサイズと超音波の周波数の影響を検討してい
る。すなわち，一般的な鍛造材には粒径10μm程度の一
次α粒の集合体であるコロニー組織が残存し大きな材料
ノイズが発生するが，特殊な超微細化プロセスにてコロ
ニー組織を十分に微細化した鍛造材では，材料ノイズが
大きく低減すると報告しており，超音波の波長（周波数
5 MHzの場合は1,200μm）に対してコロニー組織を相
対的に十分小さくすることで超音波の散乱メカニズムが
変化する注）ためと実験データを基に考察している。本
実験で認められた材料ノイズの強度変化もGigliottiらの
報告 8 ）と同じメカニズムによると考えられ，数値解析
を用いた検証を行った。
2. 3　数値解析による検証結果
　高圧下率の鍛造材に認められた扁平なβ粒組織に形成
される板状一次αのコロニー組織の形状はβ粒の形状と
厚さに相関すると仮定し組織のモデル化を行った。つま
り，扁平なβ粒組織と同様に平坦な境界面を有するコロ
ニー組織が形成するとし，この組織を模擬するため，無
限長の直線状粒界が平行に配列した図 8 の多層粒界モ
デルを用い，粒界の垂直方向から超音波を送受信した。
隣り合う直線状粒界に挟まれた領域をコロニー組織とみ
なし，粒界の平均間隔（コロニー組織の平均厚さに相当）
は25，50，100，200，400μmの 5 条件を検討し，平均
間隔から±10%の範囲でランダムな間隔の粒界を配列さ
せた。
　コロニー組織を形成するα相のチタン内の超音波の音
速は結晶方位に依存し，六方晶の底面の法線方向に平行
に伝播した場合に最大速度を，法線方向に垂直に伝播した
場合に最小速度を示す。文献により値が異なるが，それぞ
れ6,332m/sと6,003m/s 13），並びに6,014m/sと5,494m/s 14）

という報告がある。ここでは，平均6,000m/sに対して
± 5 %の範囲のランダムな値を各コロニー組織内の音速

に用いて解析を行った。解析結果の一例を図 9 に示す。
図には送信波，第 1 底面エコー，および多層粒界モデル
部から発生した材料ノイズを示している。今回の多層粒
界モデルにて図 5 に示す実験結果と類似のプロファイル
が得られることが分かる。
　このような解析結果を基に，実験結果と同様の手順で
平均の材料ノイズを求め，平均粒界間隔と超音波の周波
数に対して整理した結果を図10に示す。発生する材料
ノイズの強度は粒界間隔に依存し，いずれの周波数条件
においてもピークを示す。平均粒界間隔の減少は圧下率
の増加に対応するが，材料ノイズ強度が単調に増加する
のではなくピーク値を示し，その時の平均粒界間隔が周
波数の増加つまり波長の減少に伴い短間隔側にシフトし
ていることが特徴的である。今回検討した平均粒界間隔
の範囲で最大値400μmからの減少に伴い認められる材
料ノイズ強度の増加は，後方散乱源である粒界の数密度
増加のためと考えられる。一方，ピークよりも間隔の短
い条件範囲では，粒界の数密度の増加にもかかわらず材

図10	 超音波ノイズの予測値に及ぼす平均粒界間隔の影響（周波
数： 5 MHz，10MHz，15MHz）

Fig.10	 Influence of mean boundary distance on average noise levels 
predicted at frequencies of 5 MHz, 10MHz and 15MHz

図 9 	 多層粒界モデルの数値解析で得られた信号プロファイル
（周波数： 5 MHz，平均粒界間隔：400μm）

Fig. 9 	 Signal profile obtained by FEM analysis for multi-layered 
model (frequency: 5 MHz, mean distance between boundaries 
(dm) : 400μm)

図 8  多層粒界モデルの模式図
Fig. 8  Schematic of multi-layered model

脚注）	 コロニー組織サイズが波長に比べて十分小さい場合には
Rayleigh散乱12）が支配的であるが，そのサイズが波長に近づ
くにつれ，Stochastic散乱12）の寄与が加わると考察している。
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料ノイズ強度が減少する。これはGigliottiらが報告した
とおり 8 ），ピークを境に散乱メカニズムが変化している
と考えられ，波長に対して粒界間隔が相対的に小さくな
ることで粒界の後方散乱限としての作用が弱くなるため
と考えられる。波長の短い高周波条件ではピークを示す
平均粒界間隔が短間隔側にシフトしており，上記の考え
方と定性的に一致している。ここで，図 6 の結果におい
て周波数が10MHzと15MHzの探傷では材料ノイズにピ
ークが認められなかった。これは，周波数が 5 MHzで
は，波長が1,200μmであることに対して，10MHzと
15MHzではそれぞれ600μmと400μmと波長が短いため
である。したがって，83%よりも大きな圧下率で加工を
行い，β粒の厚さ，すなわちコロニー組織の厚さを小さ
くすることでピークを示すと考えられる。
　以上の結果から，チタン合金のβ鍛造材の材料ノイズ
はβ粒の形状と厚さに強く影響を受けることが明らかと
なった。これは，材料ノイズ強度は鍛造初期の結晶粒径
と鍛造ひずみ量で予測できることを示している。この知
見を基に鍛造プロセス設計技術を高度化することで材料
ノイズを抑制し，信頼性を向上させたチタン合金のβ鍛
造材を製造可能になると考えている。
　鍛造プロセス設計のコンセプトを図11に示す。まず，
変形解析により鍛造材内部の結晶粒形状を予測する。こ
の情報に基づき，本稿で示した超音波にかかわる数値解
析のモデルを作成し，所定条件の探傷で発生する材料ノ
イズ強度を予測する。これらの解析はFEMをベースと
しており，工業的に適用可能な計算負荷で実施可能なこ
とが特徴である。
　なお，本稿では触れていないが，超音波の伝播中の減

衰などの影響を考慮することも可能であり，鍛造材内部
の材料ノイズ強度を精度良く予測可能と考えている。あ
わせて，所望の機械的特性を得るプロセスウィンドウの
情報を加味することで，超音波探傷性と機械的特性に優
れるチタン合金鍛造部材を製造可能になると期待してい
る。

むすび＝超音波探傷性に優れたチタン合金のβ鍛造材を
提供可能とするために，Ti -6246合金のβ鍛造材を対象
に，材料ノイズの発生挙動と組織の相関を検討した。そ
の結果，材料ノイズの強度はβ粒の形状と厚さ，および
超音波の波長と強い相関が認められ，FEMベースの数
値解析にて現象を検証できることが明らかとなった。こ
れは，材料ノイズの強度を鍛造初期の結晶粒径と鍛造ひ
ずみ量で予測できることを示している。この技術を活用
して鍛造プロセス設計技術を高度化することにより，材
料ノイズを抑制したチタン鍛造材を製造可能になること
が期待される。
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Fig.11	 Concept of process design for titanium forgings with 
excellent flaw detectability
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まえがき＝粉末冶金法を利用した焼結部品は生産性に優
れ,部品形状の自由度が高いことから，近年，複雑な形
状の部品に広く用いられるようになってきた。鉄系の焼
結部品は，主原料である鉄粉に副原料である黒鉛や銅，
有機成分を添加した混合粉を金型に充填し，プレス機で
成形することで製造している。
　混合粉では主に，鉄粉と比較的比重差の大きい黒鉛粉
との間で，ハンドリング時に容易に偏析が生じ，ホッパ
排出時の副原料成分の不均一化による品質のばらつき，
流動性の悪化に起因した充填重量のばらつきや生産性の
低下を引き起こす。したがって，均質な焼結部品を製造
するためには混合粉の成分偏析が抑制されることに加
え，充填重量が安定していることが重要である。
　そこで当社では，従来の黒鉛偏析防止粉セグレスより
もさらに高い流動性を有し，連続成形における充填重量
の安定性に優れる「黒鉛偏析防止粉KFセグレス」を開
発したので本稿でその特性を紹介する。

1 . 新しい黒鉛偏析防止処理手法の検討

　焼結部品に使用する混合粉の黒鉛の偏析を抑制するた
めにこれまで，接着性能に優れた高分子樹脂や潤滑剤な
ど種々の有機物をバインダとして用いる方法が提案され
ている 1 ）～ 3 ）。
　そうしたなか当社では，黒鉛の偏析防止と高充填性と
を両立させることを目的として，鉄粉と黒鉛との間に作
用する分子間力や静電気力，液架橋力などの付着力を増
大させることによって黒鉛を鉄粉に付着させ，かつ流動
性を阻害する因子である粉体間で生じる内部摩擦力 4 ）

を低減させることで金型への充填性を向上させる方法を
種々検討した。

　まず，黒鉛の性状が鉄粉への付着力に及ぼす影響を定
量化するために，単位質量あたりの黒鉛の表面積を平均
粒径の 2 乗で除した値をここでは「改質度」と定義し，
黒鉛性状を表す指標とした。改質した各種黒鉛の改質度
を算出して鉄粉への付着率を測定した結果，図 1 に示す
ように黒鉛の改質度が増加するにつれて鉄粉への付着力
が大きく改善されることが分かった。
　また，混合方法については，従来のV型ブレンダを用
いた対流混合から撹拌（かくはん）翼を備えた混合機を
用いた高速せん断混合に変更することで，混合時の高い
せん断力の付与により付着力が高まることを明らかにし
た。
　最適な黒鉛性状（改質度）と混合方法による効果の組
合せにより，バインダを使用することなく黒鉛の鉄粉へ
の付着力を向上させることができ，従来の黒鉛の偏析防
止処理と同等の効果を得ることが分かった。また，高い
接着性をもつバインダを使用する従来の黒鉛偏析防止粉
と比較して，粉体間の内部摩擦力が低減されることも確
認された。

連続成形での重量ばらつきを低減した黒鉛偏析防止粉KFセグレス
Segregation-free Powder, "KF-SEGLESS," with Reduced Weight Variation 
during Continuous Compaction

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

Conventional iron-based sintered parts that are made of mixtures of iron powder, graphite powder, 
copper powder and additional ingredients such as lubricant have problems, including the segregation 
of the mixture ingredients and insufficient fillability. To deal with such problems, Kobe Steel 
commercialized SEGLESS, which is treated so as to prevent the segregation of graphite. This paper 
introduces the properties of another segregation-free powder, KF SEGLESS, having excellent die-
fillability and improved filling-weight stability during continuous compaction, which are the results of 
suppressing friction among powder particles while retaining the conventional segregation-prevention 
performance.
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図 1  改質度と黒鉛付着率の関係
Fig. 1  Relationship between reforming degree and adhesive graphite
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　このコンセプトに基づき黒鉛偏析防止粉KFセグレ
スを開発した。単純混合粉（Premix），従来セグレス

（SEGLESS），およびKFセグレス（KF－SEGLESS）の
鉄粉と黒鉛の混合状態の概略図を図 2 に示す。

2 . KFセグレスの特性評価方法

2. 1　供試材の作製
　KFセグレスは，当社純鉄粉アトメル300Mに2.0mass％
Cu，0.8mass％改質Gr，および0.75mass％潤滑剤（エチ
レンビスアマイド）を配合した。また比較材として，同
配合の単純混合粉と従来セグレスを作製した。
2. 2　粉体特性評価
　供試材の黒鉛偏析防止効果の評価について，当社独自
の黒鉛付着率評価試験機を用いて黒鉛付着率の測定を行
った。また，見掛け密度と流動度は，JIS Z 2504および
JIS Z 2502に基づき，ホールフローメータで測定した。
　ホールフローメータによる流動度の測定結果だけで
は，実際のホッパ排出性や金型に充填される際の流動性
を評価するには十分でない。そこで今回，当社独自で開
発した流動性評価方法 5 ）～ 9 ）である「金型充填性」を評
価した。さらに，粉体間に作用する内部摩擦力を評価し
た。以下にこれらの評価手法について説明する。
2. 2. 1　黒鉛付着性評価手法
　鉄粉への黒鉛の付着性評価は，図 3 に示した黒鉛付着
率評価試験機を用いて実施した。メンブレンフィルタ

（網目10μm）を取り付けた漏斗状ガラス管（内径
16mm，高さ100mm）に25gの混合粉末を入れ，ガラス
管の下方よりドライエアを0.8L／minの速度で20分間通
気し，次式によって黒鉛付着率（％）を求めた。
　黒鉛付着率（％）＝ ドライエア通気後の炭素量（g）
　　　　　　　÷ ドライエア通気前の炭素量（g）
　　　　　　　× 100
ここで，混合粉末中の黒鉛の主成分である炭素の重量を
炭素量（g）とした。
2. 2. 2　金型充填性評価手法
　粉末成形時のシューボックス（粉末供給箱）から金型
キャビティへの充填性の評価は，図 4 に示した金型充填
性評価試験機を用いた。金型キャビティ内に充填された
粉末の重量をキャビティの断面積で除した値を充填度と
定義して評価した。
2. 2. 3　粉末の内部摩擦力評価手法
　内部摩擦力の評価として，「JIS Z 8835」に基づき，
せん断試験機（㈱ナノシーズ社製，NS-S200）を用いて
内部摩擦角を測定した。

　試験は図 5 に示すように，上下に 2 分割可能な容器に
粉末を充填し，上方から鉛直荷重を加えることで粉体層
を形成させる。この粉体層下半部に水平方向荷重を加え
て移動させたときにせん断面に生じるせん断応力と垂直
応力を測定する。本試験では各試料に対して 3 種類の荷
重によって測定し，垂直応力（横軸）とせん断力（縦軸）
の関係で表した場合の近似直線が横軸となす角度である
内部摩擦角（図 6 ）を算出した。

図 3  黒鉛付着性評価試験機
Fig. 3  Apparatus for evaluating graphite adhesion property

図 4  金型充填性評価試験機
Fig. 4  Apparatus for evaluating die filling characteristics

図 5  せん断試験
Fig. 5  Shearing test of powder bed

図 2  単純混合粉と従来セグレスおよびKFセグレスの概略図
Fig. 2  Concept of Premix, SEGLESS, and KF-SEGLESS

図 6  内部摩擦角の測定
Fig. 6  Measurement of internal friction angle
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2. 3　圧粉体特性評価
　フローティング方式の金型を用い，成形圧力490MPa，
588MPa，および686MPa によって供試材を円柱形（φ
25×20mm）に成形し，粉末の圧縮性を示す圧粉体密度
を測定した。
　またJPMA-P11-1992（金属圧粉体のラトラ値測定方法）
に基づき，上記と同様の成形圧力条件でφ11.28×10mm 
の圧粉体を作製し，圧粉体の成形性評価方法の一つであ
るラトラ値を測定した。
2. 4　焼結体特性評価
　焼結体特性を測定するために，外径30mm，内径10 
mm，高さ10mmの円筒形成形体を490MPa，588MPa，
および686MPaの成形圧力で成形し，プッシャ式焼結炉
でN2-10vol％H2 雰囲気下1,120℃×20minで焼結処理を実
施した。得られた焼結体の金属組織および機械特性（圧
環強度，表面硬さ）を測定した。
2. 5　連続成形テスト評価
　連続成形プレスでの重量ばらつきを確認するために，
機械式100トンプレスにより圧粉体密度が6.8g/cm3，
φ30×10mmの圧粉体を400個連続して成形した。なお，
プレス成形の速度（shot per minute: spm）は毎分11個
で重量フィードバック制御は行わなかった。得られた圧
粉体の重量を測定し，圧粉体重量の安定性を評価した。

3 . KFセグレスの特性評価結果と考察

3. 1　粉体特性
　表 1 に各混合粉末の粉体特性を示す。KFセグレスは
従来セグレスと同等の黒鉛付着率を示した。
　また流動性の指標である流動度および金型充填性が良
好であり，内部摩擦角についてもKFセグレスは従来セ
グレスよりも小さい結果が得られた。図 7 に示すように
内部摩擦角と金型充填性には相関が得られ，KFセグレ
スは内部摩擦角が小さいため，金型充填性をはじめとす
る流動性の改善につながったと考えられる。
3. 2　圧粉体特性
　図 8 に圧縮性評価，図 9 に成形性評価の結果を示す。
KFセグレスの成形体密度およびラトラ値は，いずれの
成形圧力においても単純混合粉や従来セグレスと同程度
であることが分かった。したがって，黒鉛性状の改質に
よる圧縮性や成形性への影響はないといえる。
3. 3　焼結体特性
　図10に焼結体の金属組織，図11および図12にそれぞ
れ焼結体密度と圧環強度および表面硬さとの関係を示
す。黒鉛の表面性状を改質したKFセグレスの金属組織
は単純混合粉や従来セグレスと同等であり，強度や硬さ
も同等であった。
3. 4　連続成形テスト
　図13，図14，および図15に連続成形による重量のば
らつきを示す。単純混合粉の標準偏差（σ）は1.04であり，
最大値と最小値の差（R）は5.3であった。これに対して
従来セグレスはσが0.40，Rが2.4であり，重量ばらつき
が低減された。さらにKFセグレスはσが0.31，Rが1.8と
単純混合粉のおよそ 1 / 3 まで低減が確認できた。

表 1  KFセグレスの粉体特性
Table 1  Powder properties of KF-SEGLESS

図 9  圧粉体密度とラトラ値の関係
Fig. 9  Relationship between green density and rattler value

図10  焼結体の金属組織
Fig.10  Microstructures of sintered compacts

図 8  成形圧力と圧粉体密度の関係
Fig. 8  Relationship between compacting pressure and green density

図 7  内部摩擦角と金型充填性の関係
Fig. 7 	Relationship between internal friction angle and die 

fillability
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　また，重量ばらつきと内部摩擦角の関係を調べたとこ
ろ，図16に示したように内部摩擦角と重量ばらつきに
相関が見られた。黒鉛の偏析防止処理を施している従来
セグレスやKFセグレスは単純混合粉に比べて内部摩擦
角が小さく，金型への充填性が向上したことによって重
量ばらつきが低減したと考えられる。また，その低減傾
向は従来セグレスよりもKFセグレスの方が大きく，こ
れは添加した黒鉛性状を改質したためと考えられる。

むすび＝本稿では，従来の黒鉛偏析防止性能に加えて，
金型への充填性を高めたことにより，連続成形時の重量
安定性が向上した黒鉛偏析防止粉KFセグレスの特性を
紹介した。
　KFセグレスは黒鉛性状を改質したことにより，従来
品に比べて粉体中の内部摩擦力が小さく，金型への充填
性が高まる。このため，複雑形状部品への適用が期待さ
れる一方，連続成形による重量ばらつきの抑制効果によ
る成形品の不良品率低減が見込まれる。
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図13  単純混合粉の成形体重量ばらつき
Fig.13  Green weight variation of Premix

図11  焼結体密度と圧環強度の関係
Fig.11	Relationship between sintered density and radial crushing 

strength

図16  内部摩擦角と重量ばらつきの関係
Fig.16	Relationship between internal friction angle and weight 

variation

図15  KFセグレスの成形体重量ばらつき
Fig.15  Green weight variation of KF-SEGLESS

図14  従来セグレスの成形体重量ばらつき
Fig.14  Green weight variation of SEGLESS

図12  焼結体密度と表面硬さの関係
Fig.12  Relationship between sintered density and hardness
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まえがき＝粉末冶金法は複雑形状部品の大量生産に適し
ていることから，自動車部品をはじめとする機械構造部
品に広く用いられ，ネットシェイプ生産を目標とした多
くの取り組みがなされている。
　しかしながら，鉄系焼結部品の製造方法であるプレス
成形と焼結による工法ではプレス成形可能な形状に制約
があり，近年の高い寸法精度要求を満たすため，多くの
部品で矯正加工や切削加工が施されているのが実情であ
る。また，一軸成形プレスの加圧軸方向に対して直角方
向の段差を有する部品（例えば二段スプロケット）や加
圧軸方向の細径穴を有する部品など，一軸成形プレスで
は製造困難な部品，あるいはプレス成形は可能であって
も金型の耐久性向上やダイセット構造の簡素化を図りた
い部品に対しては，切削加工を前提とした設計が行われ
ている。部品によっては切削加工費が焼結部品製造コス
トの20%に達するものもあり，被削性改善による低コス
ト化が鉄系焼結部品において大きな課題の一つとして重
要性を増している。
　当社はこれまで，鉄系焼結部品の被削性を大幅に改善
するCa系被削性改善添加剤 "KS-100X" を開発し 1 ）, 2 ），
自動車の燃費性能向上デバイスとして普及の進む可変バ
ルブタイミング機構部品などに採用されている。
　本稿では，ますます高まる種々の被削性改善要望に応
えるため，一層の改良を行ったCa系被削性改善添加剤 
"KSシリーズ" の特性について報告する。

1 . Ca系被削性改善添加剤による工具保護機構

　Ca系被削性改善添加剤による工具保護機構はつぎの
ように説明される。すなわち，切削中に酸化した工具中
のTi化合物と，保護膜成分となる酸化物が結合し，Ti複
合酸化物を生成する。この酸化物を介して工具面に形成

される付着物（ベラーグ）が保護膜となって，被削材と
切削工具間の拡散摩耗が抑制されると考えられている 3 ）。
　このような反応が進行するために必要な熱エネルギー
は，切削加工中の工具刃先温度上昇が供給源となる。工
具に含まれるTi化合物が大気中で酸化するには，工具刃
先温度がTi化合物の酸化開始温度以上になることが必
要であり，TiNの例では823K以上が必要との報告があ
る 4 ）。このためKS-100Xでは，中低速の切削加工よりも，
工具刃先温度が上昇する高速切削加工で顕著な被削性改
善効果が得られる。

2 . 新設計Ca系被削性改善添加剤の特徴

　被削性は，付着物が工具表面に生成する温度，位置，
量，付着物自体の物性により変化する。これらのことを
基に添加剤の成分設計を行った。開発した添加剤（KS
シリーズ）の特徴を表 1 に示す。
　KS-100Xに対して，KS-200XとKS-300Xではともに，
工具表面への付着物形成を促進する元素を添加し，前者
は低速切削から付着物が生成することを主眼に，後者は
高速切削時に少量の添加でも多量の付着物が形成される
設計とした。その結果，KS-200Xは低速のドリル穿孔
から高速旋削まで幅広い切削加工に対応し，KS-300X
は高速切削加工で優れた工具摩耗量低減効果を発現す
る。KS-500Xは，薄く，強固で，工具の偏摩耗抑制に

被削性改善添加剤"KS"シリーズの展開
Advanced Machining Enhancer "KS" Series

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

Although net-shape production is one of the goals of powder metallurgy, a number of sintered parts 
undergo sizing, coining and machining to achieve the tight tolerance required. A calcium-based 
machining enhancer, KS-100X, developed by Kobe Steel, has successfully reduced the machining 
cost while achieving excellent productivity in high-speed machining. Further study has led to the 
development of three new machining enhancers namely: i) an enhancer that  does an excellent job of 
preventing tool wear even during low-speed machining, ii) an enhancer that reduces the tool wear to a 
third of that achieved by KS-100X, and iii) an enhancer that is excellent in dealing with post-machining 
surface roughness. This paper introduces the performance of these three newly developed enhancers.
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表 1  開発したCa系被削性改善添加剤の特徴
Table 1  Features of developed machinability enhancers
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効果的な付着物層を形成させ，優れた表面粗さが得られ
る設計とした。

3 . 新設計Ca系被削性改善添加剤の特性

3. 1　評価方法
　当社製純鉄粉アトメル300Mに，2 mass%の銅粉と，
0.8mass%の黒鉛粉，および表 1 に示す量の添加剤を内
数（主原料，副原料および添加剤の合計が100重量部と
なる配合率）で配合した。プレス成形用の潤滑剤として，
市販の粉末冶金用潤滑剤を外数（前記配合合計を100重
量部とおき，その外の配合率）で0.75mass%配合し，供
試粉とした。試験片は，金型プレス成形により外径
64 mm，内径24mm，厚さ20mm，成形体密度7.00g/
cm3のリング状に成形し，10vol%H2 -N2 雰囲気下で1,130
℃×30minの焼結を施して製作した。一部の評価につい
ては，鉄系焼結部品の被削性改善添加剤として広く知ら
れているMnS粉末0.5mass%を内数添加した材料を同様
の手順で調製し，比較材とした。
　外周旋削試験は，上記リング状試験片10個を冶具によ
り棒状に締結し，サーメット工具（TNGG160404または
SNGN120408） を 用 い て 切 込 t ＝0.5mm， 送 り f ＝0.1 
mm/rev，切削速度V＝100～220m/min，乾式の条件で
行った。ドリル穿孔試験は，TiCNコーティングを施し
たφ 5 mmハイスドリル，17.5mm止り穴，送り f＝0.1  
mm/rev，切削速度V＝10，40m/min, 乾式の条件で行
った。
3. 2　機械的強度への影響
　鉄系焼結部品は機械構造用部品に適用されるため，強
度の低下を招くことなく良好な被削性を発現することが
求められる。図 1 に焼結後の圧環強さ（JIS Z 2507）と
見掛けの表面硬さ（JIS Z 0202）を示す。MnS粉末の添
加は，無添加材と比較して強度低下が顕著であるのに対
し，KSシリーズは無添加材に近い強度が得られる。こ
れは，MnS添加による被削性改善が，比較的多量の添
加剤によって切りくず分断性とすべり性を付与しつつ，
構成刃先を形成することによるものであるのに対し，
KSシリーズの被削性向上は，少量の添加で工具表面に

付着物層を形成し，被削材と工具の直接接触を抑制する
ことによるものであるため，焼結阻害が少ないことによ
ると考えている。
3. 3　KS-200Xの被削性
　各種添加剤を用い，距離1,148mの旋削加工を行った
とき，および90穴穿孔加工を行ったときの工具摩耗量と
切削速度の関係をそれぞれ図 2 および図 3 に示す。旋
削粗加工（V＝100 m/min前後）や小径油穴のドリル穿
孔（V＝10m/min前後）などの中低速切削加工ではKS-
100Xは無添加材と同等であり，工具摩耗抑制効果が得
られないことが分かる。 一方，MnS添加材は中低速加
工では良好な工具摩耗抑制効果を発現するものの，工具
刃先温度の上昇により構成刃先が消失する高速切削では
効果が低下する。KS-200Xは，低速から高速まで幅広
い切削速度で良好な工具摩耗抑制効果を発現し，速度依
存性が小さいことが分かる。
　走査型電子顕微鏡で観察した旋削加工後の工具すくい
面の反射電子線像（上段）および特性X線像（下段）を
図 4 に示す。KS-200X添加材では添加剤成分がすくい
面全体に付着し，工具が健全な状態に保たれていること
が分かる。低速切削においても付着物が生成して工具を
保護することにより，従来添加剤では困難であった幅広
い切削速度において工具摩耗を抑制することが可能とな

図 1 	 被削性改善添加剤の圧環強度および表面見掛硬さにおよぼ
す影響

Fig. 1 	Influence of machinability enhancer on R.C.S and apparent 
surface hardness of sintered specimen

図 3  KS -200X添加材のドリル摩耗量への影響
Fig. 3  Influence of KS -200X on tool wear at drilling

図 2  KS -200X添加材の旋削工具摩耗量への影響
Fig. 2  Influence of KS -200X on tool wear at turning
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る。したがって，例えば高速旋削加工と小径穴のドリル
穿孔の両方を必要とする焼結部品の製造に適すると考え
ている。
3. 4　KS-300XとKS-500Xの被削性
　KS-100X添加材は，実際の自動加工ラインにおいて
工具交換頻度が数分の一に低減するなど，効果がユーザ
に認知されている。工具交換は，切削代が多い場合は工
具摩耗量により，また美麗な仕上げ面が求められる場合
は面粗さにより決定される。各交換基準に対して，KS-
300Xは工具摩耗量低減を，KS-500Xは面粗さ改善を主
眼において設計されている。一例として，加工速度
V=160m/minで外周旋削を行ったときの切削距離と工
具摩耗量，および表面粗さの関係をそれぞれ図 5 ，図 6
に示す。KS-100Xに対して，KS-300X添加材は工具摩
耗量の基準を40μmとした場合に 3 倍，面粗さ基準を 6
μmとした場合に 2 倍の被削性が得られる。一方，KS-
500X添加材は，KS-100Xと同等の工具摩耗進行である
ものの，良好な被削材面粗さが得られ，面粗さ基準（Rz）
を 6μmとした場合に 3 倍の寿命を示す。
　この理由について，種々の観察結果を基に考察する。
工具すくい面を走査型電子顕微鏡で観察した反射電子線
像および特性X線像を図 7 に示す。KS-100X添加材の付
着物は，反射電子像およびCaの特性X線像よりクレータ
の外周部への付着が観察されるが，工具のコーナ部，逃
げ面の稜線付近への付着は明瞭ではない。工具摩耗量の
少ないKS-300X添加剤では，クレータ部のほぼ全体が

付着物により覆われており，工具中に含まれるTiおよび
被削材のFeの付着がわずかに見られる程度である。こ
のことから，KS-300XはKS-100Xよりも付着物の形成
に優れ，工具と被削材との直接接触が少ないことにより

図 4  旋削加工後の工具すくい面の付着物観察
Fig. 4  Rake face images after turning

図 7  旋削加工後の工具すくい面付着物観察
Fig. 7  Rake face images after turning

図 6  KS-300XとKS-500Xの被削材表面粗さ
Fig. 6  Surface roughness of machined works

図 5  KS-300X添加材とKS-500X添加材の工具摩耗量
Fig. 5 	Influence of new machining enhancer KS-300X and KS-500X 

on tool wear
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摩耗が抑制されたものと考えられる。一方，KS-500X
の付着物形成状態は，KS-100Xのそれと明確な違いは
見られず，工具摩耗の進行にほとんど差が見られなかっ
たことと一致する。
　つぎに，被削材の表面粗さの差異について検討するた
め，使用後の工具を三次元測定した結果を図 8 に示す。
KS-300Xでは，工具すくい面の走査電子顕微鏡観察で
も見られたように付着物が多量に生成しているため，初
期工具形状に対してすくい面が盛り上がっている。これ
に対してKS-500Xでは，ごくわずかな摩耗が見られる
もののほぼ平坦（へいたん）である。また今回使用した
工具にはホーニングが施されているが，KS-500Xでは
稜線の偏摩耗が少なく初期形状を維持している。また，
被削材の加工面を光学顕微鏡で観察した結果（図 9 ）を
見ると分かるように，KS-100XおよびKS-300Xでは黒
色点状のムシレ傷が見られるのに対して，KS-500Xで
はほとんど見られない。これらのことから，KS-500X
では薄く，強固な付着物によって工具の偏摩耗が少な
く，初期形状を長時間に渡り維持できることで良好な表
面粗さが得られているものと考えられる。

むすび＝鉄系焼結部品の被削性向上を目的に，Ca系添
加剤の組成を検討した。その結果当社は，複雑な加工内
容・加工条件の組合せであり，かつ要求特性も多様であ
る切削加工に対し，種々の被削性改善要望に応えるCa
系被削性改善添加剤を開発した。高速切削で多くの実績
を持つKS-100Xに加え，低速から高速まで幅広い切削
加工条件に対応するKS-200X，工具摩耗が少なく加工
数向上が期待されるKS-300X，加工肌が美麗なKS-
500Xにより，切削加工コストの低減を図り，焼結部品
の競争力強化に貢献できるものと考える。
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Fig. 8  Results of 3 D measurements of used tool

図 9  被削材加工面の光学顕微鏡像
Fig. 9  Optical microscope images of machined surfaces
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まえがき＝自動車用トランスミッションには通常，クロ
ム鋼（SCr）やクロム・モリブデン鋼（SCM）などの溶
製鋼を浸炭焼入れした歯車（以下，浸炭焼入れ溶製鋼歯
車という）が多く使用されている。一方，焼結鋼を浸炭
焼入れした歯車（以下，焼結浸炭焼入れ歯車という）は，
溶製鋼よりも面圧疲労強度が低いためにほとんど実用化
されていない。
　しかしながら従来の研究で，低合金鋼粉アトメル
46F4H（0.5 mass％Ni -1.0 mass％Mo）（以下，46F4Hと
いう）を用いた歯車を粉末鍛造し，溶製鋼と同等の真密
度で浸炭すれば，浸炭焼入れ溶製鋼歯車と同等の疲労特
性を示すことが明らかにされている 1 ）。 
　そこで本開発では，低コスト化 2 ）を目的に46F4Hを
用い，粉末鍛造のようにワーク全体を真密度（7.8 g/
cm3）まで上げずに7.4～7.5 g/cm3の高密度焼結体を作製
した。これを歯車形状に加工した後，転造加工により歯
部表面層部のみを緻密化し，さらに浸炭焼入れすること
によって焼結浸炭歯車を作製した。
　この焼結浸炭歯車の疲労強度を評価した結果，歯元曲
げ疲労強度および面圧疲労強度において，浸炭焼入れ溶
製鋼歯車に匹敵する荷重負荷能力を有することを確認し
た 3 ）～ 5 ）。さらに，転造加工ではなく汎用性のあるショ
ットピーニング加工を行った場合の焼結浸炭歯車の特性
についても同様の密度で強度評価を行った。その結果，
溶製鋼と同等の疲労強度であることを確認した 6 ）。
　本稿では，46F4Hを原料としたブランク材から歯車を
作製し，さらに転造加工およびショットピーニング加工
を行った焼結浸炭歯車の特性について報告する。

1 . 46F4Hの概要

1. 1  46F4Hの特長
　46F4Hは，水アトマイズ製法により製造した0.5 mass％
Ni -1.0 mass％Mo組成をもつ完全低合金鋼粉（以下，プ
レアロイ粉という）であり，その焼結部品は，均質な金
属組織を得ることができる。粉体特性を表 1 に示す。
　46F4Hの合金元素および組成は，①圧縮性が高い，②
耐酸化性に優れ，焼結部品に一般的に多く使用される酸
素ポテンシャルの高いエンドサーミックガス（RXガス）
雰囲気中でも使用が可能，③靱性が良い，④切削加工性
が良い，⑤寸法精度が良い，などの項目を留意して合金
成分の最適化が図られている 7 ）。
　とくに，フェライト硬化能が大きいNi含有量を抑えた
ことにより，プレアロイ粉にも関わらず純鉄粉（アトメ
ル300M）と同等の圧縮性を示すことが大きな特長とな
っている（図 1 ）。
1. 2　疲労強度特性
　当社の製品である高強度浸炭焼結材用プレアロイ粉

（Ni -Mo系およびMo系）に0.3mass%黒鉛粉を混合して
作製した浸炭焼入れ焼結鋼の回転曲げ疲労強度（焼結体
密度7.0 g/cm3），および二円筒式面圧疲労強度（焼結体
密度7.3 g/cm3）を表 2 に示す。回転曲げ疲労強度の焼
結条件はN2雰囲気で1,120℃（1,393 K）×1,800 s，浸炭条

焼結浸炭歯車に適用したNi-Mo系プレアロイ粉「46F4H」
Ni-Mo Pre-alloyed Powder "46F4H" Applicable to Carburized Sintered Gear

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

In order to increase the applicability of sintered parts in automobiles, sintered materials with high 
fatigue strength must be developed. In this study, 46F4H (0.5Ni-1.0Mo) pre-alloyed steel powder was 
sintered into gears, each having densities varying, by location, from 7.4 g/cm3 to 7.5 g/cm3 against the 
true density of 7.8 g/cm3. Their surfaces were densified by rolling, which resulted in a tooth bending 
fatigue strength and rolling contact fatigue strength equal to or higher than those of wrought steel 
(SCM415) gears. Shot peening, as an alternative for rolling, also has achieved comparable tooth bending 
fatigue strength for similar densities. This study has shown that the sintered gears, based on 46F4H, 
with their teeth rolled for surface densification or shot-peened to increase their residual stress, can 
provide fatigue strength comparable to that of wrought steel, even without powder forging.
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表 1  46F4Hの粉体特性
Table 1  Powder properties of 46F4H
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件 は，920℃（1,193 K）×3,600 s（CP:0.8），850℃（1,123 K）
×3,600 sでの油焼入れ，200℃（473 K）×3,600 sでの焼戻
しであり，回転曲げ疲労強度および二円筒面圧疲労強度
は，1.0×107サイクルを疲労限としている。
　表 2 の結果から，46F4Hの疲労特性は，回転曲げ疲労
強度が425 MPa，二円筒疲労強度が1.55 GPaであり，い
ずれも他のNi -Mo系およびMo系プレアロイ粉よりも高
い値を示す。そのため従来，46F4Hは焼結粉末鍛造の研
究に用いられており8 ）, 9 ），真密度まで高めれば，回転曲
げ疲労は溶製鋼SCMと同等となる（図 2 ）。また，面圧
疲労強度においては密度7.5 g/cm3以上では溶製鋼SCM
と同等であることが分かっている（図 3 ）。
　以上のことから本開発では，高圧縮性で浸炭材の疲労
強度の高い46F4Hをベースにした鉄粉を駆動系歯車の原
料として適用できないか検討した。

2 . 焼結転造浸炭歯車の特性

2. 1　試験条件
　試験材は，46F4Hに0.3 mass%の天然黒鉛粉（平均粒
径 5μm）を加えた混合粉を用いた。ブランク材（φ70
×15 mmもしくはφ90×25 mm）は，金型に潤滑剤を塗
布し，油圧式500 tプレスを用いて 3 条件の圧粉体密度

（7.3 g/cm3，7.4 g/cm3，7.5 g/cm3） 狙 い で 成 形 し た。
焼結はプッシャ式焼結炉で1,120℃（1,393K）×3,600 s，
N2 -10%H2雰囲気で行った。
　焼結されたブランク材から平歯車形状（モジュール 3 ，
圧力角20°）に歯切加工し（ホブ切り），表面転造を行っ
た後，浸炭焼入れした。転造は㈱ニッセー製プランジ式
転造装置10）を用い（図 4 ），転造量は片側歯減少量で
150μm（工具押し込み量1.2 mm）の条件で実施した。
浸炭焼入れ条件は，ガス浸炭930℃（1,203 K）×7,200 s

図 3  46F4H-0.3Cの二円筒式面圧疲労強度
Fig. 3  Two roller type rolling strength of sintered 46F4H-0.3C

図 2  46F4H-0.3Cの回転曲げ疲労強度
Fig. 2  Rotating bending fatigue strength for sintered 46F4H-0.3C

図 1  46F4H/300Mの圧縮曲線
Fig. 1  Compression curve of 46F4H/300M

図 4  ニッセー製プランジ式転造装置外観
Fig. 4  Plunge type rolling device (Nissei corporation)

表 2  Ni-Mo系およびMo系プレアロイ浸炭材疲労強度
Table 2  Fatigue strength of Ni-Mo and Mo pre-alloyed sintered steel powders
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（CP：0.8％），焼戻し160℃（433 K）×7,200 s（大気中）
とした。試験歯車の外観を図 5 に示す。
　曲げ疲労試験は油圧式パルセータ11）を用い，荷重繰
返し数Nが 5 ×106を超えても歯が破断しないときの荷
重をもって曲げ疲労限度荷重とした。また，面圧疲労試
験は動力循環式運転試験機12）を用いて行い，荷重繰返
し数が1.5×107を超えても損傷面積が 2 ％に達しないと
きの荷重をもって疲労限度荷重とした。
　面圧疲労試験は，焼結歯車を駆動側とし，相手歯車に
溶製鋼SCM420歯車を使用した。試験歯車は全て同一条
件で浸炭焼入れした後，粗さ最大高さがRz＜ 2 mmとな
るよう歯面研削を実施した。各試験に使用した歯車条件
を表 3 に示す。
　焼結体密度7.5 g/cm3の歯車に対しては，歯元の歯幅
中央部における空孔分布，表面硬さ，および残留応力を
測定した。空孔分布の解析は，歯車断面のSEM観察（エ
ッチングなし）を行った後，画像解析により空孔率を算
出した。残留応力は，リガク製PSPC型微小X線測定装
置を用いてsin2Ψ法で行い，電解研磨により深さ方向の
残留応力分布を測定した。
2. 2　試験結果と考察
2. 2. 1　疲労強度試験結果
　図 6 に歯元曲げ疲労試験の結果を示す。縦軸に，会
田・寺内式13）によって求めた歯元すみ肉部応力σt をと
り，横軸に荷重繰返し数Nをとっている。比較のために
参照材であるSCM415（0.15C-1.0Cr -0.2Mo-0.7Mn）浸
炭焼入れ溶製鋼歯車の値も併記した。歯元曲げ疲労強度

（N：5.0×106）は，焼結体密度7.5 g/cm3の転造歯車（7.5RC）
が1.23 GPa，7.4 g/cm3の転造歯車（7.4RC）が1.30 GPa

となり，焼結体密度7.4 g/cm3以上であればSCM415浸炭
焼入れ溶性鋼歯車の1.0 GPaと同等以上の疲労強度を有
する結果となった。
　図 7 に面圧疲労試験の結果を示す。溶製鋼のヤング率
およびポアソン比を用いて計算したヘルツ応力σHを縦
軸にとり，荷重繰返し数Nを横軸にとっている14）。比較
のためにSCM415浸炭焼入れ溶製鋼歯車のS -N曲線も併
記した。面圧疲労強度（N：1.5×107）は，7.5 g/cm3転
造歯車（7.5RC）が2.14 GPa，7.4 g/cm3転造歯車（7.4RC）
が2.17 GPaとなり，曲げ疲労強度と同様に，焼結体密度
7.4 g/cm3以上であればSCM415浸炭焼入れ溶製鋼歯車の
2.0 GPaと同等以上の疲労強度を有することを確認した。
2. 2. 2　空孔分布と金属組織
　曲げ疲労試験に用いた焼結体密度7.5 g/cm3の歯車に

表 3  試験に用いた焼結歯車の主な仕様
Table 3  Specifications of tested sintered gears

図 5  試験歯車の外観
Fig. 5  Appearance of tested gear

図 7  46F4H焼結歯車の面圧疲労試験結果
Fig. 7  Results of surface durability tests for 46F4H sintered gears

図 6  46F4H焼結歯車の歯元曲げ疲労試験結果
Fig. 6  Results of tooth bending fatigue tests of 46F4H sintered gears
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ついて，未転造歯車（7.5C）と転造歯車（7.5RC）の歯
形断面の比較を図 8 に示す。転造加工を行うことによ
り，歯先から歯元まで歯形全体にわたり深さ約 1 mmの
表面層の空孔が減少し，緻密化されている。さらに，歯
面（Pitch点付近）および歯元（Root）の歯車表面から
2.0 mm深さまでの範囲を0.5 mm幅×0.25 mm深さごとに
画像処理を行い，各深さでの空孔の面積率から求めた深
さ方向の空孔分布を図 9 に示す。転造により，表面から
0.5 mm深さまでは，Pitch点付近，歯元ともに空孔率が
2 ％以下と低くなっていることが分かる。
　また図10は，曲げ疲労試験に用いた焼結体密度7.5 g/
cm3の歯車の歯元部ミクロ組織（ナイタールエッチング）
を示す。転造加工の有無にかかわらず，粒界酸化が見ら
れず，どちらも同様のマルテンサイトが観察された。
2. 2. 3　硬さ分布
　曲げ疲労試験に用いた焼結体密度7.5 g/cm3の歯車に
おける，歯面表面から2.5 mm深さまでの硬さ分布を図
11に示す。転造加工の有無にかかわらず，有効硬化層

（550 Hv）の深さは0.5 mm以上であり，全硬化層深さは
約1.5 mmであった。図12に歯面表面のC濃度分布を示
す。C濃度のピークは，転造加工の有無にかかわらず表
面から0.1 mm付近にあり，大きな差は見られなかった。
転造加工材の表面層の硬さが未転造加工材より若干高い
のは，転造により表面層の密度が高くなったためと考え

図10  焼結歯車のミクロ組織比較
Fig.10  Microstructures at root of sintered gears

図11  焼結歯車表面の硬さ分布
Fig.11	Distributions of hardness near surface of sintered gears for 

tooth bending fatigue tests

図 8  焼結歯車断面の空孔比較
Fig. 8  Porosities in sintered gears (cross-sectional views)

図 9  曲げ疲労試験用焼結歯車の表面付近空孔分布
Fig. 9  Distributions of porosity near surface of sintered gears for 

bending fatigue tests

図12  焼結歯車表面のC値分布
Fig.12	Distributions of C values near surface of sintered gears for 

tooth bending fatigue tests



神戸製鋼技報/Vol. 66 No. 1（Sep. 2016） 65

られる。
2. 2. 4　残留応力分布
　曲げ疲労試験に用いた焼結体密度7.5 g/cm3の歯車を
対象に，表面から深さ100μmまでの歯元歯筋方向の圧
縮残留応力を測定した結果を図13に示す。転造加工し
た歯車の圧縮残留応力は未転造歯車よりも高く，深さ
5μm程度のところにピークが存在している。さらにそ
の圧縮残留応力値は800 MPa以上あり，ショットピーニ
ング加工した浸炭焼入れ溶製鋼歯車と同等であった15）。
転造加工した歯車の圧縮残留応力が高い理由はつぎのよ
うに考えられる。すなわち，転造加工で焼結体内部に存
在する数十ミクロンの空孔が潰れることによって表面の
密度が高くなり，内部との密度差が生まれる。さらに，
転造後の浸炭焼入れによって高密度部分（金属含有が多
い）の熱処理ひずみが大きくなり，表面近傍の圧縮残留
応力が大きくなったためである。また，残留オーステナ
イト量を測定した結果，転造歯車が10.8％，未転造歯車
が13.2％と差がなかった。
　2.2.1～2.2.4項の結果より，転造加工歯車の疲労強度が
高い理由は，転造により表面付近の欠陥（空孔）が減少
したこと，それに伴って表面付近の硬さが若干高くなる
ことに加え，高い圧縮残留応力が付与されたためと考え

られる。
2. 2. 5　歯面損傷観察
　図14は面圧疲労試験に用いた焼結体密度7.4 g/cm3の
転造歯車の損傷例であり，損傷歯面における歯形方向断
面のSEM写真を示す。これらの写真から，歯面の損傷
形態は空孔や内部が起点となるスポーリング破壊ではな
く，表面からき裂が生じ進展するピッチング損傷である
ことが分かった16）。すなわち，損傷形態は溶製鋼歯車と
同様であることから，本焼結転造歯車は従来の転造加工
しない焼結歯車とは異なり，溶製鋼歯車と同等以上の疲
労強度を有することと矛盾しない。

3 . 焼結浸炭ショットピーニング加工歯車の特性

3. 1　試験条件
　転造加工試験と同様の手法で46F4Hを原料とした焼結
体密度7.5 g/cm3の歯車を作成し，転造を行わず浸炭焼
入れ処理のみを行った。つづいて，直径φ0.6 mm，硬さ
700Hvのショット粒を用い，アークハイト：0.5 mm狙い，
カバレージ：300％以上，ショット圧： 4 kgf/cm2，投射
距離：170 mmの条件で20 rpmの速度で回転させたター
ンテーブルに歯車を置き，投射時間：45 sでエアーノズ
ル式のショットピーニング（以下，SPという）加工を
行った。このSP加工後の歯車を対象に歯元曲げ疲労強
度を評価した。
　また，面圧疲労試験に適用する歯車に対しては，歯面
の平滑化を目的とし，上記のエアーノズル式ショットピ
ーニにグに続いて，2 次加工としてインペラ式のSP加工

（粒子：φ0.6mm，硬さ：700 Hv，速度：20 m/s×20 min，
ターンテーブル回転速度：20 rpm）を行った。さらに，
ウレタン+砥石材によるホーニング加工（研削量＜
0.01 mm）もしくは，グライディングよる歯面研削（研
削量：150μm）を行った。
3. 2　試験結果と考察
3. 2. 1　歯元曲げ疲労試験結果
　図15に，密度7.5 g/cm3（7.5SP），7.4 g/cm3（7.4SP），の
焼結浸炭焼入れ後にSP加工した歯車の歯元曲げ疲労強
度の結果を示す。浸炭焼入れしたSCM415溶製鋼歯車，
および転造後に浸炭焼入れした焼結歯車7.5RCも併記し
た。SP加工した歯車の歯元曲げ疲労強度（N：5.0×106）
は，7.5SPが1.18 GPa，7.4SPが1.0 GPaとなりいずれの密
度であっても，SP加工しないSCM415浸炭焼入れ溶性鋼
歯車の1.0 GPaと同等以上の疲労強度であった。
　図16にSP加工歯車の圧縮残留応力測定結果を示す。
いずれの密度においても圧縮残留応力のピーク値は
1,200～1,400 MPaであり，転造材の約1.75倍であった。
緻密化を行わなくても残留応力だけで疲労強度が向上す
ることを確認した。
3. 2. 2　歯面平滑化と面圧疲労試験結果
　前項で評価したSP加工歯車の歯面の粗さは歯面研削
と比較して大きい（粗い）ため（Ra：1.47μm，Rz：7.42μm），
面圧疲労試験に不適であることが分かった。そこで，密
度7.5 g/cm3のSP加工した歯車の歯面を平滑化するため
に， 2 次加工として低速SP加工を行い，その後，ホー

図13  焼結歯車表面の圧縮残留応力分布
Fig.13	Distributions of compressive residual stresses near surface of 

sintered gears

図14  転造浸炭焼結歯車の損傷例
Fig.14  Photographs of damaged sintered gears
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ニグ加工（7.5 2SP -H）もしくは，歯面研削（7.5 2SP -
G）を実施した。表 4 にそれぞれの加工条件と歯面粗さ
を示す。
　図17にSP加工歯車の面圧疲労試験結果を示す。浸炭
焼入れしたSCM415材と転造浸炭した7.5RCを併記した。
面圧疲労強度（1.5×107）は，ホーニング加工歯車（7.5 
2SP -H）が1.97 GPa，歯面研削加工歯車（7.5 2SP -G）
が2.11 GPaとなり，歯面研削加工歯車が溶製鋼歯車と同
等以上の疲労強度であった。
3. 2. 3　考察
　図18，19にそれぞれ，各平滑化した歯車の表面の圧縮
残留応力分布および硬さ分布を示す。7.5 2SP -Gは，
7.5 2SP -Hに比べて圧縮残留応力は減少し，最表面の硬
さも低いにもかかわらず，面圧疲労強度が大幅に向上し
ている。これより，粗さの改善が面圧疲労強度向上に大
きく寄与していることが分かる。
　また，7.5 2SP -Gを焼結転造浸炭歯車（7.5RC）と比較

すると，表面硬さは図11に示した転造歯車の硬さと同等
であり，残留応力も転造歯面の残留応力（－830 MPa：
別途測定）とほぼ同等であった。このことも面圧疲労強
度向上の要因の一つであり，その結果，溶製鋼歯車に匹

表 4  SP加工した焼結歯車の表面粗さ
Table 4  Surface roughness of SP sintered gears

図19	 2 段SP加工＋平滑化した焼結歯車表面近傍の硬さ分布
Fig.19	Hardness distributions near surface of SP gears for 

durabilityt tests

図18	 2 段SP加工＋平滑化した焼結歯車表面近傍の圧縮残留応力
分布

Fig.18	Distributions of residual compressive stresses near surface of 
SP gears for durabilityt tests

図17  2 段SP加工+平滑化した焼結歯車の面圧疲労試験結果
Fig.17  Results of surface durability tests for 46F4H SP gears

図16  SP加工した焼結歯車表面の圧縮残留応力分布
Fig.16	Distributions of residual compresive stresses near surface of 

sintered SP gears 

図15  SP加工した焼結歯車の歯元曲げ疲労試験
Fig.15  Results of tooth bending fatigue tests for 46F4H SP gears
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敵する面圧疲労強度が得られたと考えられる。なお，こ
れら影響因子の詳細なメカニズムの解析を行うにはさら
に調査が必要である。
　以上より，SP加工歯車が高い面圧疲労強度を確保す
るためには，硬さと表面粗さと残留応力のバランスを考
慮した歯面の平滑化が必要と思われる。

むすび＝本開発結果のまとめを以下に示す。
（ 1 ）0.5mass％Ni -1.0mass％Moプレアロイ粉（アトメル

46F4H）の密度7.4 g/cm3以上の焼結転造浸炭歯車
は，歯元曲げ疲労強度1.0 GPa以上（N：5 ×106），
面圧疲労強度2.0 GPa以上（N：1.5×107）であり，浸
炭焼入れ溶製鋼（SCM415）と同等の疲労強度であ
ることを確認した。

（ 2 ）歯車材質調査の結果，焼結転造歯車はPitch点付近
で 1 mmまで緻密化されていた。また，表面近傍の
圧縮残留応力は800 MPaとなり，溶製歯車のショッ
トピーニング加工と同等レベルであった。

（ 3 ）焼結転造歯車は溶製鋼と同様に，表面がき裂の起点
となるピッチング損傷であり，内部から生じるスポ
ーリング破壊ではないことが歯面損傷の断面観察に
よって分かった。

（ 4 ）汎用性のあるショットピーニング加工を検討した結
果，焼結歯車の歯元曲げ疲労強度はショットピーニ
ングしない溶製鋼と同等であった。また，密度
7.5 g/cm3の焼結歯車の歯面に対しては，平滑化を
行うことによって溶製鋼と同等の面圧疲労強度を得
ることができた。

　以上により，ここで開発した手法によってアトメル 
46F4Hを用いて作製した焼結歯車は，粉末鍛造のように
ワーク全体の密度を上げなくても，浸炭焼入れ前の歯面
の転造加工による部分的な緻密化もしくは浸炭焼入れ後
のショットピーニング加工により高い圧縮残留応力を付

与することで，溶製鋼と同等の疲労強度が得られること
が明らかになった。
　実用化に向けて，さらに高密度化成形が適用できる材
料や成形方法の開発，様々な歯車形状に適用するため
に，転造や浸炭加工条件の最適化を行ってゆく必要があ
る。
　最後に，本開発において開発当初から転造技術や歯車
評価をご指導いただいている諏訪東京理科大学竹増光家
教授と鳥取大学小出隆夫教授に感謝の意を表す。
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まえがき＝電磁気部品に対しては，省エネルギー・低環
境負荷の観点から高効率化，そして省スペースの観点か
ら小型化が求められている。電磁気部品の鉄心には従
来，電磁鋼板を積層したコアが用いられているが，積層
構造のため異方性を持つこと，および形状に制約がある
ことから小型化には限界があった。
　一方で，粉末を固めて製造する圧粉磁心には異方性が
ないうえに，形状の制約も少ないことから小型化が期待
されている。実際，ハイブリッド車の昇圧リアクトルに
はFe-Si系合金粉末の圧粉磁心が採用された 1 ）。さらに，
再生可能エネルギー普及促進政策の一環で太陽光発電に
対する助成制度が開始されたことに伴い，太陽光発電シ
ステムの需要増とともに，発電システムに用いられる部
品の小型・高効率化を目的とする圧粉磁心の実用化が進
んでいる。
　圧粉磁心原料として用いられる純鉄粉は，合金粉と比
べて圧縮性が高く，飽和磁束密度が大きいため，さらな
る部品小型化の可能性がある。また，粒子が柔らかく成
形性が良いため，コア製造工程において扱いやすい特長
を持つ。しかしその一方で，鉄損すなわちエネルギーロ
スを低減することが課題であった。
　そこで，純鉄系圧粉磁心の鉄損を低減することを目的
に，粉末粒子径が鉄損に及ぼす影響について調査した。
それらの調査を通じて得られた知見やこれまでに開発し
た被膜技術，結晶粒制御技術を活用することにより，従
来の純鉄粉と比較して鉄損を約30%改善し，Fe-Si系合
金粉末の一部に匹敵する鉄損特性となる「マグメル
MH20D」を開発した。マグメルMH20Dは太陽光発電の
パワーコンディショナ用リアクトル原料として採用され
た。

1 . 純鉄系圧粉磁心の課題と開発のアプローチ

　磁心材料に求められる特性は，高磁束密度および低鉄
損である。前述のとおり，純鉄粉による圧粉磁心は，合
金粉末と比較して磁束密度は高いものの，鉄損が大きい
ことがデメリットである。鉄損は，主として渦電流損と
ヒステリシス損から構成される。渦電流損は磁化の変動
によって発生する渦電流によるジュール損失であり，ヒ
ステリシス損は磁性体を磁化させる際に生じるエネルギ
ー損失である。図 1 にそれぞれの支配因子を示す。圧粉
磁心は，粒子表面にコーティングされた絶縁被膜によ
り，部品全体に流れる粒子間渦電流を抑制できる。しか
し高周波域においては，渦電流損失全体の割合が増加す
るため，粒子間だけでなく粒子内に流れる渦電流も抑制
する必要が生じる。合金粉末は，添加元素によって電気
抵抗を大きくすることによって粒子内渦電流を抑制して
いる。一方，純鉄粉の場合は，成分元素によって電気抵
抗を制御することは困難である。このため，粒子径を小
さくし，渦電流の流れる範囲を小さくすることによって

高周波用圧粉磁心の低鉄損化
Dust Core with Low Core-loss for High-frequency Applications

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（技術資料）

Dust cores produced by compacting insulation-coated powder allow a high degree of freedom in 
shaping and are expected to be useful for the downsizing of parts; however, they have issues of 
energy loss, or core loss. A study has been conducted on reactors and choke coils, which are used at 
relatively high frequencies, to improve their core-loss characteristics by focusing on the particle size 
of the powder. As a result, "MAGMEL MH20D" powder was developed by designing powder, taking 
into account, not only the magnetic characteristics, but also power characteristics, and by combining 
conventional techniques of heat-resistant coating and grain coarsening. The newly developed powder 
has improved the core loss, reducing it to 30% of that achieved by conventional products, and has been 
adopted for the reactors of solar-power systems.
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図 1  鉄損支配因子
Fig. 1  Control factors of iron loss
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粒子内渦電流を抑制することになる。しかし，粒子径の
減少は，ヒステリシス損増加の原因となる表面積の増加
を招くため，両者の影響の調査に基づく最適な粒径を得
ることが重要である。
　そこで，鉄粉粒子径が鉄損特性および粉体特性に及ぼ
す影響を調査することによって高周波数域においても低
鉄損を実現する最適な粒度について検討した。次章以降
では，その検討結果に基づいて高周波用途として開発し
た「マグメルMH20D」の特性を紹介する。

2 . 調査方法

　アトマイズ法による当社製純鉄粉をふるい分けによっ
て粗粒子を除去し，平均粒径（ふるい分けにより測定さ
れた粒度分布における積算値50%での粒径（D50））約30
～85μmの原料鉄粉を準備した。りん酸を主成分とする
処理液を用いてこれらの鉄粉の粒子表面に無機被膜を形
成させた後，シリコーン樹脂をコーティングすることに
より，無機－有機被膜による 2 層の絶縁コーティング鉄
粉を作製した 2 ）。粉末潤滑剤を塗布した金型にコーティ
ング処理した鉄粉を充填し，金型および粉末を303Kに
加熱し，1,176MPaの圧力でリング形状（外形φ45mm，
内径φ33mm，高さ 6 mm）に成形した。さらにこの成
形体を窒素雰囲気で873K，1.8ks保持して熱処理した。
熱処理後の試験片に対し，鉄損を測定するために50回の
1 次巻線と10回の 2 次巻線を，また，BHカーブを測定
するために400回の 1 次巻線と25回の 2 次巻き線を行っ
た。
　コーティング処理した粉末の流動度は，JIS Z 2502：
2012金属粉－流動度測定方法に従って測定した。リング
試験片のBHカーブは最大励磁磁場10kA/mにて測定し，
鉄損は励磁磁束密度を0.1Tとし，1 k～100kHzの間で周
波数を変えて測定した。

3 . 結果および考察

3. 1　鉄粉粒子径が磁気特性に及ぼす影響
　圧粉磁心の渦電流損は，部品全体を流れる渦電流によ
る粒子間渦電流損と，構成する粒子内を流れる粒子内渦
電流損から構成される（図 1 ）。粒子間渦電流損は鉄粉
粒子を絶縁コーティングすることで抑制できる。一方，
粒子内渦電流損は，粒子の大きさ，すなわち電流の流れ
る領域を変えることで制御できるが，同時に粒子の表面
積を変化させることになる。粒子表面積はヒステリシス
損に影響する因子の一つであるため，粒子径の影響は，
渦電流損とヒステリシス損の両方を考慮する必要があ
る。
　平均粒子径と鉄損の関係を調査した結果を図 2（a）
に示す。粒子径が小さくなるほど鉄損が減少することが
明らかになった。また，高周波になるほどその傾向は顕
著であった。鉄損の周波数依存性から渦電流損とヒステ
リシス損に分離した結果をそれぞれ図 2（b），（c）に示
す。渦電流損は鉄損と同様，粒子径が小さくなるにつれ
小さくなる一方で，ヒステリシス損は粒子径に対する変
化が小さいことから，鉄損の減少は渦電流損の減少によ

るものが支配的であることが分かった。
　つぎに，粒子径に対する保磁力の依存性を図 3 に示
す。保磁力は粒子径の減少とともに増加しており，粒子
径の減少，すなわち，粒子表面積の増加は磁壁移動を妨
げる要因となっていることが分かる。
　一般に，保磁力はヒステリシス損に比例することが知
られているが，図 2 で得られたヒステリシス損の粒子径
依存性と，図 3 で得られた保磁力の粒子径依存性の間に
は矛盾が生じている。これは，各特性測定時の励磁条件
を考慮することで説明できる。鉄損測定における励磁条
件は，励磁磁束密度が0.1Tである。一方で保磁力測定す
なわち直流磁気測定においては，励磁磁場10kA/mであ
る。これらの励磁条件を図 4 にBHカーブ上に示す。保
磁力測定における磁束密度は約1.4Tであり，鉄損測定の

図 2  粒子径と鉄損の関係
a）鉄損，b）渦電流損，c）ヒステリシス損

Fig. 2  Relationship between particle size and core loss
a) Core loss, b) Eddy current loss, c) hysteresis loss
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磁束密度とは大きく異なる。これは，磁壁の移動が異な
ることを意味し，鉄損測定時には磁壁はあまり移動しな
いが，保磁力測定時では飽和近くまで磁化するため，磁
壁は大きく移動する。磁壁移動が小さい場合，粒子内部
に存在する磁壁移動の妨げになる因子の影響が大きいと
考えられ，磁壁移動が大きくなるにつれ，表面の影響が
大きくなると考えられる。図 5 に異なる励磁条件におけ
る保磁力の粒子径依存性を示すとおり，励磁磁束密度
0.1Tの低い励磁条件においては，保磁力の粒子径依存性
は観察されなかった。
　以上のことから，対象としている励磁条件（0.1T程度）
においては，粒子径減少によるヒステリシス損の増加は
見られず，渦電流損低減の効果のみ観察されたと考えら
れる。
3. 2　鉄粉粒子径が粉体特性へ及ぼす影響
　粉末を扱ううえで流動性は，粉体の貯蔵やハンドリン
グ，金型への充填など，部品製造時の生産性に影響を及
ぼす重要な特性の一つである。一般的に，微粉ほど表面

積の割合が大きく付着凝集性が増し，流動性は悪化す
る。したがって，前節における渦電流損とのトレードオ
フの関係となる。ふるい分けにより粒子径を変化させ，
粒子径と流動性の関係を調査した結果を図 6 に示す。流
動度は粒子径が小さくなるとともに大きく（悪く）なり，
平均粒径30μmにおいては流動しなくなった。そこで実
用上，流動度計を流れる最小粒度として約50μmを採用
し，渦電流損と流動性の両立を図った。

4 . まとめ

　高周波・低磁束密度領域を対象に，純鉄粉の圧粉磁心
に適した粒子径を検討した。この検討結果を基に，従来
技術である高耐熱絶縁被膜技術 2 ）および粉末の結晶粒
粗大化技術 3 ）を活用することによって「マグメルMH20D」
を開発した。表 1 に熱処理体の特性，図 7 にマグメル
MH20DとFe-Si系合金粉末 4 ）との特性比較を示す。これ
らの複合技術により，純鉄粉の長所である高磁束密度を

図 4  BHカーブと励磁条件
Fig. 4  Excitation conditon

図 3  粒子径と保磁力の関係
Fig. 3  Relationship between particle size and coersivity

図 6  粒子径と流動度の関係
Fig. 6  Relationship between particle size and flow rate

図 5  粒子径と保磁力の関係
Fig. 5  Relationship between particle size and coersivity

表 1  「MH20D」を用いたコアの特性
Table 1  Properties of 'MH20D' core
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維持したまま，課題であった鉄損を約30%低減し，Fe-Si
系合金粉末の一部に匹敵する鉄損特性を得ることができ
た。本粉末は，太陽光発電のパワーコンディショナ用リ
アクトルに採用された。

むすび＝従来，電磁鋼板が使用されていた用途に対し
て，本材料によって純鉄粉の適用範囲を広げられること
が確かめられた。積層コアと比較すると，圧粉コアは打
抜き残材がないため歩留りが高く，低コスト・省資源に
貢献できる。また，合金粉末と比較すると圧縮性が高い
ため，コア成形圧力を約20～50%低減させることがで
き，エネルギーコスト削減にもなる。現状では太陽光発
電システムへの適用であるが，今後は，同様の昇圧回路
が使用されているインバータ（汎用，車載用）などへの
展開が期待される。
　
参　考　文　献
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図 7  各材料の特性比較
Fig. 7  Characteristic comparison of each material
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まえがき＝6061アルミニウム合金は，中強度高耐食性構
造部材として1954年にAA登録されて以来，車輌，船舶，
自動車などの構造部材で広く用いられている。構造部材
のなかでは，鍛造材は主として熱間加工ならびにその後
のT6処理からなる工程で製造される。熱処理型アルミ
ニウム合金の熱間加工材の機械的性質は一般に，熱間加
工時に形成される下部組織に大きく影響される。
　6061合金（代表成分値：Al-1.0Mg-0.6Si-0.3Cu-0.2Cr）
のT6処理材（ピーク時効処理材）のミクロ組織と特性
との関係を調べた結果では 1 ）～ 4 ），高温・低ひずみ速度
の条件で熱間鍛造するとミクロ組織は主として亜結晶粒
からなる微細粒回復組織となり，低温・高ひずみ速度の
条件で得られる再結晶組織に比べて降伏応力は大幅に高
くなった。また，破壊じん性に対応する切欠強度比や耐
粒界腐食性も高くなった。すなわち，合金成分の添加量
の増大ではなく，ミクロ組織を制御することによって，
高強度でかつ信頼性（耐食性や破壊じん性，疲労特性な
ど）の高い材料が得られることが分かった。
　材料開発者は，［組成・工程］と［材料特性］とを直
接結び付けて各種条件を組み合わせ,目標とする［材料
特性］が得られるまで延々と試験を進める傾向がある。
錬金術士と呼ばれるゆえんである。材料開発はやはり，

［ミクロ組織］を中心として進めることが重要と考える。
［組成・工程］－［ミクロ組織］－［材料特性］の関係のな
かで，［材料特性］の目標値を達成するために必須な［ミ
クロ組織］をまず明らかにし，つぎにその［ミクロ組織］
を形成させるために必要な［組成・工程］を明白にする
こととなる 5 ）, 6 ）。

　そこでここでは，熱間鍛造の温度ならびにひずみ速度
を大きく変化させて作製した供試材（T6処理材）を用
いて，供試材のミクロ組織，引張特性を調査し，［工程

（熱間鍛造条件）］と［ミクロ組織］，［ミクロ組織］と［材
料特性（引張特性）］との関係をまず整理した。つぎに，
これらの結果を用いて，供試材の微細粒回復組織による
強化機構，ならびに微細粒回復組織の形成機構を明らか
にした。

1 . 試験方法

1. 1　供試材
　試験に用いた6061合金の化学成分は，表 1 に示すよう
にAA6061成分規格範囲のほぼ中央値である。均質化熱
処理を行った後，鋳塊からφ60mm，高さ90mmの円柱
状の試料を作製した。その後，試料を再加熱し，軸方向
に高さ26mm（加工度71.1％）まで恒温鍛造（単軸圧縮）
した。鍛造条件を表 2 に示す。ここで，dは光学顕微鏡
の写真から測定した肉厚方向（ST方向）の結晶粒径で
ある。また，dLならびにdSは，SEM-EBSDの画像から
測定したST方向の粒径で，dLは大角の境界，dSは小角の
境界も含んだ粒径である。ρはTEM写真から測定した

6061アルミニウム合金鍛造品の機械的特性に及ぼすミクロ
組織の影響
Effect of Microstructure on Mechanical Properties of Forged 6061 Aluminum 
Alloys

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（論文）

The 6061 aluminum alloy is widely used for vehicles, vessels, land structures, etc., in medium-strength 
structural members having high corrosion resistance and fatigue properties. A study was conducted on 
the effect of hot-forging conditions on the proof strength and microstructure of the 6061-T6. Hot forging 
under a medium value of the Zener-Hollomon parameter promotes the sub-division of grains during 
forging, resulting in the formation of a fine-grained recrystallization structure. This structure is highly 
thermally stable and remains almost unchanged during solution treatment at high temperature. After 
T6 treatment, a worked structure with a small Schmid's factor has been obtained, realizing a material 
with high proof strength.
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表 1  供試材の化学成分
Table 1  Chemical compositions of 6061alloy specimen     (mass %)
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転位密度を示す。なお，それぞれの値は平均値である。
つぎに，540℃で 3 hの溶体化処理を行い，25℃の水中
に焼入れを行った。その後，180℃で 8 hの人工時効処
理したT6材を供試材とした。
1. 2　T 6 材の強度およびミクロ組織の評価
　供試材のミクロ組織は，圧延方向（L方向）に対応す
る材料の塑性流動方向に平行な断面（L－ST面）で，主
として中央部位（ t/ 2 部）で行った。ミクロ組織の観察
は，光学顕微鏡のほかに，SEM-EBSDならびに透過型
電子顕微鏡を用いて行った。SEM-EBSDでは，各試料
の方位集積の最も高い面・方位を特定するため，ODF（結
晶方位分布関数）の解析も行った。また，TEMでは，
人工時効析出物の観察や転位密度の測定を行った。引張
試験はASTM-E8に従い，塑性流動方向と直角方向（LT
方向）にひずみ速度3.3×10－ 3  s－ 1 で室温において実施
した。ミクロ組織の観察部位，引張試験片の採取部位を
図 1 に示す。引張試験片の平行部中央部が，ミクロ組織
の観察部位（L-ST）に対応する。

2 . 試験結果

2. 1　代表的な供試材のミクロ組織
　熱間鍛造条件は，Z因子（温度補償ひずみ速度因子）
を用いて整理した。Z因子は，Z＝ε

3

・exp（Q/RT）で示さ
れ， ε

3

は初期ひずみ速度（s－ 1 ），R は気体定数8.31（J/
mol･K），T は温度（K），Qはアルミニウムの自己拡散の
活性化エネルギー（144kJ/mol）7 ）である。
　Z 因 子 の 範 囲 の な か で，Low Z 材（1.1×10 6  s－ 1 ），

Middle Z（ 3 ）材ならびにHigh Z（ 3 ）材（1.1×1012 s－ 1 ）
の 3 種類の試料のSEM-EBSDによる結晶方位マップを
図 2 に示す。ここで，太線（青色）はθ≧ 15°，細線（赤
色）は15°>θ≧ 2 °の方位差の境界を示す。図 8 ，図11
も同様である。Low Z材，Middle Z（ 3 ）材において，L
方向の塑性流動方向に伸長な粒を形成する。これらの伸
長粒は大角ならびに小角の境界に区切られた微細な粒か
らなることが分かる。境界の大部分は大角からなり，
Low Z材，Middle Z（ 3 ）材それぞれで約78％，約73％
を占める。なお，Low Z材の粒径dLとdSはそれぞれ20μ
mと14μm，Middle Z（ 3 ）材はそれぞれ12μmと 9μmで
ある。Z因子の値が最も高いHigh Z（ 3 ）材では，境界に
占める大角の境界の割合は約83％とさらに大きく，大部
分が大角粒からなる粗大な再結晶粒組織である。粒径dL

とdSは，それぞれ86μm，84μmと粗大である。いずれ
の粒径も，Z因子の値が 3 種類の試料のなかで中間とな
るMiddle Z（ 3 ）材で，粒径が最も微細な組織となる。
表 2 には，これらの粒径の測定結果を後述するミクロ組
織の各因子とともに示す。
　図 2 の集合組織の表示は圧延集合組織と同様とし，鍛
造面を圧延面に，L方向に対応する塑性流動方向を圧延
方向に対応させて表示した。なお，集合組織の分類は伊
藤によるものを適用した 8 ）。Low Z材，Middle Z（ 3 ）は，
回復組織で，圧延集合組織のGoss方位からBrass方位に
かけてのα-方位群の生成が見られる。また，＜110＞//ND
方位に属するP方位，PP方位，RG方位の分布の割合も
大きい。＜110＞//ND方位の比率は，Low Z材で約0.5，
Middle Z（ 3 ）材で約0.7に達する。Low Z材，Middle Z

（ 3 ）材は微細粒からなり，後述の図10のTEM像にも示
すように回復組織（亜結晶粒）である。
　一方，粗大粒再結晶組織のHigh Z（ 3 ）材には，再結
晶集合組織のR-方位，立方体ならびに立方体に近い方
位，また表面再結晶組織に分類されるSA方位，SF方位
も観察される。せん断変形に起因する表面集合組織に分
類されるRW方位からZ方位に至る<110>//RDの方位群
の分布密度も高い。このほかに，主としてSS方位から
なるβ-方位群も観察される。他のHigh Z材の組織も観
察したが，High Z（ 3 ）材とほぼ同様の粗大再結晶粒組
織となっていた。

図 1  試験片の採取位置
Fig. 1 	 Configuration of tensile test piece and section for microstructural 

characterization with respect to forged plate

図 0  ■
Fig. 0  000

図 2  供試材の結晶方位マップ（T6，肉厚中心部）
Fig. 2 	 Inverse pole figure maps of three specimens after T6-temper 

at t/2

表 2  鍛造条件とミクロ組織パラメータ
Table 2 	Testing conditions of hot forging and microstructural 

parameters of each specimen
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2. 2　代表的な供試材の機械的性質 9 ）

　微細粒回復組織からなるMiddle Z材の降伏応力は345
～354MPaと高い。つぎに，やや粗大な微細粒回復組織
からなるLow Z材で333MPa，粗大なほぼ再結晶粒から
なるHigh Z材は最も低く308～310MPaである。

3 . 考察

3. 1　強化機構の推定
　金属の基本的な強化機構として，固溶強化，粒子分散
強化，転位強化，ならびに微細粒強化が挙げられ
る10），11）。降伏応力が高くなる原因をこれらの因子に対
応付けて以下に整理を行った。High Z材，Middle Z材
ならびにLow Z材の導電率（％IACS）は，それぞれ
45.1％，45.0％，45.0％と，試料間に差異はない。人工時
効析出物のTEM写真を図 3 に示す。<100>方向に成長
した針状のβ”相と推定される時効析出物12）が見られる。
各試料のβ”相のサイズ，析出密度には差異はほとんど
ない。また，表 2 に示すように，転位密度にも差異はほ
とんどないうえにそれらの値は低く，焼鈍材のものと

（10 6 ～10 8 cm－ 2 ）と同程度である13）。したがって，降
伏応力が高くなる原因を，これらの因子に対応付けて固
溶強化，析出強化ならびに転位強化で説明することは難
しい。
　そこで，High Z材，Middle Z材ならびにLow Z材を
含む供試材の降伏応力σと結晶粒径dとの関係をHall -
Petchの関係式（式（ 1 ））を用いて整理した結果を図
4 に示す。実線は大角のみの粒径dL，破線は小角を含
めた粒径dsの影響を示している。また，同図には，中井
ら14）の再結晶粒のみからなる試料の結果もプロットし
た。
　　σ＝σ0＋Ky・d －1/2……………………………………（ 1 ）
ここで，σ0は単結晶の軟質材の降伏応力に相当する定
数，Kyは転位の固着力τdに結び付く定数である。図 4

に示すように，再結晶粒のみからなる材料の降伏応力の
粒径依存性は小さく，粒径を最小の15μm（d －1/2＝
8 mm－1/2）まで微細粒化しても，降伏応力の増加はた
かだか数MPaと小さい。これに対して，亜結晶粒をミ
クロ組織に含む材料の降伏応力の粒径依存性は大角のみ
で整理しても高い。すなわち，6061 -T6材は，亜結晶粒
化で降伏応力が大幅に高くなることを示す。なお，粒径
が約10μmと微細（d－1/2≧ 9 mm－1/2）になると，降伏応
力と粒径（d －1/2）との関係は直線上からずれる。この
ため，わずかな微細粒化で降伏応力は大きく増大し，
Hall -Petchの関係では整理できないことを示す。
　亜結晶粒の存在による降伏応力の増大には，修正Hall -
Petchの式（式（ 2 ））で説明されることが多い15），16）。
式（ 2 ）において，σ0は下部組織を含まない焼なまし材
の降伏応力，kおよびmは実験定数である。
　　σ＝σ0＋k1・d－p・d－1/2＝σ0＋k1・d－m………………（ 2 ）
　 図 5 に，High Z（ 3 ）材，Middle Z（ 3 ）材 な ら び に
Low Z材を含む供試材において降伏応力ならびに粒径を
σ－σ0＝k・d－mの式で整理し，両対数プロットして表示

図 4  供試材の降伏応力と粒径の関係
Fig. 4  Relationship between σ0.2 and d－1/2 of each specimen

図 5  供試材の降伏応力と粒径の関係
Fig. 5  Relationship between σ0.2 and d－1/2 of each specimen

図 3  供試材のTEM像（T6，肉厚中心部）
Fig. 3  TEM micrographs of three specimens after T6-temper at t/2
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した。図 5 には参考のため，過去の関係研究結果も併せ
て示した。
　大角の境界からなる中井ら14）の再結晶材による結果，
および麻田ら17）の大角境界からなる材料による結果で
は，いずれも，mは約0.5とHall -Petchの関係に一致する。
本試験結果を大角のみの境界からなる粒径dLと降伏応
力との関係（実線）で整理すると，mは0.79ならびに0.73
と大きい。過去の関係研究18）～ 20） においても，ds≦
10μmで，mは1.0と大きい。これらは，亜結晶粒界強化
の方が再結晶粒微細化強化よりもはるかに有効な手段で
あることを示す。
　しかしながら，小角の境界からなる亜結晶粒の方位差
は数度（°）程度と小さい。これらの境界では，転位は
堆積ではなく通過しやすいものと推定される。したがっ
て，降伏応力がHigh Z材に比べてLow Z材で，さらに
はMiddle Z材と高くなる原因を，亜結晶化すなわち小
角の境界が発達することにのみ結び付けることは難しい
と考える。
　修正式には，ほかに転位密度ρ，粒径d－1/2，d－ 1 の寄
与を考慮した種々の式が提案されている。このなかで，
比喜ら21），22）は，数値シミュレーションを用いて，結晶
粒内の転位密度が多結晶金属材料の変形挙動に及ぼす影
響を検討し，σ＝σ0＋k・d－mの関係式において，mは，
0.71～0.91と高い値となることを示した。このmの値は，
図 5 に示した本試験のmの値に比較的近い。なお，数値
シミュレーションでは，すべり面方位角はランダムに与
えており，集合組織は考慮されていない。
　図 5 に示した中井ら14）の再結晶材は，冷間圧延後に
T6処理したものである。溶体化処理は，硝石炉による
急速加熱工程からなる。粗大な第 2 相晶出物周りの強加
工部を中心に，再結晶が生じるため，加工集合組織は発
達し難い。一方，Low Z材さらにはMiddle Z材の亜結
晶組織が発達したミクロ組織には，図 2 に示すように，
熱間鍛造後の回復組織が強く残存し，集合組織が発達し
た組織である。
　そこで，降伏応力に及ぼす集合組織の影響を考慮する
ため，降伏応力と粒径との関係をつぎの関係式（式（ 3 ））
で整理した。
　　τ’CRSS＝τ’CRSS0＋k ’・dslip

－m’……………………………（ 3 ）
　　τ’CRSS＝s・σ
　　τ’CRSS0＝s・σ0

ここで，τ’CRSSは臨界分解せん断応力に相当する値，sは
平均シュミット因子である。τ’CRSSは降伏応力に平均シ
ュミット因子 sを掛け合わせて算出した。s は，各試料
の引張方向（LT方向）のシュミット因子の平均値を各
方位の面積率をもとに算出し，表 2 に示した。τ’CRSS0は，
下部組織を含まない材料の臨界分解せん断応力に相当す
る値である。
　High Z（ 3 ）材，Middle Z（ 3 ）材ならびにLow Z材を
含む供試材において，τ’CRSSとすべり面・すべり方向の
粒径d slipとの関係を，図 5 と同様に両対数プロットして
整理した結果を図 6 に示す。
　ここで，すべり面・すべり方向の粒径d slipは，以下の

とおりに算出した。すべり面・すべり方向と引張方向
（LT）との角度をλ，引張方向（LT）とすべり面法線
との角度をθとする。さらに，各試料を代表する結晶粒
において，鍛造面（圧延面に対応）の法線とすべり面・
すべり方向と角度をϕとする。ここで，各試料のODFで，
方位集積が最も高い結晶方位｛hkl｝＜uvw＞の粒を各試
料を代表する結晶粒とし，この結晶粒がすべりを開始す
る粒と仮定した。各結晶粒のすべり面（111） には等価
な面が 4 組，またそれぞれに＜110＞方向は 3 組があり，
各結晶粒には12組のすべり面・すべり方向がある。12組
のすべり系の面・方位と代表粒の結晶方位｛hkl｝＜uvw＞
とを用いてcosλとcosθを求め，シュミット因子に対応
するcosλ・cosθ を算出した。cosλ・cosθの値が最も
大きな値となる面・方位の組み合わせを，各試料を代表
するすべり面・すべり方向とした。このすべり面・すべ
り方向と代表粒の鍛造面の法線との角度ϕ からcosϕ を
求め，肉厚方向（ST方向）の粒径dを用いて，d/cosϕ
から，すべり面・すべり方向の粒径d slipを算出した。
　これより，図 5 においてdL≦20μmで0.79～0.73と高い
値を示したmは，集合組織を考慮して整理した図 6 で
は，大角境界の粒径dLの場合でm’＝0.50，小角の境界も
含めた粒径dSの場合では，m’＝0.52といずれもほぼHall-
Petchの関係となる。
　したがって，High Z（ 3 ）で，降伏応力（LT）が最も
低く，Low Z材，Middle Z（ 3 ）材と，Z因子が大きくな
るに従って降伏応力が高くなる原因は，熱間鍛造ならび
に調質後においても回復組織が残存し，低いシュミット
因子に対応する集合組織が発達したことによるものと推
察される。また，集合組織を考慮したτ’CRSSの粒径依存
性は小さく，これは，前述のとおり，亜結晶境界では，
転位は堆積ではなく通過しやすいことによるものと考え
られる。
　以上より，6061 -T6の降伏応力の粒径依存性について，
集合組織を考慮して検討した結果，従来どおりに6061 -
T6の降伏応力の粒界依存性は本質的には小さいことが

図 6  供試材の臨界せん断応力と粒径の関係
Fig. 6  Relationship between τ’CRSS and d of each specimen
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分かった。
3. 2　微細粒未再結晶組織の形成機構
　降伏応力の高いMiddle Z（ 3 ）ならびにLow Zのミク
ロ組織は図 2 に示したように微細粒回復組織である。こ
のようなミクロ組織の形成には，まず加工度（相当塑性
ひずみ）が大きな影響を及ぼすことが予想される。断面
内の相当塑性ひずみ分布を算出した結果を図 7 に示す。
なお，解析の摩擦係数は，実験に合わせ，供試材の断面
形状と解析による断面形状とがほぼ合致する値を用い
た。LowZ，MiddleZ（ 3 ）材ならびにHighZ（ 3 ）材それ
ぞれで0.32，0.22ならびに0.22である。試料表層部，t/16
部，t/8 部において，肉厚中央部と同様にSEM-EBSDに
よるバウンダリーマップを調査し，試料表層部から肉厚

中心部へと相当塑性ひずみの増大に伴うミクロ組織の変
化を整理した。図 8 に示すように，Low Z材の表層部に
は，初期組織となる鋳塊組織が残存する。大角境界に囲
まれた鋳塊の結晶粒は，塑性流動の方向にやや伸長化し
ている。肉厚中心部に近づき相当塑性ひずみが大きくな
るにつれて，さらに伸長化する。大角境界に囲まれた領
域内には，同一粒内においても，方位差が異なる領域が
形成され，大角ならびに小角の境界が新たに生じ，微細
粒が形成されてゆく。この微細粒の形成過程は，grain 
subdivision23）～27）に対応するものと推定される。塑性流
動 に 平 行 な 大 角 の 境 界 がgeometrically necessary 
boundary（GNB）に，また伸長粒を区分けする大角な
らびに小角の境界がそれぞれGNBならびにincidental 
dislocation boundary（IDB）に対応するものと推定され
る。微細粒化の程度は，Middle  Z（ 3 ）材でより顕著で，
粒径はMiddle Z（ 3 ）材の方がLow Z材よりも小さい。
一方，High Z（ 3 ）の表層部でのミクロ組織の大部分は，
不定形で，大角の境界に囲まれた粗大粒からなる。肉厚
中心部に近づくにつれ，さらに粗大化する。また，粒界
には張り出しが見られ，ひずみ誘起粒界移動により巨大
な粒へと成長したものと推定される。なお，肉厚中心部
では，粒径はやや小さくなり，伸長粒化する。また，張
り出しの箇所も少なくなる。
　溶体化処理前後のミクロ組織の変化を整理するため，
Low Z材，Middle Z（ 3 ）材，High Z（ 3 ）材の鍛造直後，
T6後のTEM像を観察した。なお，試料は鍛造終了後，
室温までは空冷で冷却を行った。図 9 に鍛造直後の
TEM像を示す。観察部位は t/2 部である。いずれの供試
材においても，亜結晶粒組織である。Low Z材が最も粗

図 8  供試材（T6）のバウンダリーマップ
Fig. 8  Grain boundary maps of T6-tempered three specimens

図 7  供試材断面の相当塑性ひずみ分布
Fig. 7  Distribution maps of equivalent plastic strain
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大で，Middle Z（ 3 ）材，High Z（ 3 ）材の順に，粒径（平
均値）は7.0，2.4，0.60μmと，Z因子の値が大きくなるに
つれて小さくなる。この組織の状態から，High Z（ 3 ）
材で，再結晶が起こるのは，溶体化処理時の昇温中なら
びに保持中であることが分かる。つぎに，図10に，Low 
Z材とMiddle Z（ 3 ）材のT6後のTEM像を示す。いずれ
も亜結晶粒組織であることが分かる。粒径（平均値）は
それぞれ7.0，3.6μmである。鍛造直後の微細な亜結晶粒
組織は，やや成長するものの，溶体化処理後（T6後）
においても維持される。
　鍛造直後材のSEM-EBSDによる結晶方位マップを
図11に示す。部位は相当塑性ひずみの大きい肉厚中心部
t/2 部である。Low Z材ならびにMiddle Z（ 3 ）材ともに，
鍛造ままのミクロ組織は微細粒回復組織である。図 2 の
溶体化処理後の結晶方位マップとの比較からも明らかに
ように，溶体化処理前後のミクロ組織は，定性的にほぼ
同様であり，ミクロ組織の変化は小さい。この傾向は，

Middle Z（ 3 ）材でより顕著で，溶体化処理後において
も，大部分が大角の境界からなる微細粒で，Goss方位，
Brass方位などのα方位群をはじめとする＜110＞//ND
方位が発達した微細粒回復組織となる。
　High Z（ 3 ）材においても，鍛造まま材のミクロ組織
は微細粒回復組織である。微細化（grain subdivisionの
結果）の程度は，Zとともに顕著となり，High Z（ 3 ）材
が最も微細となっている。Goss方位，Brass方位などの
α方位群をはじめとする＜110＞//ND方位の割合は高い。
　以上より，High Z（ 3 ）材の粗大な再結晶粒組織，
Middle Z（ 3 ）材ならびにLow Z材のやや微細粒からな
る回復組織が，形成される経緯は以下のとおりと推察さ
れる。Z因子の高いHigh Z（ 3 ）材の場合，熱間加工終了
直後の転位密度は全体的に高い。肉厚中心部付近は加工
度が大きく，微細粒を形成する。一部の粒は合体して少
数の比較的大きな粒となりやすい。また，晶出物等の粗
大な粒子周りは，転位密度が局所的に高く，再結晶の核
を形成しやすい。比較的大きな粒とその周囲，および再
結晶の核とその周囲との方位差は大きく，溶体化処理温
度への昇温また保持に伴い粒界は移動し，周囲の亜結晶
粒を蚕食し，粗大な再結晶粒へと成長する。ここで，形
成される再結晶核の密度が高ければ，再結晶組織は微細
となるが，本試験では，高Zの場合でも，熱間加工であ
り，蓄積エネルギーは低く，核の頻度が低かったため，
粗大粒組織となったと考えられる。なお，High Z（ 3 ）
材においても，表層部に近く相当塑性ひずみの小さな部
位では，Y方位，X方位等の表面圧延集合組織に起因す
る集合組織が発達する。粒界には張り出しが見られるこ
とから，新たな核からなる再結晶ではなく，特定の方位
の既存の粒がひずみ誘起粒界移動により粗粒化したもの
と推察される。
　一方，Z因子の値が一定のレベル以下と小さくなると，
加工終了後の転位密度は低く，再結晶の核は形成され
ない。ただし，肉厚中心部のように，相当塑性ひずみ
が 一 定以上と大きくなると，鍛造終了時に，grain 
subdivisionの機構により微細粒回復組織が形成される。
鍛造後冷却途中，溶体化処理の昇温・保持中で，さらに
回復が進み転位密度は低くなる。微細粒の境界の多くは
大角からなり，このようなミクロ組織は，粒界の易動度

図 9  供試材のTEMミクロ像（鍛造直後，肉厚中心部）
Fig. 9  TEM micrographs of three specimens after forging at t/2

図10 供試材のTEM像（T6，肉厚中心部）
Fig.10 TEM micrographs of two specimens after T6-temper at t/2

図11  供試材の結晶方位マップ（鍛造直後，肉厚中心部）
Fig.11	 Inverse pole figure maps of three specimens after forging at 

t/2
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に差異が小さく，安定と考えられる。溶体化処理による
高温長時間の熱処理によっても，亜結晶粒の成長等の回
復が進むのみで，基本的にはミクロ組織にはほとんど変
化を生じない。このため，T6調質後においても，圧延
集合組織に対応する主としてGoss方位，Brass方位など
のα-方位群をはじめとする＜110＞//ND方位などの微
細粒が多数観察されることとなる。これらミクロ組織
は，本質的には回復組織であり，供試材では，Middle 
Z材ならびにLow Z材が該当する。なお，鍛造直後から
溶体化処理にいたる回復の進行は，extended recovery

（延長回復）に対応するものと推定される28）。
　Middle Z材ならびにLow Z材においても，表層部に近
く，相当塑性ひずみの小さな部位では，grain subdivision
があまり起こらない状態で，回復が進む。したがって，
溶体化処理後に，微細亜結晶粒組織を得るには，一定以
上の相当塑性ひずみを伴う加工が必要である。
　図11に示したように，Z因子の値が大きくなるにつれ，
熱間変形終了直後の亜結晶粒の粒径は小さくなる。しか
も高Zになると，grain subdivisionも起こりやすくなる
と考えられる。転位密度が十分に低く，再結晶が生じな
い場合，この関係は，溶体化処理後の粒径にも反映され
ることとなる。このため，Middle Z材の方が，Low Z
材よりも，T6調質後の粒径が小さくなったと推察される。

むすび＝熱間鍛造の温度ならびにひずみ速度を大きく変
化させて作製した6061合金の試料を用いて，ミクロ組織
とT6処理後の降伏応力との関係を整理し検討した結果，
以下のことが明らかとなった。
　 1 ）比較的高い中間領域のZ因子の値（10 7 ～10 9 s－ 1 ）

で熱間鍛造を行うと，加工度の増大に伴い，大部
分が大角粒界からなる伸長粒組織となる。またそ
の内部は，小角ならびに大角の粒界に区分けされ
た微細粒が形成される。基本的には回復組織で，
集合組織の集積度も高い微細粒回復組織である。

　 2 ）微細粒回復組織は，溶体化処理，人工時効の高温
の熱処理でも極めて安定で，回復がやや進行する
程度である。T6処理後でも微細粒回復結晶とな
り，6061 -T6鍛造材で，約350MPaの高い降伏応
力（LT）の材料となる。

　 3 ）集合組織の影響を，シュミット因子を用いて整理
したところ，微細粒回復組織の臨界分解せん断応
力の粒径依存性は小さいことが分かった。これよ
り，微細粒回復組織の高い降伏応力は，亜結晶境
界強化によるものではなく，低いシュミット因子
に対応する集合組織が集積したことによるもので
あると結論された。

　 4 ）上記より，6061 -T6の降伏応力の粒径依存性につ
いて，集合組織を考慮して検討した結果，従来ど
おりに6061 -T6の降伏応力の粒界依存性は本質的

には小さいことが分かった。これは，亜結晶境界
が転位の移動の障害として再結晶粒界よりも効果
が低いことに起因すると推定され,さらに亜結晶
境界強化は, 再結晶粒微細化強化に比べて効果的
でないと結論された。

　アルミニウム6000系合金材の高強度化を，［ミクロ組
織］を中心にして，［組成・工程］－［ミクロ組織］－［材
料特性］の関係を明白にすることにより進めた。その結
果，添加成分の増量によらず，ミクロ組織の制御で達成
可能なことを示した。本知見は，高強度材の開発に重要
な指針となる。他合金系にも適用し高強度材の開発を進
める。
　本稿の執筆にあたりましては，茨城大学工学部機械工
学科教授 伊藤吾朗様からは多大なご指導をいただきま
した。ここに謝意を表します。
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まえがき＝アルミニウムは密度が鉄の約 1 / 3（約2.7g/
cm3）と低いことに加えて比強度（強度／比重）が高く，
鋳造，鍛造，圧延，切削など様々な加工が容易である。
これらの特長を生かし，鉄道車両や自動車，船舶などの
輸送機械をはじめ，各種機械部品，エンジン部品などに
必要な特性に応じたアルミニウム合金が用いられてい
る。これらの製品のなかでも，発電機やコンプレッサに
用いられているインペラ，真空ポンプ用のロータ，ある
いはエンジンのピストンなど，室温よりも高い温度環境
下で高速回転または摺動（しゅうどう）する部材に対し
ては高温特性に優れるアルミニウム合金が用いられてい
る。例えばAl-Cu-Mg-Fe-Ni系の2618合金は，高温環境
下で使用されるアルミニウム合金として多用されてお
り，自動車から船舶まで様々な大きさの過給機用インペ
ラに適用されるなど，代表的な耐熱性アルミニウム合金
の一つである。
　近年，過給機は輸送機械の燃費効率化の流れのなか
で，高圧縮化，高流量化の傾向にある。そのため，ター
ビンが従来よりも高速回転となり，圧縮空気を作り出す
吸気側のインペラも高温環境，高負荷圧力下にさらされ
ることになり，さらなる高耐熱性を有するアルミニウム
合金が求められている。
　本稿では，これらニーズを踏まえて開発を進めた耐熱
アルミニウム合金「KS2000」を紹介する。

1 . 高耐熱性アルミニウム合金「KS2000」の特徴

　現在，展伸材用として多く使用されている耐熱性アル
ミニウム合金2618合金は，1954年にAluminum Association
に登録された合金である。イギリスではRR58，フラン
スではAU2GNと呼ばれており，超音速旅客機コンコル
ドの構造部材として使用されていた。当社では，60年代

後半に油圧機器用ハウジングの製造への適用に始まり，
80年代からは自動車用ピストンや過給機用インペラなど
の製造において使用してきており，現在でも当社大安工
場が扱う製品向け素材合金として多く使用している。
　前述したとおり，近年さらなる高耐熱性を有するアル
ミニウム合金のニーズの高まりを受け，当社では2000年
頃から耐熱性アルミニウム合金の開発を進め，「KS2000」
を開発した 1 ）～ 4 ）。以下にその特徴を述べる。
1 ）Cu，Ag，Mgなどの添加元素の最適化により，高温

特性を向上させる析出物であるΩ相を微細に分散
し，2618合金を超える高温強度およびクリープ特性
の向上を図ることができた。

2 ）均熱条件の最適化による晶出物の微細化，および塑
性加工などの鍛造条件の最適化による結晶粒の微細
化により，高温疲労特性を有するプロセス条件を見
出した。

2 . クリープ特性

　船舶用エンジンやディーゼル発電機に搭載される過給
機は高負荷で回転し続ける。このため，インペラの羽根
部には遠心力によって高い応力が発生するうえに，吸気
側においても100～200℃程度まで温度が上がることか
ら，クリープ変形が懸念される。したがって，吸気側の
インペラに使用される材料において，クリープ特性は重
要な特性である。
　高温強度向上を目的とした本開発材に対しては，Cu，
Mg添加によるAl-Cu系析出物の微細高密度化，および
Ag添加による高温特性に優れた析出物の形成をコンセ
プトにして成分を調整した。2618合金およびKS2000の特
徴を表している代表的な成分を表 1 に示す。また， 2618
およびKS2000のT61時効処理後の透過型電子顕微鏡観

高耐熱性アルミニウム合金「KS2000」
Highly Heat-Resistant Aluminum Alloy "KS2000"

■特集：素形材	 FEATURE : Material Processing Technologies

（解説）

Rotating/sliding components that operate at elevated temperatures, such as impellers and pistons, 
require aluminum alloys having a heat resistance higher than that of conventional aluminum alloys. 
Kobe Steel has optimized the additive elements to finely disperse precipitates that improve high-
temperature properties, the homogenization conditions to finely disperse crystallized products and the 
conditions of plastic deformation to refine grain size. The optimizing of the composition and processing 
conditions resulted in the development of a new aluminum alloy, "KS2000," having an excellent heat 
resistance compared with the conventional 2618 alloy.
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察結果を図 1 に示す。Al-Cu -Mg系合金における過飽和
固溶体からの析出相の形成については，各合金のCu/
Mg比（重量比）によって析出過程が異なる 5 ）。すなわち，
Cu/Mg＞ 8 ではθ相が，Cu/Mg＜1.5ではS相が，そし
て1.5＜Cu/Mg＜ 8 ではα，θ，S三相平衡に向かって競
合析出が起こる。2618合金ではCu/Mg比が 2 程度であ
り，多くの析出物がS'相となる。図 1（a）に示した2618
合金の写真において，［1 1 0］および［0 0 1］方向に伸
びたS'相が観察された。
　一方，KS2000はCu/Mg比が20程度であり，一般的に
はθ'相が析出する領域である。しかしながらKS2000で
は，Agが添加されていることにより異なった析出挙動
を示す。図 1（b）に示すとおり，［1 1 0］および［0 0 1］
方向に伸びたθ'相に加えて，［1 1 2］および［1 1 2］方
向に伸びた新たな析出相が認められる。これはΩ相と呼
ばれる析出相であり，合金の強度，および耐熱性が向上
するといわれている6 ）, 7 ）。Ω相の析出について，宝野は
3 次元アトムプローブ（ 3 DAP）などを用いた解析によ
りAg-Mg複合クラスタによる異質核生成作用を提唱し
ている 8 ）。すなわち，θ相とΩ相は熱力学に等価である
が，θ相はα相に対して特定の方向を持たずに非整合に
成長する一方，Ω相はAg-Mg複合クラスタを前駆構造
としてα相の｛111｝面に整合に均一に析出した平衡相で
ある。このようにΩ相はα相に整合し，平衡相であるた
め高温での安定性に優れ，合金の高温特性を改善すると
している。

　また図 2 に，2618およびKS2000のT61時効処理材を180
℃，400時間加熱した後の透過型電子顕微鏡観察結果を
示す。図 2（a）の2618合金ではS'相がラス状に粗大化
しており，加熱によってS'相の析出強化の効果が低下す
ることが分かる。一方，図 2（b）に示すKS2000では，
θ'相は粗大化しているものの，Ω相の大きさはT61時効
後と大きな変化がない。表 2 に，室温および150℃で
100h加熱後における2618およびKS2000の耐力，ならび
に180℃，235MPaの試験雰囲気下におけるクリープ特性
を示す。表 2 に示すように，KS2000のクリープ破断寿
命は2618合金よりも長くなることが分かった。このよう
に，熱的安定性の高いΩ相が粒内すべりを抑制すること
により，KS2000は優れた高温引張特性，クリープ特性
を発現することができる。

3 . 高温疲労特性

　過給機は，船舶や発電機以外に，自動車のターボチャ
ージャにも使用されている。自動車の過給機では，船舶
や発電機のように定常状態で回転し続けるのではなく，
アクセル操作によるエンジン出力に連動して回転数も大
きく変動する。したがって，インペラには加速，減速に
伴う応力変動，応力振幅が負荷されることとなり，高温
での疲労強度が求められる。このように，回転体に使用

図 1  T61人工時効後の透過型電子顕微鏡観察
Fig. 1  Transmission electron micrographs  after T61 artifical aging

表 1  代表的な成分値
Table 1  Typical chemical compositon (wt％)

図 2 	 T61人工時効後に180℃－400h加熱した後の透過電子顕微鏡
観察

Fig. 2 	Transmission electron micrographs after T61 artifical aging 
followed by exposure at 180℃－400h

表 2  合金の耐力，クリープ特性
Table 2  Properties of yield strength and creep of each alloy
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される材料には，クリープ特性だけではなく，一定強度
の高温疲労特性が要求される。
　前章で述べたとおり，KS2000ではCuを多く添加し，
Fe，Niなどの遷移元素を低減した。また，Agを添加し
た成分としてΩ相の析出により，クリープ特性を向上さ
せた。しかしながら，疲労強度については，鋳造後の単
純な鍛造・熱処理だけでは室温，高温ともKS2000の方
が2618合金より劣ることが分かった。この理由として，
①KS2000の成分の場合，最大固溶量を超えるCu量が添
加されており，晶出物が粗大となって疲労破壊の起点と
なる，②遷移元素が少なく，粗大な結晶粒が形成されて
疲労強度の低下要因となる，といったことが考えられ
た。
　KS2000の高温での使用を考えた場合，得られたクリ
ープ特性を損なわずに，少なくとも2618と同等の疲労特
性が必要となる。そこで以下の節では， KS2000の高温
疲労特性の向上を目的として開発した最適な製造条件に
ついて述べる。
3. 1　晶出物の微細化
　図 3 に2618合金および晶出物微細化前のKS2000の軸
疲労試験における破壊の起点付近の走査型電子顕微鏡観
察結果を示す。2618では破壊の起点は粒内破壊を示すへ
き開割れであるが，KS2000は晶出物が起点となってい
た。図 4 に各疲労試験材の光学顕微鏡観察結果を示す。
晶出物サイズはKS2000の方が2618よりも大きく，分布
も不均一であった。また，エネルギー分散型X線分光分
析により，KS2000で認められた晶出物はAl-Cu系である
ことが分かった。黒木らにより，アルミニウム合金鋳物
において共晶Si，Fe系化合物のサイズを小さくすること
により，疲労強度が向上することが示されている 9 ）。そ
こで，Al-Cu系晶出物において，均熱時の温度を高温に
し，Al-Cu系晶出物を母相に固溶することによる晶出物
の微細化を検討した。KS2000のようなAl-Cu系合金で
は，均熱温度を高温にし過ぎると共晶溶融を生じてしま
う。このため，熱力学平衡計算ソフトThermo-Calcによ
る計算および小型のテストピースによる加熱試験結果を
基に均熱温度を最適化した。晶出物の低減効果に関して
は，示差熱分析で評価した。鋳造まま，および均熱温度
の最適化前後の示差熱分析結果を図 5 に示す。均熱温度
の最適化前では吸熱ピークが鋳造まま材とあまり変わら
ないが，均熱温度を最適化することによって吸熱ピーク
が減少した。これは，Al-Cu系晶出物の一部が母相に固
溶したことを示しており，晶出物が低減することが示さ
れた。均熱温度最適化前後のKS2000鍛造材のミクロ組
織観察結果を図 6 に示す。図 6（a）の最適化前に較べ
て図 6（b）の最適化後の方が晶出物同士のネットワー
クが分断され，晶出物が小さくなったことが組織観察か
らも認められた。したがって，均熱温度を適切に調整す
ることにより，Al-Cu系晶出物の分布を制御できること
が分かった。
3. 2　結晶粒の微細化
　2618合金試験材，および前節により晶出物を微細化し
たKS2000試験材を用いて回転疲労試験を行った。それ

図 5  各材料状態における示差熱分析
Fig. 5  Differential thermal analysis in each material condition

図 4  疲労試験材の光学顕微鏡観察
Fig. 4  Optical micrographs of fatigue testing sample

図 3  軸疲労試験における破壊の起点付近の走査型電子顕微鏡観察
Fig. 3 	Scanning electron micrographs around starting point of 

fatigue fracture of axial fatigue tests
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ぞれの疲労破面を図 7 に示す。いずれの合金もへき開割
れとなることが分かったが，KS2000の方がへき開割れ
が大きいことが観察された。また，光学顕微鏡によって
結晶粒の観察を行った結果を図 8 に示す。KS2000の結
晶粒は大きいものでは 1 mmを超えるものもあるが，
2618は100～200μm程度であった。幡中らはAl-2.4Mg合
金における結晶粒と疲労強度との関係を調査し，結晶粒
を小さくすることによって疲労強度が向上することを示
した10）。また，低応力で行われる高サイクル側の疲労試
験においては，1 mm以下の微小き裂の進展が寿命の大
半を占めると考えられているなかでスレッシュは，その
ような微小き裂は結晶粒の影響を大きく受けるとしてお

り，結晶粒の小さい方が微小き裂の進展を妨げ，疲労寿
命が長くなるとしている11）。
　そこでKS2000に対し，結晶粒の微細化による疲労強
度向上を検討することとした。結晶粒の微細化には，結
晶粒の粗大化抑制に効果のある遷移元素の添加，あるい
は塑性変形による転位密度の導入が有効である。本合金
に遷移元素を添加すると焼入れ感受性が鋭くなり，大型
製品では必要な強度が得られなくなるとともに，晶出物
が増加することによってかえって疲労強度が低下する恐
れがある。したがって，塑性変形を加える鍛造条件を最
適化することによって結晶粒を微細化することを検討し
た。
　塑性変形における結晶粒径の変化は材料内部の転位密
度に相関し，また転位密度はひずみ量やひずみ速度，鍛
造温度に依存する。そこで，これらの因子が結晶粒径に
どのような影響を与えるかを把握するため，加工フォー
マスタを用いて鍛造条件と結晶粒径との関係を調査し
た。図 9 に鍛造温度と相当塑性ひずみによるT61人工時
効後の結晶粒径への影響を示す。これらの写真から，相
当塑性ひずみが大きいほど，また温度が低いほど結晶粒
径が微細となることが分かった。図 9 の試験結果を踏ま
えて量産工程での調整を進め，KS2000における結晶粒
径を制御する最適な鍛造条件を見出すことができた。
　図10に均熱条件および鍛造条件を最適化した後の
KS2000の疲労破面を示す。また，図11は鍛造条件の最
適化前後のサンプルにおける破面の走査型電子顕微鏡観
察結果を示す。鍛造条件の最適化後のサンプルは図 7

（a）の2618合金のように最適化前よりも結晶粒径が微細
になり，へき開割れが細かくなっていた。
　表 3 に2618合金，および最適化前後のKS2000の疲労
強度を示す。このように，
　①均熱条件の最適化による晶出物の微細化
　②鍛造条件の最適化による結晶粒径の微細化

図 7  回転疲労試験における破面観察
Fig. 7  Fractography in rotary bending fatigue tests

図 6  KS2000鍛造材の光学顕微鏡観察
Fig. 6  Optical micrographs of KS2000 forging

図 8  結晶粒の光学顕微鏡観察
Fig. 8  Optical micrographs of  crystal grain
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を行うことにより，KS2000の疲労強度を2618合金と同
等にすることが可能なプロセスを開発することができ
た。

むすび＝高温特性のための成分調整，疲労強度のための
均熱条件および鍛造条件の最適化によって，開発材

「KS2000」の特性を十分に発現できるプロセス条件を得
ることができた。今後さらに回転体などの製品ではアル
ミニウム合金に要求される高温特性が厳しくなることが
予想される。今後も成分，プロセス両面からのアプロー
チにより，ユーザニーズに応えられる材料開発を進めて
いく。
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図10  鍛造条件最適化後の回転疲労試験における破面観察
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表 3  合金の疲労強度
Table 3  Fatigue strength of each alloy

図 9  鍛造条件によるT61人工時効後の結晶粒径への影響
Fig. 9  Influence of crystal grain-size after T61 artificial aging in forging conditions
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	 	 化学剤により汚染された土壌その他の無害化施設建設及び無害化業務
	 	 爆発性物質・難分解性毒性物質の処理施設建設及び処理業務
	 	 汚染された地域の環境回復業務
	 鉄構・砂防：砂防・防災製品〔鋼製堰堤，フレア護岸〕，ケーブル製作架設工事，防音・防振

システム
	 都市システム：新交通システム〔ゴムタイヤ式中量軌道システム，スカイレール，ガイドウェ

イバス〕，駅ホームドア，列車停止位置検知装置，建築限界測定装置（JKシリーズ），
無線モニタリング，無人運転システム，PFI型事業，医療情報システム

主要製品一覧



Iron & Steel Business
	 Iron and Steel Products : Wire rods, Bars, Plates, Hot-rolled sheets, Cold-rolled sheets, Electrogalvanized sheets, 

Hot dip galvanized sheets, Painted sheets, Deformed bars, Pig iron
	 Steel Castings and forgings : Marine parts (Crankshafts, Engine components, Shafting, Ship hull parts), 

Industrial machinery parts (Forgings for molds, Rolls, Bridge parts, Forgings for pressure 
vessel), Nuclear parts

	 Titanium Products : 	Parts for jet engines and airframes (Forgings, Ring rolling products), Coils, Sheets, Foils, 
Plates, Wire rods, Welded tubes, Titanium alloys for high strength applications, corrosion 
resistant applications and heat transfer applications, Titanium alloys for motorbikes and 
automobiles exhaust systems, golf club heads, architecture and medical appliances

	 Steel Powders : 	 Atomized steel powders for Sintered parts, Soft magnetic components, Soil and ground water 
remediation, Handwarmers, Deoxidizers, Metal injection moldings

	 Independent Power Producer : Wholesale power supply
 
Welding Business
	 Welding Consumables : Covered welding electrodes, flux-cored and solid welding wire for semi-automatic welding, 

solid wire and fluxes for submerged arc welding, TIG welding rods, backing materials
	 Welding Systems : 	 Robot systems for welding steel columns, welding robot systems for construction 

machine, other welding robot systems, offline teaching systems, other welding robots, 
power sources

	 High Functional Materials : Filters for deodorization, ozone decomposition, toxic gas absorption
	 General : 	 Testing, analysis, inspection, and commissioned research; educational guidance; consulting; 

maintenance and inspection of industrial robots, power sources, and machinery

Aluminum & Copper Business
	 Aluminum and Aluminum Alloy Products : Sheets, strips, plates, shapes, bars, tubes, forgings, castings
	 Aluminum Secondary Products : Blank and substrates for computer memory disks, pre-coated materials
	 Aluminum Fabricated Products : Construction materials, electronics and OA equipment drums, automotive parts, 

heat exchanger parts, chamber, electrode parts
	 Copper and Copper Alloys : Sheets, strips, tubes, pipes
	 Copper Secondary Products : Conductivity pipes, inner grooved tubes for air conditioners, Lead frames
	 Magnesium castings : Sand mold castings
 
Machinery Business
	 Tire and Rubber Machinery : Batch mixers, twin-screw extruders, tire curing presses, tire testing machines, tire & 

rubber plant 
	 Plastic Process Machinery : Large-capacity mixing / pelletizing systems, compounding units, twin-screw extruders, 

optical fiber processing equipment, wire-coating equipment, injection-molding machines
	 Advanced Products : Surface modification system (AIP, UBMS), inspection and analysis systems(high-resolution 

RBS system)
	 Compressor : 	 Screw compressors, centrifugal compressors, reciprocating compressors, refrigeration 

compressors, heat pomp, radial turbine, standard compressors, micro steam energy generator
	 Material Forming Machinery : Bar & wire rod rolling mills, blooming & billeting mills, strip rolling mills, 

automatic flatness control systems, continuous casting equipment, hot isostatic presses, cold 
isostatic presses, various high pressure machinery, metal press machines

	 Energy : 	 Aluminum brazed plate fin heat exchanger(ALEX), LNG vaporizers(Open rack vaporizers, 
Intermediate fluid vaporizer, Hot water vaporizer, Cold water vaporizer, Air-fin vaporizer), 
Pressure vessels, Aerospace ground testing equipment, 

  
Engineering Business
	 New Iron･Coal and Energy : Direct reduction plants, Pelletizing plants, Steel mill waste processing plants, New 

ironmaking plants(ITmk3, FASTMELT), Iron ore beneficiation plants, Upgraded brown 
coal

	 Nuclear･CWD : 	 Nuclear plants(radioactive waste processing/disposal), Advanced nuclear equipment, 
Spent fuel storage and transport packaging, Power reactor/Reprocessing plant 
components, Fuel channels

		  Chemical weapon destruction(Consulting, search and recovery, Transportation, Storage, 
Chemical analysis, Monitoring, Safety management, CWD plant construction and 
operation), Detoxification of soil and other materials contaminated with chemical agents, 
Destruction of explosive ordnance and persistent toxic substances, Contaminated site 
remediation projects

	 Steel Structure･Sabo : Sabo and Disaster Prevention Products(Steel grid sabo dams, Flaring shaped seawalls), 
Cable construction work, Acoustic & vibration absorption systems

	 Urban Systems : 	 Urban transit system (Mass rapid transit system, Automated guideway transit system, 
SKYRAIL, Guideway bus), Platform screen door (PSD), Train stopping place detection 
equipment, Clearance envelope measurement equipment, Wireless monitoring, Automatic 
train control system, Private finance initiative (PFI) business, Medical information system

Business Items
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編集後記
＜特集：素形材＞
＊素形材特集号をお届けします。素形材
は，そのまま各種機械に組み込まれる部
品となることを基本としており，素形材
に関わる技術開発は，材料技術，鍛造・
鋳造などの成形技術，および部品として
の信頼性を評価するための検査技術と多
岐にわたります。本特集号では，鋳鍛鋼
品，チタン製品，鉄粉，アルミ鋳鍛造品
といった当社素形材分野における最新技
術をご紹介していますが，幅広い技術領
域の開発を進めていることをご理解いた
だけると思います。
＊この特集号では，例えばクランク軸を
主体とした舶用部品に関する技術開発，
チタン合金に関する組織制御を中心とし
た材料技術や高伝熱性チタン板「HEET®」，
焼結体の性能向上や電磁気部品用として
の高周波用圧粉磁心に関する鉄粉技術，
自動車足回りや過給機に使用されるアル
ミ合金鍛造部品に関する材料技術をご紹

介いたしました。これらの記事について
どのようなご感想をお持ちいただけたで
しょうか。この特集号により，様々な分
野・用途への適用を目指し，多岐にわた
る技術開発に取り組んでいる状況をイメ
ージいただければ幸いです。
＊巻頭言にありますように，素形材各分
野で新たな成長戦略を打ち出し，その実
現に向けた取り組みを始めています。一
方で，先に示しましたように素形材はそ
のまま各種機械部品になることから，顧
客のニーズに基づいて製造するもので
す。このため，素形材における技術開発
は，顧客のニーズをいかに的確に把握す
るかが最も重要であると考え，今後とも
お客様との連携を強化させていただきた
いと考えております。このような意味か
らも，本特集号に対するご意見，ご感想
をお待ちしています。

（藤綱宣之）

次号予告
＜特集：自動車用材料・技術＞
＊自動車業界では地球温暖化対策として
燃費改善による二酸化炭素排出量の削減
への取り組みが強化されており，ハイブ
リッド自動車や電気自動車，燃料電池車
などの環境対応車の増加だけでなく，エ
ンジンやトランスミッションのダウンサ
イジング化，車体の軽量化が強力に進め
られている。一方，安全性のさらなる向
上に向けた取り組みも並行して強化され
ており，衝突安全性向上の観点からは車
体の高剛性化への技術開発が加速されて
いる。これらを達成するため，各自動車
メーカとも新しい技術開発，品質の向
上，コストダウンなどの課題に対する取
り組みを強化している。
＊このような自動車メーカからの要求に
対して当社は，鉄とアルミを様々な接合

技術で組み合わせることによって強度と
軽量性を両立させるマルチマテリアル技
術により，自動車の軽量化を加速し，燃
費向上に向けた提案を行えるよう，お客
様に喜んでいただける新商品，新技術の
開発に鋭意取り組んでいます。
＊次号の自動車用材料・技術特集号では，
高強度薄鋼板（ハイテン），特殊鋼線材
棒鋼，アルミ・銅材料とともにこれらの
加工技術，高速変形特性評価・成形シミ
ュレーション技術，溶接技術について最
近の開発成果をご紹介いたします。当社
がお客様にご提案したい内容，お客様に
おける具体的な期待効果を可能な限り定
量的に提示することを念頭に編集いたし
ます。ご期待ください。

（鹿礒正人，小西晴之）

≪編集委員≫
　　　委　員　長　　三　宅　俊　也
　　　副 委 員 長　　中　川　知　和
　　　委　　　員　　鹿　礒　正　人
　　　　　　　　　　小　西　晴　之
　　　　　　　　　　清　水　弘　之
　　　　　　　　　　高　枩　弘　行
　　　　　　　　　　福　中　恒　博
　　　　　　　　　　藤　綱　宣　之
　　　　　　　　　　前　田　恭　志
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　　　　　　　　　　吉　村　省　二
　　　　　　　　　　　＜五十音順＞
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